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トップメッセージ 
 

 

 

～ 想像力を発揮することで課題を解決する ～ 第二期中期計画の 2年目を終えて 

 

5年計画である第二期中期計画の 2年目が終了、その活動報告となる 2019年度事

業報告書を取りまとめました。 

2019 年度終了時点における第二期中期計画の進捗状況について、多くは順調に進

捗し、中には 5年計画を待たずして達成している計画もあります。とりわけ、共立女

子大学ビジネス学部の設置は、今後の大学の発展に大きく寄与するだけでなく、学園

財政の基盤の確立にとって大きな成果であったと言えます。一方、より進展が求めら

れる計画があるのも事実です。背伸びをしなくては届かない評価指標に設定したから

こそ、既存のやり方の延長線上ではなかなか到達できず苦慮している状況も見受けら

れます。全ての計画の進捗状況について、P10の「第二期中期計画の進捗状況自己点

検・評価」の欄に、「Ａ」：十分に進捗している、「Ｂ」：適切に進捗している、「Ｃ」：

より検討を進め進捗させる必要がある、の３つの評価で整理しました。 

2019年 5月 24日、私立学校法の一部改正を含む「学校教育法等の一部を改正す

る法律」が公布され、2020 年 4月より施行となりました。今般の改正は、学校法

人制度の管理運営制度の改善を図る観点から、①役員の職務と責任の明確化、②経

営力の強化（中期計画の作成）、③情報公開の充実、④破綻処理手続きの円滑化を

内容とするものです。 

このうち中期計画については、本学はもちろん、多くの学校法人で既に策定されています。ただ、この私学法改

正を機に、各学校法人はどのような中期計画を策定しどのような成果をあげているか等、ステークホルダーの注目

が以前にも増すようになりました。本学に対しては、第二期中期計画の特長や具体的な内容について参考にしたい、

工夫や苦労した点を教えて頂きたいという声を複数頂きました。特に、①ミッション、ビジョン、マスタープラン、

アクションプランという分かりやすい構造とそれを全学に周知徹底したこと、②中期計画、事業計画、事業報告を

連動させ、選択と集中の観点で評価指標を整理、評価指標の達成を目指して具体的な実行が可能なようにしたこと、

③責任者、責任委員会、責任部署を明確化し、当事者意識をもって PDCA サイクルを回せるようにしたこと、④中

期計画予算を新たに編成し、政策と財務を貫徹したこと等、実効性を担保するための仕組みについて注目して頂き

ました。 

このような仕組みが実質的に機能するために実施する学内の打合せは、シビアな意見交換等が行われています。

建設的な意見交換の場としていますが、正当性を主張し合ったり、厳しい意見が出されたりもします。そうした際

に大切なことは、まだ見えていない現実がないか、現状を把握し、事実に基づいてとことん思考することです。自

分一人では見えていない現実があるということを素直に受け入れて、見えていない現実を多様な人々と見ようとす

る努力が必要なのです。発想の転換、視点の逆転等、試行錯誤を繰り返しながら、想像力を発揮し、新たな組合わ

せ「新結合」を模索し、課題解決の糸口を掴んでいくことです。 

今、教学マネジメントの確立が求められていますが、大切なことは教育組織としての成果を出すことです。「教

育成果」とは何かを具体的に明示し、成果を出すために必要な資源を組織化することが、中期計画の成否を分ける

と考えています。本学が実際に何を実行し、どのような成果を得たのか、しっかりと公表していきたいと思います。 

現在、新型コロナウイルス感染拡大防止にあたり、学事暦の変更等を余儀なくされる等、学生・生徒・園児等の

活動に多大なる影響が出ています。全学生・生徒・園児の不安を最大限取り除くために、教職員一丸となって取組

んでいくことを使命とし、そのために必要なことは徹底的にやり抜きます。限られた誰かではなく、全員発揮型の

リーダーシップで、長期戦になるこの難局に立ち向かっていきます。 

トップメッセージ 

学校法人 共立女子学園 

理事長 御手洗 康 
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１．法人の概要 

（１）基本情報 
①法人の名称 

      学校法人共立女子学園 
 

②主たる事務所の住所、電話番号、FAX番号、ホームページアドレス 
      住所     ： 東京都千代田区一ツ橋2－2－1 
      電話番号   ： 03-3237-2838 
      FAX番号    ： 03-3237-2767 
      ホームページ ： http://www.kyoritsu-wu.ac.jp/ 
 

（２）建学の精神 

女性の自立と自活 

 

   本学は「共立女子職業学校」として、明治19年（1886年）に34名の発起人により共同設立されました。 

   明治19年（1886年）は封建体制から脱してまだ20年たらず、立憲国家の体制も整っていなかった時代で

す。当時の女性は、父、兄、夫に生活を依存し、彼らに不幸があれば、たちまち貧苦にあえぐという境遇でし

た。そういった境遇を改善し、女性の自立をはかるためには、女性に適した職業教育が必要であると痛感した先

覚者34名によって、共立女子職業学校は設置されました。 

   共立女子職業学校の設立趣意書には、「女子の職業学校を設け、専ら女子に適する諸( )々の職業を授ける」と

いう設置の理念が記されています。「設置願」及びその趣旨に基づいて作られた「共立女子職業学校規則摘要」

によれば、「女子に適応する諸職業を授け広く世の婦女子に実業を得しめんとする」という設置の目的が記され

ています。 

   当時の女子教育はまだ低調でしたが、そうした時代に女子職業学校を創設した意義は極めて大きいものと言え

ます。また、女子職業学校という名称自体、使われた例がなく極めて斬新なものでした。女性が自立自活してい

くために必要な教養の意義を理解し、職業教育を実践していくことを目指した本学は、女子教育の歴史におい

て、実学教育のパイオニアであると言えます。本学は革新的な女子教育を実践する理想と気概に満ち溢れてス

タートしました。 

  

http://www.kyoritsu-wu.ac.jp/
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（３）共立女子学園の沿革 
明治１９年 ３月    共立女子職業学校創立 

  昭和 ３年１０月    共立女子専門学校設置 

    １１年 ４月    共立高等女学校開設 

    ２２年 ４月    共立女子中学校開設 

    ２３年 ４月    共立女子高等学校開設 

    ２４年 ４月    共立女子大学家政学部 生活学科・被服学科 および別科家庭生活科 開設 

    ２５年 ４月    共立女子大学短期大学部家政科開設 

    ２６年 ３月    財団法人共立女子学園を学校法人に改組 

    ２６年 ４月    共立女子大学短期大学部に被服別科を設ける 

    ２８年 ４月    共立女子大学文芸学部（文学専攻・芸術学専攻）設置 

     〃   〃    共立女子大学短期大学部に文科第一部、文科第二部を増設 

    ３０年 ４月    大日坂幼稚園開設 

    ３７年 ４月    家政学部被服学科を服飾学科と改称 

    ４１年 ４月    共立女子大学大学院文芸学研究科（英文学専攻・演劇学専攻）修士課程設置 

     〃   〃    家政学部生活学科に食物学専攻、管理栄養士専攻設置 

    ４３年 ４月    家政学部に生活美術学科を増設し、生活学科を食物学科、服飾学科を被服学科と改称 

    ４５年 ４月    共立女子第二高等学校開設 

    ４８年 ４月    共立女子大学短期大学部を共立女子短期大学と改称 

    ５１年 ４月    大学院文芸学研究科に日本文学専攻設置 

    ５５年 ４月    共立女子大学大学院家政学研究科（被服学専攻・食物学専攻）修士課程設置 

    ５９年 ４月    共立女子第二中学校開設 

  平成 元年 ４月    共立女子短期大学家政科を共立女子短期大学生活科学科と改称 

     ２年 ４月    共立女子大学国際文化学部開設 

     ６年 ４月    共立女子大学大学院家政学研究科（人間生活学専攻）博士後期課程設置 

     〃   〃    共立女子大学大学院比較文化研究科（比較文化専攻）修士課程設置 

    １２年 ４月    共立女子大学家政学部食物学科を食物栄養学科と改称 

    １６年 ４月    共立女子短期大学に看護学科を増設 

    １８年 ３月    共立女子短期大学別科を廃止 

     〃   ４月    共立女子中学高等学校 中高一貫教育体制により高等学校は生徒募集を停止 

    １９年 ４月    家政学部に建築・デザイン学科および児童学科を設置し、生活美術学科は学生募集を停止 

     〃   〃    文芸学部文芸学科を設置し、文芸学部文学専攻・芸術学専攻は学生募集を停止 

     〃   〃    国際学部国際学科を設置し、国際文化学部国際文化学科は学生募集を停止 

     〃   〃    文科第一部を文科に改称、専攻分離を廃止 

     〃   〃    共立女子短期大学文科第二部の学生募集を停止 

    ２０年 ３月    共立女子短期大学文科第二部廃止 

    ２２年 ４月    大日坂幼稚園を共立大日坂幼稚園と改称 

    ２３年 ４月    共立女子大学大学院家政学研究科(建築・デザイン専攻および児童学専攻)博士前期課程設置 

     〃   〃    共立女子大学大学院国際学研究科（国際学専攻）修士課程を設置し、 

             共立女子大学大学院比較文科研究科（比較文化専攻）は学生募集を停止 

    ２５年 ４月    共立女子大学看護学部設置 

     〃   〃    共立女子短期大学看護学科の学生募集を停止 

    ２６年 ３月    共立女子大学家政学部生活美術学科・文芸学部文学専攻・国際文化学部廃止 

    ２７年 ３月    共立女子大学大学院比較文化研究科廃止 

     〃   〃    共立女子大学文芸学部芸術学専攻廃止 

    ２７年 ４月    共立女子大学大学院文芸学研究科（文芸学専攻）修士課程を設置し、 

共立女子大学大学院文芸学研究科（日本文学専攻・英文学専攻・演劇学専攻） 

は学生募集を停止 

    ２８年 ３月    共立女子短期大学看護学科廃止 

    ２９年 ３月    共立女子大学大学院文芸学研究科（日本文学専攻・英文学専攻・演劇学専攻）廃止 

    ２９年 ４月    共立女子大学大学院看護学研究科（看護学専攻）修士課程を設置 

 令和  ２年 ４月    共立女子大学ビジネス学部設置 
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（４）設置する学校・学部・学科等 
 

共立女子大学大学院 家政学研究科   

 文芸学研究科   

 国際学研究科   

 看護学研究科   

共立女子大学 家政学部 被服学科  

  食物栄養学科 食物学専攻 

   管理栄養士専攻 

  建築・デザイン学科  

  児童学科  

 文芸学部 文芸学科  

 国際学部 国際学科  

 看護学部 看護学科  

 ビジネス学部 ビジネス学科 ※2020年4月新設 

共立女子短期大学 生活科学科   

 文科   

共立女子中学高等学校    

共立女子第二中学校高等学校    

共立大日坂幼稚園    

 

（５）学校・学部・学科等の学生数の状況 
（2019年5月1日現在）   

学校名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

共立女子大学大学院 家政学研究科 博士課程（前期） 32 8 64 20 

博士課程（後期） 3 3 9 11 

文芸学研究科 20 9 40 16 

国際学研究科 15 1 30 3 

看護学研究科 5 1 10 5 

共立女子大学 家政学部 445 402 1,740 1,729 

文芸学部 350 331 1,400 1,491 

国際学部 250 238 1,000 1,100 

看護学部 100 93 400 379 

共立女子短期大学 生活科学科 100 99 200 205 

文科 100 94 200 198 

共立女子中学高等学校 中学 320 332 960 998 

高校 360 317 1,080 941 

共立女子第二中学校高

等学校 

中学 160 66 480 169 

高校 240 180 720 481 

共立大日坂幼稚園  35 38 105 105 

    （注）・開設又は収容定員を増加してから、学年進行中の学部等の場合は、入学定員を表示し、収容定員は当該年度の在学年次分を

計上している。      

          ・共立女子中学高等学校（高校）は、2012年度より中高一貫教育の実施のため入学者320名の受け入れとしている。 
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（６）収容定員充足率 
学校名 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

共立女子大学大学院 0.42 0.41 0.38 0.39 0.36 

共立女子大学 1.11 1.12 1.12 1.07 1.04 

共立女子短期大学 0.90 1.21 1.22 1.18 1.01 

共立女子高等学校 0.89  0.90 0.88 0.89  0.88  

共立女子第二高等学校 0.73  0.75  0.71  0.66  0.68  

共立女子中学校 1.04  1.04 1.05 1.05  1.04  

共立女子第二中学校 0.42  0.38 0.35 0.35  0.35  

共立大日坂幼稚園 1.12 1.18 1.18 1.15 1.09 

（注）・毎年度5月1日現在の在籍学生数、生徒数、園児数で算出している。 

   ・共立女子高等学校は、2012年度より中高一貫教育の実施のため収容定員1,080名のところ960名の受け入れとしている。 

 

（７）役員の概要 
   理事定員数 12～14名  
 

 氏名 就任年月日 常勤／非常勤 主な現職 
1 御手洗 康 2016年4月1日 常勤  (学)共立女子学園学園長・理事長、(公財)修養

団理事長 
2 川久保 清 2018年4月1日 常勤 共立女子大学長・共立女子短期大学長 
3 金澤 大 2019年4月1日 常勤 共立女子中学校長・共立女子高等学校長 
4 鳥海 昭美 2013年4月1日 常勤 (学)共立女子学園常務理事・事務局長 
5 澄川 喜一 2016年4月1日 非常勤 東京藝術大学名誉教授 彫刻家 
6 市村 佑一 2016年4月1日 非常勤 江戸川大学名誉教授 
7 齊藤 昌子 2015年4月1日 非常勤 (一般社)共立女子大学・短期大学櫻友会会長 
8 入江 和生 2008年12月2日 非常勤 共立女子大学名誉教授 
9 棚橋 祐治 1997年10月1日 非常勤 石油資源開発㈱相談役 
10 浦野 光人 2016年12月13日 非常勤 HOYA㈱社外取締役、㈱日立物流社外取締

役、(公財)産業教育振興中央会会長 
11 萬年 徹 2011年4月1日 非常勤 (社福)三井記念病院名誉院長 
12 高橋 節子 2011年4月1日 非常勤 (学)共立女子学園名誉教授 
13 小目 昭一 2017年4月1日 非常勤 － 

 
監事定員数 2名 
 
1 奥山 章雄 2016年4月1日 非常勤 公認会計士奥山章雄事務所 所長 
2 杉江 和男 2017年4月28日 非常勤 サッポロホールディングス㈱監査役 
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（８）評議員の概要 
定員数 27～31名 

 
 氏名 就任年月日 主な現職 
1 戸田 泰男 2016年4月1日 共立女子大学 家政学部長 
2 深津 謙一郎 2019年4月1日 共立女子大学 文芸学部長 
3 佐藤 雄一 2016年4月1日 共立女子大学 国際学部長 
4 北川 公子 2019年4月1日 共立女子大学 看護学部長 
5 山口 庸子 2018年4月1日 共立女子短期大学 生活科学科長 
6 岩松（菅野）扶美 2016年4月1日 共立女子短期大学 文科長 
7 金澤 大 2019年4月1日 共立女子中学校長・共立女子高等学校長 
8 晴山 誠也 2016年4月1日 共立女子第二中学校長・共立女子第二高等学校長 
9 鳥海 昭美 2013年4月1日 (学)共立女子学園常務理事・事務局長 
10 脇田 静子 2001年4月1日 － 
11 鈴木 禎子 2012年4月1日 － 
12 平尾 和子 2019年4月1日 愛国学園短期大学学長 家政科教授 
13 篠原 良子 2019年4月1日 ㈱ケージェイ企画 
14 齊藤 昌子 2015年4月1日 (一般社)共立女子大学・短期大学櫻友会会長 
15 棚橋 祐治 1997年10月1日 石油資源開発㈱相談役 
16 萬年 徹 2004年4月1日 (社福)三井記念病院名誉院長 
17 浦野 光人 2016年12月13日 HOYA㈱社外取締役、㈱日立物流社外取締役、(公財)産業教

育振興中央会会長 
18 高橋 節子 2005年4月1日 (学)共立女子学園名誉教授 
19 小目 昭一 2017年4月1日 － 
20 御手洗 康 2016年4月1日 (学)共立女子学園学園長・理事長、(公財)修養団理事長 
21 川久保 清 2018年4月1日 共立女子大学長・共立女子短期大学長 
22 澄川 喜一 2016年4月1日 東京藝術大学名誉教授 彫刻家 
23 市村 佑一 2016年4月1日 江戸川大学名誉教授 
24 結城（桂）由美 2007年4月1日 ㈱桂由美ブライダルハウス代表取締役社長、㈱桂由美ウェ

ディングシステム代表取締役社長、アジアブライダル協会連

合会会長、NPO法人全日本ブライダル協会会長 
25 入江 和生 2008年12月2日 共立女子大学名誉教授 
26 岡部 隆志 2018年4月1日 共立女子短期大学 図書館長 
27 上野 純子 2017年4月1日 共立大日坂幼稚園 園長 
28 村上 隆 2019年4月1日 共立女子大学副学長・共立女子短期大学副学長 
29 村上 昌弘 2019年4月1日 共立女子大学副学長・共立女子短期大学副学長 

 
（９）教職員の概要 
  本務人数 兼務人数 合計人数 平均年齢（本務） 平均年齢（兼務） 平均年齢（合計） 

共立女子大学 208 378 585 44.6 54.0 48.4 
共立女子短期大学 26 44 70 45.8 54.6 51.3 
共立女子中学高等学校 104 51 155 43.1 45.0 43.7 
共立女子第二中学校高等学校 43 25 68 45.8 45.8 45.8 
共立大日坂幼稚園 8 2 10 41.6 50.5 43.4 
職員 94 24 118 44.8 38.5 43.5 
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２．事業の概要 
（１）主な教育・研究の概要 
  ・本学では、建学の精神「女性の自立と自活」、校訓「誠実・勤勉・友愛」を達成するために、学園ビジョンを策定

し、学園ビジョンを踏まえて、共立女子大学・短期大学、共立女子中学高等学校、共立女子第二中学校高等学校、

共立大日坂幼稚園の各設置校に、設置校ごとのビジョンを策定している。 
  ・共立女子大学・短期大学では、ビジョンを達成するために、「卒業の認定に関する方針：DP」「教育課程の編成及

び実施に関する方針：CP」「入学者の受け例に関する方針：AP」を定めており、また、共立女子中学高等学校、

共立女子第二中学校高等学校、共立大日坂幼稚園では、それぞれ教育方針を定めて、教育・研究活動の充実・向

上を図っている。 

校 訓 

誠実、勤勉、友愛 
学園の創設者の一人である鳩山春子は、女子教育における必要な徳目のうち、「誠実」、「勤勉」の重要性を掲げ、 

これを校訓とし、教育の指針にした。第二次世界大戦後、鳩山薫がさらに「友愛」を加え、 

このことにより、「誠実・勤勉・友愛」の三つが校訓となり、学園全体を貫く教育の支柱となった。 

 

共立女子学園ビジョン 
①社会に広く貢献できる自立した人材を育成するための教育を、各設置校において適切に行う 

②社会に広く貢献できる自立した人材を育成するために、学生・生徒等の支援を適切に行う 

③教育の永続維持のために、財政基盤を確保し、収支の均衡を達成する 

④ステークホルダーとのコミュニケーションの充実を図る 

 

共立女子大学・短期大学ビジョン 
①自律と努力       自己を確立し、生涯努力し続ける 

②創造とキャリア     新たな価値を創造し、社会を生き抜く 

③協働とリーダーシップ  他者と協働し、リーダーシップを発揮する 

 

共立女子中学高等学校ビジョン 

時代を超えて“輝き、翔ばたく女性”を育成する 

どのような場所・場面においても「周囲と協調しながら個性を発揮」しつつ、 

「自立を志向し、社会に貢献」できる女性の育成を目指す 

 

共立女子第二中学校高等学校ビジョン 

“咲き誇る未来”を目指して、社会に広く貢献できる自立した女性を育成する。 

自然豊かな環境のもと、体験重視の教育で「知る」よろこびと「創る」楽しさを体感し、 

将来の活躍を見据え、社会に広く貢献できる自立した女性の育成を目指す 

   

共立大日坂幼稚園ビジョン 
子ども達一人ひとりの生きていく力を育む。 

伸びる力・育つ力・求める心を大切に、明るく健やかで楽しい保育を実現する 

集団生活の中で互いの心にふれあい、自分を確かめ協力のよろこびを培う 
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（２）中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 
①進捗度の評価に関する基本的な考え方 
 ・第二期中期計画で掲げたマスタープランの評価指標は、2022年度までに到達する事を目指しており、2019年度

事業報告で評価している「進捗度」は、第二期中期計画で掲げた評価指標に対する、2019年度時点での進捗状

況(評価指標の達成度合い)を表す。そのため、2019年度事業計画に対する達成度ではない。 

・評価の基準は、「Ａ」：100％～80％（十分に進捗している）、「Ｂ」：79％～40％（適切に進捗している）、「Ｃ」：

39%以下（より検討を進め、進捗させる必要がある）とする。 

・2019年度の事業報告時点では、5年計画の2年目が終了したということを踏まえて、40％の進捗度の場合は、

「適切に進捗している」と捉える。よって、50％以上は5年計画の2年目を越える進捗であり、80％以上は5
年計画の2年目の基準を十分に上回る進捗であるため、Ａ評価とする。この他、定量的な評価指標の場合は、そ

の達成割合で示しているものもある。 

 
②2019年度事業報告ダイジェスト 
②－１．第二期中期計画の進捗状況自己点検・評価（2022年度完了予定の計画の2019年度時点の進捗状況） 

  【進捗度の見方】A：100％～80％（十分に進捗している） B：79％～40％（適切に進捗している）  
C：39%以下（より検討を進め、進捗させる必要がある） 

 
 

マスタープラン 評価指標 進捗度 評価指標 進捗度 

Ⅰ 

共 

立 

女 

子 

大 

学 

短 

期 

大 

学 

Ⅰ－１． 

学生確保 

①入学定員の確保 Ａ ②一般入試の志願者数 Ｂ 
③新入試制度の実施 Ｂ ④アドミッション・オフィサー Ｂ 
⑤アドミッション・オフィス Ｃ ⑥併設校からの入学率 Ｂ 
⑦大学院の入学定員確保 Ｃ   

Ⅰ－２． 

教育の質 

(1)-①ビジネス学部（仮称）新設 Ａ (2)-①学修成果の検証サイクル Ｃ 
(2)-②英語によるコミュニケーション能力 Ｃ (2)-③文芸学部のコース見直し Ｂ 
(2)-④国際学部の適切性（コース・GSE） Ｂ (2)-⑤看護学部の保健師導入 Ａ 
(2)-⑥教養教育の再編 Ｂ (2)-⑦コマ数の削減 Ｂ 
(2)-⑧課題解決型のアクティブ・ラーニング Ｂ (3)-①学修成果の質保証の仕組み Ｃ 
(3)-②ルーブリックの導入 Ｂ (3)-③FD活動の活性化 Ｂ 

Ⅰ－３． 

学生生活 

①コミュニティ形成 Ｂ ②給付型奨学金の拡充 Ｂ 
③学生の心身健康の維持 Ｂ ④学生食堂・売店の満足度 Ｂ 
⑤教育（留学）プログラムの充実 Ｃ ⑥留学生との交流 Ｃ 
⑦正課外教育の満足度 Ａ ⑧クラブ・サークル支援の満足度 Ａ 

Ⅰ－４． 

学修支援・ 

授業支援 

①授業時間外の学修時間 Ｂ ②授業支援体制 Ｃ 

③授業外学修支援の充実 Ｂ 
④ラーニング・コモンズの利用者数・満足

度、図書館の満足度 
Ａ 

Ⅰ－５． 

就業力 

①キャリア教育支援プログラム Ｃ ②就職・進路満足度 Ａ 
③就職率 Ａ ④就職に対する不安の軽減 Ｂ 
⑤社会人基礎力の自己評価 Ｂ   

Ⅰ－６． 

地域連携 

①地域連携の在り方の明確化 Ｂ ②プラットフォームの形成 Ｂ 
③発達相談・支援センターの充実 Ｂ ④共立女子学園内託児所の充実 Ｃ 

Ⅰ－７． 

教学 

マネジメント 

①大学教育の改革サイクル Ｃ ②専任教員比率の向上 Ｃ 
③教員採用 Ｂ ④IR活動の実践 Ｂ 
⑤教職員全学一致体制の構築 Ｂ   

Ⅱ 

共 

Ⅱ－１． 

生徒確保 

①入学定員の確保 Ａ ②受験者数の増加 Ａ 
③戦略的な広報計画 Ａ   

2019年度の結果 A：31 コ(27%)、B：59 コ(51%)、C：25 コ(22%) 計115 コ【A＋B＝90 コ(78%)】 
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立 

女 

子 

中 

学 

高 

等 

学 

校 

Ⅱ－２． 

教育の質 

①英語力の向上 Ｂ ②国際交流プログラムの充実 Ａ 
③英語力上位層の向上策 Ｂ ④新学習指導要領 Ｂ 
⑤主体的・対話的な深い学び Ｂ ⑥ICT教育の充実 Ｂ 

Ⅱ－３． 

教育力 

①教員の育成システム Ｂ ②学力を伸ばす指導（生徒アンケート） Ａ 
③学力を伸ばす指導(保護者アンケート) Ｂ ④校訓（生徒アンケート） Ａ 

Ⅱ－４． 

進路 

①国公立大学への進学率 Ａ ②難関私立大学への進学率 Ｃ 
③共立女子大学・短期大学への進学支援 Ｂ ④新入試制度対策 Ａ 
⑤進学相談・指導(生徒アンケート） Ａ ⑥進学相談・指導(保護者アンケート） Ａ 

Ⅱ－５． 

管理運営 
①教職員全学一致体制の構築 Ｂ ②併設校間の人事交流 Ｂ 

Ⅲ

共

立

女

子

第

二

中

学

校

高

等

学

校 

Ⅲ－１． 

生徒確保 

①入学者数の増加 Ｃ ②受験者数の増加 Ｃ 
③転編入の増加 Ｂ ④多様な入試制度の活用 Ｃ 
⑤戦略的な広報計画 Ｃ   

Ⅲ－２． 

教育の質 

①英語教育改革 Ｂ ②実用英語技能検定の取得 Ｂ 
③外部模試の数値目標達成 Ｂ   

Ⅲ－３． 

教育力 

①教員の育成システム Ｂ ②学力を伸ばす指導（生徒アンケート） Ｃ 
③学力を伸ばす指導(保護者アンケート） Ｃ ④満足度（保護者アンケート） Ａ 

Ⅲ－４． 

進路 

①特別進学コースの進学状況 Ｃ ②総合進学コースの進学状況 Ｂ 
③共立女子大学・短期大学への進学支援 Ｂ ④新入試制度対策 Ｃ 
⑤進学相談・指導(生徒アンケート） Ｃ ⑥進学相談・指導(保護者アンケート） Ｂ 

Ⅲ－５． 

管理運営 

①教職員全学一致体制の構築 Ｂ ②カリキュラム改革と人件費抑制 Ｂ 
③併設校間の人事交流 Ｂ   

Ⅳ 

共 

立 

大 

日 

坂 

幼 

稚 

園 

Ⅳ－１． 

園児確保 

①入学定員の確保 Ａ ②転編入の受け入れ Ａ 
③効果的な広報計画 Ａ   

Ⅳ－２． 

教育の質 

①新幼稚園教育要領対応 Ａ ②幼稚園教育の基本の推進 Ａ 
③地域・社会との連携 Ａ   

Ⅳ－３． 

教育力 
①園内研修システムや教員研修の充実 Ａ 

 
 

Ⅳ－４． 

保護者との連

携・協力 

①保護者からの高い支持の獲得 Ａ ②面談を通しての子育て支援 Ａ 

Ⅳ－５． 

管理運営 
①教職員全学一致体制の構築 Ａ 

 
 

Ⅴ 

共

立 

女

子 

学

園 

Ⅴ－１． 

財政 

①マスタープランの資源 Ｂ ②収支均衡予算の策定 Ｂ 
③基本金組入前当年度収支差額 Ａ ④共立女子第二中学校高等学校の財政 Ｃ 

Ⅴ－２． 

人事 

①新しい人事・給与制度の導入 Ｂ ②職員採用計画の策定 Ｂ 
③FD・SD研修会等の実施 Ａ ④事務局組織の最適化 Ｂ 
⑤基本教員数の策定 Ｂ ⑥助手の適性人数の確定 Ｃ 
⑦併設校間の人事交流 Ｂ   

Ⅴ－３． 

施設設備 

①グランドデザインの策定 Ｂ ②設備更新計画の策定 Ｂ 
③八王子キャンパスの施設設備利用計画 Ｂ ④八王子キャンパスの土地売却 Ｃ 
⑤研修センターの利用計画 Ｂ   

Ⅴ－４． 

櫻友会・後援

会・地域等と

の連携 

①組織・運営の充実 Ｂ ②卒業生満足度の向上 Ｂ 
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Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－１．学生確保 
①共立女子大学・短期大学について、入学定員を確保する。 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－２．教育の質 
①2020年4月にビジネス学部（仮称）を新設する。 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－２．教育の質 
⑥学生の精神的自立・職業的自立・社会的自立の基盤となる能力を養成するために、2020年度に新しい教養教育の

教育課程を編成する。 

②－２．2019年度事業報告トピックス 
 

 

 

 

【6年連続志願者数増加】 
2020年度入試の志願者数は8,433人となり、6

年連続志願者数増加（大学・短期大学の全ての

入試に対する延べ志願者数）という結果となり

ました。 

2020年度入試は、教養教育の再編やビジネス学

部が新設されることに伴う入学定員 150名増加

といった改革が、志願者増加の大きな要因と考

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

【ビジネス学部の新設】 
2019年9月6日付でビジネス学部の設置認可を受けました。 

2020年度入試の志願者数は1,292名、新入生は168人が入学することとなり、

専任教員19人が着任します。 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、入学式の中止や授業開始日の繰下

げなどの対応をしましたが、第一期生となる新入生の受け入れについて滞りな

く万全の準備を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

【新たな教養教育課程の導入】 
Major in Anything. Minor in Leadership. 

―全学副専攻制度の導入― 
 

2020年4月から新しい教養教育課程となります。 

一人の女性・一人の人間として日々の生活を豊かに充実して過ごし、主体的に社会に参加して責任ある役割を果たすた

めに必要な、基本的な知識や技能、幅広く深い教養、総合的な判断力、そして豊かな人間性を有する女性を育成するこ

とを目的に、教養教育課程は大学・短期大学共通に「自律と努力コア」「創造とキャリアコア」「協働とリーダーシップ

コア」で編成します。これら3つのコアが体系的かつ階梯制のあるカリキュラムとなっており、それぞれコアの科目を

履修し、各学部・科が定めた教養教育としての卒業要件を満たし、教養教育の人材養成目的を達成した場合、全学共通

の副専攻「リーダーシップ」を修めたことを証し「修了証明書」を授与する。 

8,4338,297
7,881

7,319

6,135
5,886

4,914

2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度

延べ志願者数
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Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－３．教育の質 
①学生が孤立して学生生活を送ることのないよう、コミュニティ形成に関わる支援を行い、自身のことを気軽に相談

できる関係の人がいる学生の割合を98％以上に向上させることを目指す。 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－４．学修支援・授業支援 
②アクティブ・ラーニングの普及を中心とした、教育効果を高める授業支援の在り方を検討し、適切な支援体制を整

備する。 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－５．就業力 
⑤卒業時における社会人基礎力の自己評価で、全項目の平均を3.30以上にすることを目指す。 

 

 

 

 

 

【全員面談制度の整備】 
担任（アカデミックアドバイザー）制度について、更なる

充実した学修支援制度とするために見直しを図りました。

担任（アカデミックアドバイザー）制度のコアとなる「全

員面談」制度をkyonetの学修ポートフォリオ機能を活用し

て組織的に運用することを決定しました。 

全員面談の結果は学修ポートフォリオに蓄積しますが、学修ポートフォリオには面談結果の他、成績、出席状況、キャ

リアに関すること、社会人基礎力の自己評価、PROGの結果など様々な情報が入っています。教職員それぞれが学修

ポートフォリオに蓄積された情報を確認することができるため、組織的な学修支援が可能になります。 

 

 

 

 

 

 

【全学教育推進センターの設置】 
2019年度に「全学教育推進センター」を設置しまし

た。全学教育推進センターの目的は「本学における教

育及び学修支援に係る質的向上を推進し、教育の質を

保証するために必要な事業を推進すること」です。 

また、2020年度より全学教育推進センター所属教員の

新規採用も決まりました。 

2019年度からは「次世代kyonet」が稼働しています。

次世代kyonetはLMS（Learning Management System）

機能がより充実されました。従来よりもICTを活用し

た双方向型の授業やオンライン授業が推進可能です。 

 

 

 

 

【社会人基礎力の上昇】 
本学では社会人基礎力の 12の能力要素について4段階（4＝十分に身に付いている、3＝まあまあ身に付いている、2＝

あまり身に付いていない、1＝全く身に付いていない）で自己評価する学修行動調査を行っています。2019年度卒業生

の自己評価の平均は3.25であり、昨年度の3.16よりアップしました。 

評価指標の目標値となっている 3.30以上を目指して今後も取り組んでいきます。 

＜2018年度＞                  ＜2019年度＞ 

  3.16   3.25 
 

（kyonetのロゴ） 

（全学教育推進センターホームページ） 
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Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－６．地域連携 
①本学の特徴や強みを踏まえた地域連携活動を推進するため、地域における本学の役割や地域連携の在り方を明確

化する。 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 
Ⅰ－７．教学マネジメント 
⑤学園の経営課題や共立女子大学・短期大学の課題について教職員一人ひとりが迅速かつ正確に共有し、魅力ある

学校づくりに教職員一体となって取組む。 

 

 

 

 

 

【企業連携の推進】 
（株）八社会、本学は、商品開発、学術推進、人材交流及び育成等を目的に、連携協力協定を 2019年5月1日に締結

しました。本協定に基づき、家政学部食物栄養学科の学生がお弁当商品を開発し、2019年9月より販売を開始しまし

た。 

各店舗で本学のPOP展開を行い、12月には販売累計10万食を達成しま

した。 

3商品目となる「揚げないカツのオムカツ丼」は惣菜・べんとうグラン

プリ2020にて商品総数1,312品の中より「健康・ヘルシー部門」で優

秀賞を受賞。同商品は、受賞を記念し首都圏私鉄系スーパー約 330店舗

での再販が決定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【BIツールの導入】 
BIツールであるQlikSenseを導入しました。 

導入により、意思決定支援のための情報提供が、 

より迅速かつ美しく行うことができるようになり、 

戦略的な企画立案、機動的な意思決定がエビデン

スベーストでできる環境が構築されました。 

QlikSenseには、入試、教務、学生生活、就職進

路、施設設備、教職員等の様々なデータを蓄積し

ています。 

今後、教学マネジメントをより発展させて、迅速 

かつ断続的な教学改革を実行していくために 

QlikSenseを活用しながら徹底的な議論および実行をしていきます。 

（QlikSense画面サンプル） 

（POP） 

（再販に伴うチラシ） 
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Ⅱ．共立女子中学高等学校 
Ⅱ－１．生徒確保 
②実受験者数で1,000人、受験者総数で1,500人以上を目標にする。 

Ⅱ．共立女子中学高等学校 
Ⅱ－２．教育の質  
⑥ICT教育の充実策を検討し、実施する。 

Ⅱ．共立女子中学高等学校 
Ⅱ－３．教育力 
②学校評価に関わる生徒アンケートの「学力を伸ばすよう熱心に指導している」の設問について、「おおむねあては

まる」以上を90％以上にすることを目指す。 

 

 

 

 

【10年間で最大の受験者数】 
受験者総数は1,792名と過去10年間で最大と

なりました。 

実質倍率は、帰国生入試は1.3倍、インタラク

ティブ入試3.5倍、一般入試は2/1 3.3倍、

2/2 3.6倍、合科型入試は8.1倍となりまし

た。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【iPadを活用した授業展開】 
2019年度の高校1年生、高校2年生、中学1年生の生徒全員に対し

てiPadを配付しました。 

iPadを活用した教材の提示や回収、調査、分析、発表資料の作成な

ど授業での活用に加えて、委員会や部活にその利用を広げていま

す。 

また、全学年の全生徒に対して Classiを導入しました。保護者への

紙ベースのご連絡や出欠席の確認、各種アンケートなども Classiに

置き換えることで効果的・効率的な情報共有に繋がっています。 

 

 

 

  

 

 

 

【教員の熱心な指導】 
学校評価の生徒アンケートを実施した結果、以下の通りの結果とな

りました。 

設問「学校の先生は、授業などを通じて学力を伸ばすよう熱心に 

指導している」 

回答「おおむねあてはまる」以上 90.4％ 

 

 

（iPadを活用した授業の様子） 

（デジタル教材を活用した授業の様子） 

1,352 
1,472 

1,380 1,333 

1,000 
1,104 

1,035 

1,279 

1,625 

1,792 

2011年度2012年度2013年度2014年度2015年度2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度

延べ受験者数
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Ⅲ．共立女子第二中学校高等学校 
Ⅲ－３．教育力 
④学校評価に関わる保護者アンケートによる 
「わが子をこの学校に入学させてよかった」の設問について、「そう思う」以上を90％以上にすることを目指す。 

Ⅲ．共立女子第二中学校高等学校 
Ⅲ－１．生徒確保 
④スポーツ・芸術活動等に優れている、また卒業生子女であることに配慮した入試制度を積極的に活用する。 

Ⅲ．共立女子第二中学校高等学校 
Ⅲ－２．教育の質 
①グローバル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向上は極めて重要であることから、英語教育改革を実行

する。具体的には、徹底した英語教育を展開するシラバスに抜本的に変更する。 

 

 

 

 

【給付奨学生の入学（ゴルフ部）】 
ゴルフ部の給付奨学生が新たに中学1人、高校1人が入学し合計4人在籍します。中学は関東中学校ゴルフ選手権団体

の部準優勝、全国中学校ゴルフ選手権団体の部第5位。個人戦では、日本ジュニアゴルフ選手権中学女子の部第10

位、関東中学校ゴルフ選手権春季大会第4位。高校は、日本女子アマチュアゴルフ選手権に2名が出場、全国高等学校

ゴルフ選手権個人の部にも1名が出場、団体戦では全国高等学校ゴルフ選手権団体の部に出場しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【英語コース構想】 
高校に英語コ―スを新設することを目指した検討をしています。 

「女性の自立と自活」という建学の精神のもと、英語4技能を向上させな

がら、グローバルマインドを持ち、多様な価値観を持つ人々と協働し、共

に生きることのできる力強さとしなやかさを備えた、国内外で活躍できる

女性を育成することを目指しています。Berlitzと連携した授業の実施や

ターム留学の必須化などの特徴的な取り組みを取り入れる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【保護者満足度 93％】 
学校評価アンケートを実施した結果、以下の通りの結果となりました。 

設問「わが子をこの学校に入学させてよかった」 

回答「そう思う」以上 93％ 

 

 

 

（全国中学校ゴルフ選手権） （全国高等学校ゴルフ選手権） 

（英語の授業の様子） 

（文化祭の様子） 
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Ⅳ．共立大日坂幼稚園 
Ⅳ－２．教育の質 
①新幼稚園教育要領を踏まえ、「遊び」を通しての指導や就学前教育を取り入れた教育を徹底する。 

Ⅳ．共立大日坂幼稚園 
Ⅳ－２．教育の質 
②園児の活動・行事・生活それぞれについて幼稚園教育要領の中の「幼稚園教育の基本」が推進されているのかを

検証する。 

Ⅳ．共立大日坂幼稚園 
Ⅳ－４．保護者との連携・協力 
①保護者懇談会や保護者アンケートを実施し、改善点や検討課題を保護者会で共有することを通じて、保護者から

の高い支持の獲得を目指す。 
 

 

 

 

 

【幼稚園教育要領を踏まえた教育】 
学校評価アンケートを実施した結果、以下の通りの結果とな

りました。 

設問「教育方針や目標がしっかりしている」 

回答「そう思う」以上 98%            

設問「教育方針にそって保育実践がなされている」 

回答「そう思う」以上 94% 

 

 

 

 

 

【幼稚園教育の基本を推進】 
学校評価アンケートを実施した結果、以下の通りの結果となりまし

た。 

設問「教師は、遊びを大切にし、発展させ、豊かな学びを促してい

る」 

回答「そう思う」以上 98% 

 

 

 

 

 

 

【保護者満足度 100％】 

幼稚園で行う教育全般についての満足度調査を実施した結果、以下の通

りの結果となりました。 

設問「幼稚園の生活に満足している」 

回答「おおむね満足している」以上 100% 

  

（園内研修の様子） 

（遊びの中で試行錯誤する様子） 

（未就園児の活動の様子） 
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Ⅴ．共立女子学園 
Ⅴ－１．財政 
③学園の永続維持を果たすために、基本金組入前当年度収支差額を収入超過にする。 

Ⅴ．共立女子学園 
Ⅴ－２．人事 
①教職員が意欲と能力を十分発揮できるよう、財政状況を踏まえた新しい人事・給与制度を導入する。 

Ⅴ．共立女子学園 
Ⅴ－３．施設設備 
①神田一ツ橋キャンパスの施設設備について、長期的視点に立ったグランドデザインを策定する。 

 

 

 

 

【基本金組入前当年度収支差額の収入超過】 
2019年度決算において、基本金組入前当年度収支差額が収入超過となりました。 

学園の永続維持を果たすために、適切に収入を確保し、必要な支出について検証し、収支均衡を目指した予算を策定・

実行したことによります。中期計画に定めているマスタープラン達成に必要な資源を政策的に確保し財政的な支援を行

うなど、メリハリのある財政施策を展開しました。 

 

 

 

  

 

【人事評価制度の試行】 
事務局職員において人事評価制度を試行しました。 

試行にあたっては、人事評価制度に関する説明会及び評価者研修を実施し、制度の共通理解を図りました。また、評価

結果を踏まえて、課題の抽出と改善点を洗い出しています。 

人事評価制度を通して職員の役割も明確にしました。役職・資格に応じた業務内容を明らかにしつつ、連動させる給

与・処遇制度の検討に着手しています。 

 

 

 

 

 

【キャンパスグランドデザインの素案策定】 
神田一ツ橋キャンパスグランドデザイン検討委員会のもとに共立女子大学・短期大学、共立女子中学高等学校の教員を

メンバーとするワーキンググループを編成しました。ワーキンググループでは、中長期的な視点での教育計画と施設設

備の課題について検討し、専門業者の検討・検証結果と合わせて報告書にまとめました。今後このキャンパスグランド

デザインの素案を基にしながら、具体的なグランドデザインを策定していきます。 

キャンパスグランドデザインの基本目標は以下の通りです。 

  

１．     知的基盤社会をリードする人材を養成する教育拠点の形成 
 
２．     教育研究のグローバル化を支援するキャンパスの機能強化 

 
３．     大学キャンパスを核とした地域活性化 

 
４．     先導的な環境対策モデルの発信拠点及び防災拠点となるキャンパスの形成 
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2019年度時点進捗率 100％ 

②－３．2019年度事業報告（詳細） 
 

Ⅰ．共立女子大学・短期大学 

 
Ⅰ－１．学生確保 

   目標 

     アドミッション・ポリシーに則して、戦略的な広報や入試制度改革等を通じて、志願者を増加させる。 

 

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学アドミッション委員会 

全学広報委員会 

入試事務室、総合企画室 

 

【評価指標①】共立女子大学・短期大学について、入学定員を確保する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2020年度入試は、ビジネス学部

(仮称)も含め、入学定員管理をす

る。 

・入試制度ごとの入学定員数管

理を厳守する。 
・2020 年度入試の入学者数は、

1,651人(共立女子大学1,404人、

共立女子短期大学 247人)であっ

た。 

・入学者数について、定員に見

合った上限数に設定し管理した。 

イ  ・偏差値を上げるため、志願者

数・受験者数を増やし、合否の

ボーダーラインを上げる。 

 ・接触者数43,131人（9月末日時

点）。目標達成率103.9%。 

ウ  ・ビジネス学部（仮称）新設広

報を契機に、本学の認知度を上

げ、早期から本学への志願度を

醸成する。 

 ・学びの中身を軸にオープン

キャンパスや発行物を通じて志

望者を増やした。特にリクルート

社の調査による「志願度」につい

ては、2017年度に0.8%、2018年

度に 1.5%であった数値が、2019

年度は2.0%となった。 

エ  ・競合校と比較した本学の優位

性(立地の良さ)をアピールする

広報を展開する。 

 ・立地の良さを訴求する内容を

掲載。ビジネス学部の「東京の真

ん中で、ビジネスを。」のキャッチ

フレーズは、「朝日教育会議2019」

での新聞全面広告でも使用した。 

オ  ・ビジネス学部（仮称）広報に

おいては、首都圏を中心に学部

概要を案内するダイレクトメー

ルを届けるとともに、女子大志

向者だけでなく共学志向の受験

生もターゲットとして、「学

び」と「進路支援」と「立地」

を包括的に訴求するための具体

的な広報を展開する。 

 ・高校生向け情報誌の「新増設企

画」への出稿（2回）、受験生への

ダイレクトメール送付（10回）、

記事広告の出稿（高校教員向け冊

子3回、保護者向け冊子1回、企

業向け冊子 1 回）、特設サイトの

製作等による広報活動を展開し

た。 
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2019年度時点 70％ 

2019年度時点 40％ 

【評価指標②】一般入試の延べ志願者数で、共立女子大学は 7,000人以上、共立女子短期大学は 600人以上を目標にす

る。 

 
事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・一般入試の延べ志願者数で、共

立女子大学は 7,000 人以上、共

立女子短期大学は 600 人以上を

目標にする。 

・効果の高い広報媒体に集中

し、接触者数41,500人(9月末

日時点)を目指す。 

 

・共立女子大学の一般入試の延べ

志願者数のは6,689人であり、目

標達成率は95.6%であった。共立

女子短期大学の一般入試の延べ

志願者数は578人であり、目標達

成率は96.3%であった。 

・延べ接触者数は44,049人(目標

達成率106.1%)であった。 

イ ・ビジネス学部（仮称）の一般

入試の志願者数は、倍率8倍以

上【志願者数/募集人員】を目

標にする。 

・接触者に来校促進をし、本学

の学生スタッフ・教職員とダイ

レクト接触をすることで、受験

意欲の醸成をする。 

・ビジネス学部の一般入試の志願

者数は、倍率8倍であった【志願

者数1,169人/募集人員97人】。 

各オープンキャンパスの直前に、

来校促進ダイレクトメールおよ

びメールにて来校促進を図った。 

ウ ・偏差値（一般入試2月日程）

を各学部・学科は2.5、短期大

学は1上げることを目標とす

る。 

・オープンキャンパスの高校生来

校者延べ人数を6,700人(9月末

日時点)とする。 

・偏差値は6月に公表される。 ・6 月から 8 月までのオープン

キャンパスの高校生来校者数は、

6,636 人となり目標値の 99%で

あった。 

エ 

 

・オープンキャンパス来校者の

出願率を54.0％とする。 

 

 ・オープンキャンパス来校者

5,781 人中、出願した者は 1,830

人であり出願率は31.66％であっ

た 

オ 

 

・入試制度を見直し、受験生が受

験しやすいものにする。 

 ・看護学部で総合型選抜を導入

し、一般選抜における主体性を図

るために全学部・科で調査書を評

価することとした。 

カ 

 

・ビジネス学部(仮称)と既存の学

部・科の広報を連動させること

で、広報の相乗効果を生み出す。 

 ・リクルート社を通した 2020 年

卒業者からの資料請求数が前年

同時期と比べ176％となった。（競

合他女子大の平均は同128％） 

キ 

 

・ビジネス学部（仮称）の広報を、

高校 3 年生を中心に高校教員や

保護者へ実施する。 

 ・オープンキャンパス参加者数

（受験生）が2019年3月～12月

で累計 578 名となり、「年明けの

一般入試の志願者倍率8倍を確保

するために必要な人数」を達成し

た。 

ク 

 

・2019年10月に予定している学

園全体のホームページリニュー

アルにあわせ、受験生向けサイ

トもより訴求力の高い内容へ更

新する。 

 ・受験生応援サイト「Find!」の内

容をリニューアルし、公開した。 

【評価指標③】2021年度入試からの新基準に沿った新入試制度を実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・AO入試や推薦入試において、

思考力・判断力・表現力を評価

する方法を導入する。 

・受験生、保護者、高校教員が

理解しやすいように、「AO入

試」「推薦入試」「一般入試」

の3つの入試区分を、全学同時

期に実施するように調整する。 

・思考力・判断力・表現力を測る

方法として 2021 年度入試より、

AO 入試ではグループワークやレ

ポート、小論文を、推薦入試では

小論文や口頭試問を導入する。 

・2021年度入試へ向けて、これま

で実施時期が多岐に渡っていた

入試日程を集約し、受験生・保護

者・高校教員等に理解しやすいよ

う整備をした。 

イ ・ビジネス学部(仮称)の一般入

試において、主体性を評価する

方法を導入する。 

・2021年度の新入試が滞りなく

実施できるように準備をする。 

・調査書記載の全体の評定平均値

を2倍し得点化を行った。 

・2021年度入試について、全学ア

ドミッション委員会で選抜方式

を検討し、機関決定を行った。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 40％ 

2019年度時点 10％ 

【評価指標④】アドミッション・オフィサー（専任職員）が、入試・学生募集に参画する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2021年度の新入試に向けて、ア

ドミッション・オフィサーが機能

できる体制を整える。 

・他大学の良い事例を参考にア

ドミッション・オフィサーの業

務について検討する。 

・新入試の検討と合わせて、アド

ミッション・オフィサーの参画に

ついて計画した。 

・2020 年度入試において、アド

ミッション・オフィサーが面接官

として参画し、業務内容の洗い出

しを行った。 

イ  ・アドミッション・ポリシーに

則った学生が入学しているかど

うかを検証する。それに基づき、

入試の選抜方法を改善する。 

 ・アドミッションポリシーと選抜

における評価方法の点検を行っ

た。 

【評価指標⑤】入学者選抜において、多面的・総合的に評価を行う組織（アドミッション・オフィス）の設置を検討す

る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2021 年度入試の実施からアド

ミッション・センター(仮称)が機

能する体制を構築する。 

・2020年4月にアドミッション・

センター(仮称)を新設するため、

入試事務室とアドミッション・セ

ンター(仮称)の関係性、業務の分

担等を決定する。 

・他大学のアドミッション・セン

ターの情報を収集した。 

・業務分担等の整理を行った。 

イ  ・アドミッション・センター(仮
称)における教員と事務職員の協

働方法を検討する。 

 ・アドミッション・センター(仮

称)における教員と事務職員の協

働方法の検討には至ってない。 

【評価指標⑥】併設校との連携を強化し併設校からの入学率の増加を目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2020年度入学率は、共立女子高

等学校19%(61人/322人)、共立女

子第二高等学校 47%(75 人/161

人)を目指す。 

・併設校の中学入試の学校説明

会において、保護者の認知度を

上げる。  

・2020年度入学者数は、共立女子

高等学校 56 人(目標達成率

92％)、共立女子第二高等学校77

人(目標達成率103％)であった。 

・オープンキャンパス、学校説明

会等で大学案内の配布を行った。 

イ  ・併設校の高校3年生対象の説明

会で、他大学と比較した本学の優

位性を説明し、入学率を高める意

識付けをする。 

 ・併設高校対象説明会にて、新設

学部の広報を中心とした本学の

情報発信を行った。 

【評価指標⑦】共立女子大学大学院について、入学定員の確保を目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2020年度入学者数38人を目指

す。 

・資料請求者にダイレクトメール

を送付し、来校促進を図り、本学

教員と接触することで受験促進

を図る。 

・2020年度入試の入学者数は、16

人(目標達成率42％)であった。 

・資料請求者にダイレクトメール

（サンクスメール）を送付し、来

校促進を図った。説明会を実施

し、本学教員と接触する機会を設

けた。 

イ  ・学内広報を強化する。  ・ポスターを制作し、学内に掲示

した。 
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2019年度時点 100％ 

2019年度時点 20％ 

Ⅰ－２．教育の質 
   目標 

    カリキュラム・ポリシーやディプロマ・ポリシーに則して、十分な教育上の成果を上げるための教育内容と方

法を整備・充実させ、学生の付加価値を最大化させる。 

    

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学教学改革推進委員会 

ビジネス学部（仮称）設置準備委員会 

共立女子大学・共立女子短期大学FD委員会 

教務課、図書課、総合企画室 

 

 (1)【教育組織】 

【評価指標①】2020年4月にビジネス学部（仮称）を新設する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019 年度 8 月にビジネス学部

（仮称）の設置認可を確実に受け

る。 

・設置認可申請書類および寄附行

為変更認可申請書類を慰労なく

文部科学省へ提出する。 

・2019年 9月 6日付でビジネス

学部の設置認可を受けた。 

・設置認可申請書類および寄附行

為変更認可申請書類を文部科学

省へ提出し、9月6日付にてビジ

ネス学部の設置認可を受けた。 

イ ・ビジネス学部（仮称）の開設準

備を適切に行い、2020年4月1日

の開設を迎える。 

・設置認可申請に関する教員審査

および実地検査の結果に適切に

対応する。 

・2020年4月開設に向けて、ビジ

ネス学部の開設準備を適切に

行った。 

・設置認可申請に関する教員審査

に適切に対応した。1人の就任辞

退に伴い、12月の履行状況調査で

1人の教員審査を申請し、職位・

担当科目共に適格と判定を受け

た。 

ウ  ・施設・設備・図書について、設

置計画や予算に基づき、準備を進

める。 

 ・施設・設備・図書について、設

置計画及び予算に基づき整備し

た。 

エ  ・オープンキャンパスを含む認知

広報、認可後の学生募集広報、入

学試験を確実に実施し、適切な体

制で開設準備を進める。 

 ・オープンキャンパスを含む認知

広報、認可後の学生募集広報、初

年度の入学試験を確実に実施し

た。 

オ  ・開設後の学部運営に向けた体制

の整備を進める。 

 ・開設後の学部運営を見据えて、

各課室と連携体制を整備し開設

準備を進めた。 

(2)【教育内容】 

【評価指標①】既設学部・科の教育課程の変更を行い、カリキュラム・ポリシーやディプロマ・ポリシーに則して、体

系的・構造的な教育課程を編成する。合わせて、学修成果の検証サイクルを確立する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新しい成績評価基準をもとに、

カリキュラム改正の方向性を明

確にする。 

・成績評価基準をもとにしたカリ

キュラムチェックを行う。 

・カリキュラム改正の方向性を明

確化するために、各学部・科にお

いて、授業科目とディプロマ・ポ

リシーとの対応について、カリ

キュラム・チェックを実施し、

チェック結果の検証を行った。 

・各学部・科において、授業科目

とディプロマ・ポリシーとの対応

を明確化するために、カリキュラ

ム・チェックを実施した。 

イ  ・それによって明確化した課題に

対する改善方策を検討する。 

 ・履修モデルと実在する学生の成

績を基に可視化したグラフにつ

いて、看護学部の例を基に検討を

行った。 

ウ  ・2021 年度以降、必要に応じて

カリキュラム改正を検討する。 

 ・看護学部以外の学部・科のカリ

キュラムチェック結果の検証を

行い、課題が明らかになり次第、

随時カリキュラム改正の検討を

行う。 
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2019年度時点 10％ 

2019年度時点 50％ 

【評価指標②】グローバル社会で必要となる英語によるコミュニケーション能力を高めるために、体系的・構造的な教

育課程を編成する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・本学学生としての最低限の英語

コミュニケーション能力の到達

度を設定する。その到達度達成を

目標に、正課外も含め、具体的な

方策を示す。 

・到達度については、外部試験を

参考とした到達目標の検討を行

う。 

・英語コミュニケーション能力度

の到達度は未設定である。 

・望ましい英語教育のあり方につ

いて、全学共通教育委員会語学分

科会との意見交換を開始すると

ともに、ワーキングチームを編成

し、今後の英語教育のあり方につ

いて検討を開始した。 

イ  ・外部委託の推進を図るととも

に、正課・正課外でどのような取

組が必要なのかを検討する。 

 ・外部委託の領域を拡大できてい

ない。正課・正課外で取り組むべ

き内容も今後の課題となってい

る。 

 

【評価指標③】教育課程の変更にあわせ、2020年度までに文芸学部のコースの見直しを行う。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・ 2020年度からの科目名も含め

た新カリキュラムを決定する。

(2019年6月目途) 

・ 新カリキュラムの科目概要、シ

ラバスの作成を行う。 

・2019年5月、文芸学部の新カリ

キュラム「4領域7専修」を研究

科長・学部長・科長会において決

定した。 

・新カリキュラム開講科目の科目

概要と到達目標を決定し、2020年

度開講科目のシラバスを作成し

た。 

イ ・ 新カリキュラムの下、学修成果

の実質化をめざす。授業設計につ

いて検討する。特に、現行よりも

多くのアクティブ・ラーニングの

導入をめざす。 

・ アクティブ・ラーニングの取り

入れ方について具体的な検討を

行う。 

・新カリキュラムにおける学修成

果の実質化を担保するために、授

業科目とディプロマ・ポリシーと

の対応関係をチェックした。 

・アクティブ・ラーニングについ

ては、2・3年次配当の演習科目を

中心に導入済みではあるが、それ

以外の授業での導入可能性につ

いては、各教員が FD 研修会など

への参加を通じて情報を得、検討

中である。 

ウ ・ 新カリキュラムをもとにした

学生募集活動を行なう。受験生に

その魅力の訴求をめざす。 

・ ルーブリックの導入等、教育成

果の可視化、実質化について具体

的な検討を行う。 

・2020 年度入学者向け学部紹介

動画と学部紹介パンフレットを

作成し、OCなどで受験生に向け上

映・配布した。 

・カリキュラム・チェックを行い、

ディプロマ・ポリシーに見合う学

修成果の可視化、実質化について

具体的に検討したほか、専門科目

においても、一部科目でルーブ

リックの導入を開始した。 

エ  ・ 新旧カリキュラム同時進行に

伴う、学生への配慮を検討する。 

 ・旧カリキュラムで、新カリキュ

ラムに読み替えられない科目を、

学生の学修に支障が出ないよう、

何年度まで開講するかについて

検討し、詳細を決定した。 

オ  ・オフィシャルガイド等の広報媒

体をもとに、オープンキャンパス

や進学相談会等にて、新カリキュ

ラムの魅力を受験生に伝える。 

 ・2019 年度のオープンキャンパ

スで実施した学部説明会および

体験授業で例年を大きく上回る

参加者を得、新カリキュラムのコ

ンセプトを説明した学部パンフ

レットもすべて配付できた。 
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2019年度時点 40％ 

【評価指標④】教育課程の変更にあわせ、国際学部のコースの適切性、GSEプログラムの点検・評価を行い、充実方策

を実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・3年次の終わりまでに、参加者

全員が、引用文献を正しく付ける

ことを含めて、英語で卒業論文を

書く基礎を固める。 

・GSE参加学生の英語運用能力の

継続的な分析のため、TOEICによ

る成績分析を継続する。 

・2019 年度における GSE プログ

ラム3年次生40人のうち、35人

が卒業研究に向けて英語を書く

力を鍛える英語特別演習Vを履修

した。 

・TOEIC L&R試験については、学

年が上がるごとに平均点が30-70

点上がる傾向が認められるが、特

に高学年の受験率が低いため改

善が求められる。得点の個人差が

大きい。 

イ ・GSEプログラム1期生の4年次

生全員が、4年間の集大成として

の英語による卒業研究を書き上

げることができるように指導す

る。 

・TOEIC Writing試験を取り入れ

る。 

・インターンシップで留年した1

人を除いて、GSEプログラム4年

次生全員が英語で書いた卒業研

究を昨年 12 月に提出し単位を取

得することができた。 

・2回のTOEIC Writing試験を計

22 人の参加者が受験し、うち 16

人が「海外出張レベル」とされる

レベル７という好成績を収めた

が、受験率向上が課題である。 

ウ ・学修支援体制の強化などを通じ

て、GSEプログラム参加学生の継

続率の改善を図る。 

・English-speaking TAプログラ

ムの運用の継続と経験を蓄積す

る。 

・1年次から 2年次、2年次から

3年次の双方について前年度と比

べ参加者の継続率が向上した。

GSEプログラム3・4年次生の長期

留学率が3割を超えることは参加

継続率に貢献していると考える。 

・2019年度前期2科目の計7人、

後期 2科目の計 7人の TAが英語

で授業の補佐を行った。当方が希

望する時間と、候補学生の時間割

のミスマッチが、制度拡充の壁と

なっている。 

エ ・学生アンケートによる満足度調

査で 70％以上の学生がおおむね

満足または非常に満足と答える

教育内容を目指す。 

・特別学修アドバイザーを試行す

る。 

・本年度秋のGSEプログラム全般

の満足度調査において回答者の

約7割が「非常に満足」または「ま

あまあ満足」と回答した。 

・新たな学修支援として始動した

GSEプログラム学修カウンセリン

グに 12 人が参加し、平均

GPA3.2(非 GSE 科目を含む）とい

う成績を収めた。後期は希望者が

集まらなかったため、次年度は通

年カウンセリングに改める予定

である。 

オ  ・入学前学修の強化、夏季休暇中

のエンパワーメントプログラム

（留学生 TA を囲んだ英語での啓

発セミナー）の始動、学年別始業

時ガイダンス、TOEICオンライン

学修コースなどを継続する。 

 ・TOEICオンライン公式学習を入

学前教育に追加し、2019年度にお

いては40名の申し込みがあった。

エンパワーメント・プログラム

は、有料となると十分な数の参加

者を得ることが困難と判断し、

2019年度の実施を見送った 
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2019年度時点 100％ 

2019年度時点 70％ 

2019年度時点 50％ 

【評価指標⑤】看護学部について、2019年度に保健師養成課程を導入する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学部 DP に基づく保健師養成像

の達成に向けて、1年次の保健師

課程カリキュラムを運営する。 

・保健師課程のカリキュラムを適

用し、質の高い授業を展開する。 

・2019年4月より、保健師課程1

年次カリキュラムの運営を開始

するとともに、2年次以降のカリ

キュラムに向けた調整を開始し

ている。入学生には、4月のオリ

エンテーションで保健師課程の

選抜要項について説明を行なっ

た。 

・2019 年度入学生へ保健師課程

の専門基礎科目の講義を実施し、

データ検索や統計計算などをア

クティブ・ラーニング型の授業で

展開した。授業評価アンケートで

は、｢知識｣に加え｢技能｣も身につ

いたとして、2/3の学生から｢大い

に有意義～有意義｣との評価を受

けた。2020年度からの科目運営で

は、千代田区や区内諸機関と連携

したアクティブ・ラーニングを導

入することを目的に、｢千代田学｣

に応募し採択された。 

イ ・保健師教育機関のネットワーク

に加盟し、保健師養成に関する最

新の情報収集と実習実施等への

基盤体制を整備する。 

・2019 年度入学の学生並びに保

護者に対し、対象学生の選抜要領

を周知する。 

・2019 年 5 月に全国保健師教育

機関協議会に加盟し、研修会等を

通じて情報収集を行なっている。 

・2019年度入学生の保護者へ、保

健師課程の選抜要領を周知した。

入学生に対しては教務委員会ガ

イダンスにおいて、保健師課程の

選抜要領を周知した。 

ウ  ・2019年度入学生に対して、オリ

エンテーションや授業を通じて

保健師課程履修への意欲を高め

る。 

 ・2019 年度入学生にアンケート

調査を実施した結果、保健師課程

の履修について｢希望する～たぶ

ん希望する｣が40人となり、選択

制の定員 20 人を満たす見込みが

得られた。同アンケートにおい

て、本学への受験並びに進学決定

に対する保健師課程新設の影響

は、｢影響した～多少影響した｣が

1/3以上であることを確認した。 

 

【評価指標⑥】学生の精神的自立・職業的自立・社会的自立の基盤となる能力を養成するために、2020年度に新しい教

養教育の教育課程を編成する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新しい教養教育科目に変更をし

たカリキュラムを記載した学則

を文部科学省に届け出る。 

・2018 年度に確定をした履修条

件を基に、開講クラス数を確定

し、担当教員を検討する。また、

その際に、担当を業務委託の教員

にするかも併せて検討をする。 

・大学および短期大学について、

2020年3月中に届出を行った。 

・2018年度に確定した履修条件、

開講クラス数、担当教員を確定し

た。「ライフプランと自己実現」に

ついては、業務委託を導入した。 

イ ・新しい教養教育の運営方法につ

いて、確定する。 

・アクティブ・ラーニングの支援

体制について、「全学教育推進セ

ンター（仮称）」にて検討を進め

る。 

・全学共通教育委員会を新教養教

育課程に対応した分科会構成と

し、2020年度の開設に向けてガイ

ドラインの作成、授業担当者の決

定など具体的な検討を実施した。 

・発足した全学教育推進センター

において、今後アクティブラーニ

ングの支援体制について検討を

進める。 

【評価指標⑦】教育課程の変更にあたり、授業科目の精選・科目選択の幅の見直しを行う。既設学部・科の専門科目の

コマ数を2017年度比で300コマ削減する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・第二期中期計画期間内に300コ

マ削減するため、2020年度の削減

数を達成する。目標削減コマ数

は、82.9コマである。 

・300コマ減のコマ数で、現学部・

科の授業を展開するために、2019

年度も計画的に見直しを進める。 

・2020 年度開講目標コマ数

2563.8コマに対して、基準（希望）

コマ数は 2566.2 コマとなった。

基準時点の 2017 年度の実績コマ

数と比較すると、161.2コマの削

減となった。（専門教育のみ） 

・研究科長・学部長・科長会にお

いて削減目標を明確化し、それに

基づいてコマ数の見直しを図っ

た。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

【評価指標⑧】KWU ビジョンの達成を目指し、学外組織との連携による課題解決型アクティブ・ラーニング授業を全学

生に提供する。 

(3)【教育方法・学修成果】 

【評価指標①】学生の卒業時の学修成果の質を保証するための仕組みを整備する。特に、学生ポートフォリオの導入と

GPAの活用は必須の検討項目とする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学修技法の修得を支援する仕組

みを整備する。 

・「全学教育推進センター（仮称）」

を稼働させる。 

・LMSなどICTツールを用いた教

材の作成と、それを用いた学修技

法の修得について支援した。 

・共立女子大学・短期大学に、全

学教育推進センターを設置した。 

イ ・授業設計の支援および効果的な

教材の作成支援を充実する。 

・「全学教育推進センター（仮称）」

を中心に到達目標に掲げられた

課題に関する施策を実践する。 

・学修成果の可視化する仕組みと

して、kyonet上に学修ポートフォ

リオを構築した。また、HPに学修

支援依頼フォームを整備した。 

・HP に学修支援依頼フォームを

整備し、33 件の申し込みがあっ

た。 

ウ ・ルーブリックの導入・活用によ

る厳格な成績評価と、それに基づ

く GPA の活用による質を保証す

る。 

・FD 活動の検証と制度の見直し

について、専門家の意見を取り入

れる。 

・ルーブリックを9月20日のFD

研修会のテーマとし、教員の理解

促進を図った。GPAについて、FD

委員会で授業科目間の成績評価

の平準化の検討を行った。 

・全学教育推進センターに教員を

雇用して、FD活動を発展させる体

制を整備した。 

エ ・アクティブ・ラーニングを積極

的に支援する仕組みを整備する。 

・次世代 kyonet の利用に関する

推進活動を行う。 

・LMSやタブレットを利用した、

アクティブ・ラーニング型授業の

支援申込方法を整備した。 

・kyonet 利用説明会および相談

会を3回、LMS事例発表会を1回

実施した。 

オ ・FD活動の充実による、各種制度

の検証と改善の実施、教育のPDCA

サイクルを確立する。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）は、学生ポートフォリオや

GPA等を活用して担当学生への適

切な学修指導を行い、学修成果の

質の保証を図る。 

・FD委員会において、授業評価ア

ンケートのあり方を見直し、教育

方法の改善により資することが

できる設問項目においてアン

ケートを実施した。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）の役割を再定義し、研究科

長・学部長・科長会において承認

を得た。 

 

  

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・全学部・科の学生の履修を目指

す。 

・受講生の声を活かし、授業運営

を充実させる。 

・教養教育科目「総合表現ワーク

ショップ」の 2019 年度の履修者

は、看護学部をのぞく学部・科の

学生が履修した。 

・2018 年度の授業実施結果に基

づき、2019年度は前期に主として

理論を、後期に学外組織と連携し

たグループワークを実施した。 

イ ・授業担当教員以外の専任教員の

授業見学をより促進させる。 

・授業担当教員以外の専任教員の

参加（授業参観、事前事後ミー

ティング等）を促す。 

・授業見学会を後期にも開催する

ことで、専任教員の参加の促進を

図った。 

・専任教員の参加にあたっては、

参加教員のコマ数計算について

見直しを検討している。 

ウ ・授業への支援を行う部署の範囲

を広げ、全学的な支援ができるよ

う体制を作っていく 

・授業に必要な物品管理や授業支

援ツール（Googleドライブや授業

の撮影）の提供など、学習支援プ

ロジェクトからの授業支援体制

を強化する。 

・教育及び学修支援に係る質的向

上を推進し、教育の質を保証する

ために必要な事業を推進するこ

とを目的とし、全学教育推進セン

ターを設置した。 

・学修環境支援として、ノート

PC、iPadの貸出を行った。動画の

提供など、授業支援について218

件対応した。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 60％ 

 

【評価指標②】学修成果の可視化や成績評価の標準化の観点から、専任教員の担当科目の 50％以上においてルーブリッ

クを導入することを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019年度に導入する「成績評価

の基準」と「科目概要・到達目標・

単位修得目標」を踏まえて、導入

後に点検・評価を行い、ルーブ

リックを作成する際の指針を策

定する。 

2019年度に稼働予定の「全学教育

推進センター（仮称）」を中心に、

左記の点検・検証やルーブリック

に関する説明会や研修会を開催

して、ルーブリックの必要性につ

いて情報共有できる場を設ける。 

・2019 年度前期の成績評価を基

に、クラスごとの履修者のGPAを

全学FD委員会で共有した。うち、

全学共通教育科目については、分

科会に意見を求め、課題を確認し

た。 

・学外講師を招聘して、「ルーブ

リックの効果的な活用方法につ

いて」の研修会を開催した。 

イ ・ルーブリックが学修成果の可視

化に有効なツールであることを

学内に浸透させて 2020 年度以降

に導入できる体制を構築する。 

・教員用の「ルーブリック作成マ

ニュアル」を作成する。 

・全学 FD 委員会と全学教育推進

センターが連携をして、研修会の

実施や、教員用「ルーブリック作

成マニュアル」を作成するなどの

体制を整えた。 

・「ルーブリック作成マニュアル」

を作成し、シラバス執筆時に次年

度担当者に公開した。 

【評価指標③】教員相互の授業参観の実施、授業方法についての研究会の開催等により、FD活動の活性化を図る。また、

全教員のFD活動の参加を目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・全専任教員が主体的に FD 活動

に参加するようにする。  

・授業見学会への参加率をさらに

上げるための方策とフィード

バック方法を検討する。 

・授業見学会の機会を後期にも設

け、教員が積極的に参加できる機

会を拡充し、参加率が73%であっ

た。 

・授業見学会の機会を後期にも設

けた。また、前期・後期それぞれ

において、専任教員の報告書の提

出を義務付けた。 

イ ・「全学教育推進センター（仮称）」

が機能し、教育活動の活性化が実

現している。 

・教員が参加しやすい研修会を企

画・立案する。 

・FD 委員会で決定した施策につ

いて、全学教育推進センターで次

の作業を実施した。 

 ①授業評価アンケート 

 ②FD研修会 

 ③シラバス管理 

・ルーブリックに関する FD 研修

会を実施した。研修会の様子を動

画におさめ、ルーブリック作成マ

ニュアルに掲載し、ルーブリック

を活用する際の補助として、共有

した。 

ウ  ・新任教員への FD 活動の充実を

図る。 
 ・4 月に新任教員対象の FD 研修

会を開催した。 

エ  ・FD 活動の検証と制度の見直し

を行う。（GPAの活用、シラバス

の充実、CAP制等） 

 ・2020年度から、学科毎の年間履

修上限単位数の変更と、GPAを用

いての年間履修上限単位数の緩

和を導入することを決議した。 

オ  ・FD 委員会の役割について検証

する。    
 ・全学教育推進センターに嘱託教

員を雇用することを決定し、FD活

動を発展させる体制を整備した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 70％ 

2019年度時点 70％ 

Ⅰ－３．学生生活 
   目標 

    充実した学生生活を支援し、学生の資質・能力を向上させる。 

 

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学学生委員会 

共立女子大学・短期大学国際交流委員会 

学生課 

【評価指標①】学生が孤立して学生生活を送ることのないよう、コミュニティ形成に関わる支援を行い、自身のことを

気軽に相談できる関係の人がいる学生の割合を 98％以上に向上させることを目指す。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・1年修了時に自身のことを気軽

に相談できる関係の人がいる学

生の割合を94 ％にする。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）は、担当学生との面談等を

通して適切なコミュニケーショ

ンを取り、相談しやすい環境を整

える。 

・1年修了時に自身のことを気軽

に相談できる関係の人がいる学

生の割合は90 ％であった。（昨年

度88％） 

・関連部署で協力し、kyonetの機

能を活用した担任（アカデミック

アドバイザー）と事務局が連携で

きる学生対応スケジュールを作

成し、相談の環境を整えた。 

イ  ・図書館主催ランチセミナーに学

生課企画を3回出す。 

 ・図書館主催ランチセミナーで学

生課企画を6回開催した。 

ウ  ・kyonet の機能（Q&A)を使った

「学生の声」の収集を開始する。 

 ・「学生の声」の収集を開始し、回

答含め対応を開始した。 

エ  ・学生生活実態調査を見直し学生

生活改善につなげる調査と実施

計画を立案する。 

 ・IR で実施するアンケートで情

報を共有することとした。 

【評価指標②】学生が学修に専念し、継続することができるよう、給付型奨学金の拡充を図る。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・給付型奨学金に関する情報を収

集し、どの様に給付型奨学金を拡

充するか立案する。 

・サポーターズ募金による給付型

奨学金の案を作成し、規程化に向

けて検討を進める。 

・給付型奨学金の案について、次

年度にかけて検討を継続するこ

ととした。 

・本学の給付型奨学金、その他の

給付型奨学金を整理し、正課、正

課外を評価する奨学金、入学時の

給付奨学金の検討を始めた。 

【評価指標③】学生が心身の健康を維持し、学修を継続することができるよう、フィジカルヘルスおよびメンタルヘル

スに関わる相談体制の充実を図る。 

 
 

事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・個人情報をふまえた上で、健康

相談、面談を健全な学生生活につ

なげる。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）は、担当学生との面談等を

通して適切なコミュニケーショ

ンを取り、相談しやすい環境を整

える。 

・健康診断で面談が必要と判断さ

れた学生と、面談を希望した学生

に対し、保健室、校医が面談を行

い、健全な学生生活につなげた。 

健康診断受診率96.6%、有所見者

学校医面談数 内科151人・精神

科65人 計216人。 

・学生の健康状態について、必要

に応じて関連部署、教員と連携す

る仕組みをまとめ、相談できる環

境を整えた。 

イ ・学生に向け、心身の健康のため

の情報を発信する。 

・次世代 kyonet 上で、必要な情

報を教職員で共有できる仕組み

を確立する。 

・学生相談室だよりを 4 回作成

し、情報を発信した。 

・kyonet の機能を活用した情報

入力で関係者が学生状況を共有

する仕組みを確立した。 

ウ ・学生相談のための環境を整え

る。 

・学生向け健康セミナーを定期的

に開催する。 

・配慮願いのフォーマットと対応

基準をまとめた。 

・ランチセミナーで後期に健康関

連セミナーを3回開催した。 

エ ・多様な学生に対する理解と支援

の勉強会を実施する。  

・新体制での学生相談室運営を開

始する。 

 ・2019年度より、カウンセラーを

2人増員し計5人で学生対応を行

い、嘱託職員1人を常勤させる体

制にした。 

オ  ・「教職員のための学生対応ハン

ドブック 2019 年度版」を発行す

る。 

 ・2020年3月に「教職員のための

学生対応ハンドブック 2019 年度

版」を発行した。 

カ  ・コンサルテーションを通して教

職員からの学生支援相談に対応

する。 

 ・月 1 回の校医によるコンサル

テーションを実施し、学生支援に

対応した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 30％ 

【評価指標④】健康な学生生活を送るために欠かせない食の提供を充実し、学生食堂・売店の満足度を80％以上に向上

させることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・卒業年次生アンケートにおける

学生食堂・売店の満足度を78％に

する。 

・他大学の学生食堂補助の状況を

分析し、廉価で提供するための補

助案を作成、提案する。  

・卒業年次生アンケートにおける

学生食堂・売店の満足度は70%で

あった。 

・食堂に対する助成案を作成し、

学内承認を得て、2020年度より助

成を開始することを決めた。 

イ  ・朝食提供案を作成、食堂と相談

し、実施する。 

 ・学生の希望により、売店時間と

商品の充実の検討を進めること

とした。 

ウ  ・学生の満足度、意見を調査し、

学生参加型のメニュー、商品開発

を進める。      

 ・本館食堂は6月にメニュー内容

を刷新し、随時のメニュー改善、

商品提供に結び付けた。11 月に

エームサービスが自社食堂全施

設で実施したアンケートでは全

施設平均（3.67 点/5 点満点）を

上回る本館 4.16点、3号館 4.38

点であった。2号館ロハスカフェ

では、認知度を上げるため、スタ

ンドアッププロジェクトで学生

と一緒に活動をした。 

【評価指標⑤】長期型・短期型、国内型・国外型を問わず、グローバル化に対応した教育（留学）プログラムの支援を

充実し、参加者数を10％以上に増加させることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・長期型・短期型、国内型・国外

型を問わず、グローバル化に対応

した教育（留学）プログラムの支

援を充実し、文芸学部、国際学部

参加者数を学生数の6％以上に増

加させることを目指す。   

・千代田区内近接大学の高等教育

連携強化コンソーシアムの活動

の中で、今後、国際交流に関連す

る活動を実現していく検討をす

る。           

文芸学部、国際学部留学者数は、

長期型・短期型留学 81 人、国内

型留学 7人、計 88人であり、文

芸学部・国際学部学生数の3.4%で

あった。 

・千代田区キャンパスコンソにお

ける国際交流には至らなかった。 

【評価指標⑥】外国人留学生と日本人の在学生が外国語で交流する機会の増加を図る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・外国人留学生と本学学生が外国

語で交流する機会の増加を図る。               

・千代田区内近接大学の高等教育

連携強化コンソーシアム等の関

係性を通じ今後国際交流に関連

する活動を実現していく方向で

検討する。 

・トークルームは、前期フランス

語6回、中国語6回、後期フラン

ス語 8回、中国語 8回で合計 28

回開催した。参加延人数は、前期

26 名、後期 24名の合計 50名で

あり、開催数及び延人数は2018年

度を上回った。なお、StandUpプ

ロジェクト企画による韓国語

トークルームを 5 回(44 人)実施

した。 

・千代田区キャンパスコンソにお

ける国際交流には至らなかった。 

イ ・学生自らが自立して外国人学生

と交流し、進んでサポートができ

るようになることを目標とする。                                                               

・チューター数を15人にする。 ・キャンパスサポートチューター

企画により、留学生と本学学生が

交流する機会が対前年比2回増加

した。 

・チューターの活動内容をわかり

やすく学生に訴求できたことで、

キャンパスサポートチューター

17人が活動した。 
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2019年度時点 80％ 

2019年度時点 80％ 

 

【評価指標⑦】正課外教育の支援の充実により、多様な学びの機会を提供し、正課外教育に対する学生満足度を90％以

上に向上させることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・卒業年次生アンケートにおける

共立アカデミーの学生満足度を

87％にする。 

・2018年度に引き続き、学生参加

型、社会連携型の公開講座を企

画、開催する。 

・卒業年次生アンケートにおける

共立アカデミーの学生満足度は

89%であった。 

・10 月に八王子キャンパスで第

二中学高等学校との高大連携型

の公開講座を開催した。 

イ ・学生受講者数を延べ2,810人に

する。 

・新入生父母向け説明会を利用

し、語学・資格系講座について説

明する。 

・学生受講者は、延べ3,439人で

あった。 

・新入生父母向け説明会を利用

し、語学・資格系講座について説

明した。 

ウ ・資格や検定の合格率を平均で

76.5％以上にする。 

・次世代 kyonet を利用し、講座

情報を発信する。 

・資格・検定の合格率は平均

72.6%であった。 

・学生の他にも、保証人に対し保

証人アカウントで共立アカデ

ミーの情報を発信した。 

 

【評価指標⑧】学生が主体的な活動の中で能力を伸ばすことができるよう、正課外活動への支援を充実し、クラブ・サー

クル支援の満足度を80％以上に向上させることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・卒業年次生アンケートにおける

クラブ・サークル支援満足度を

75％にする。 

・千代田区内近接大学の高等教育

連携強化コンソーシアムにおけ

る他大企画への参加者を増やし、

また、共立女子大学・共立女子短

期大学の企画に他大学生の参加

を促す。 

・卒業年次生アンケートにおける

クラブ・サークル支援満足度は

71%であった。 

・コンソーシアム大学間で情報を

共有ながら、参加者を促し、大学

施設の相互利用も可能にした。 

イ ・学内公認団体に所属している学

生を全学生の30％にする。（2018

年4月25.6％） 

・社会と連携したオリパラ関連イ

ベントを共立講堂で開催する。 

・学内公認団体に所属している学

生を全学生の27.1%であった。 

・千代田区と連携した形でパラリ

ンピック競技の講演と体験プロ

グラムを開催した。 

ウ ・多様な正課外活動の機会を提供

する。 

・地域行事への参加とその活動を

発信する。 

・コンソーシアム大学間のボラン

ティア活動、地域行事などの活動

機会を設けた。 

・キャンパス周辺地域イベント学

生がボランティアとして活動し

た。 

エ ・共立オリンピック・パラリン

ピックボランティア育成プログ

ラムのエントリー者を120人以上

にする。 

・東京都都市ボランティアの協定

を結び、参加者増を図る。 

・共立オリンピック・パラリン

ピックボランティア育成プログ

ラムのエントリー者は 39 人で

あった。 

・東京都都市ボランティアの協定

を結び、都市ボランティアを募っ

た結果、登録者は101人であった。 

オ ・2018年度まで大短GPプログラ

ムとして図書課で立案、実施した

スタンドアッププロジェクトを

引継ぎ、5件立案、実施する。  

・図書課、サポーターからの報告・

検証を踏まえ、スタンドアッププ

ロジェクト案を決定し、6月にス

タートする。  

・スタンドアッププロジェクトを

引継ぎ、5件立案、実施した。 

・5件のスタンドアッププロジェ

クトが活動した。2月27日に5件

のプロジェクトの報告会を開催

した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

Ⅰ－４．学修支援・授業支援 
   目標 

    学修に専念できるよう、十分な学修支援を行うとともに、授業支援を適切に行い、教育効果を高める。 

 

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学教学改革推進委員会 

共立女子大学・共立女子短期大学FD委員会 

図書館運営委員会 

図書課 

【評価指標①】授業外での学修の必要性を高めることにより、卒業時における 1日当たりの授業時間外の学修時間につ

いて、「2～3時間以上」を80％以上、「していない」を0％にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・シラバス作成を支援する体制を

構築する。 

・「全学教育推進センター（仮称）」

が中心となり、到達目標に掲げら

れた課題に関する施策を実践す

る。 

・シラバスの設定作業や作成支

援作業を教務課から全学教育推

進センターに移行し、支援体制を

構築した。 

・シラバスの設定作業や作成支援

を全学教育推進センターで実施

した。 

イ ・授業外の学修を支援する体制を

構築する。 

・次世代 kyonet の利用に関する

推進活動を行う。 

・全学教育推進センターを設置

し、教員を採用し、学修を支援す

る体制を構築した。2019 年度卒

業時アンケートでは 1 日あたり

の授業外学修時間について「2時

間以上」の選択肢を選んだ回答者

があわせて 37％となり、2018年

度の同調査における「2 時間以

上」の20％から向上がみられた。 

・kyonet 利用説明会および相談

会を3回、LMS事例発表会を1回

実施した。 

ウ ・LMSを利用して学修状況を把握

する。 

 ・kyonet クラスプロファイルの

運用を開始したことで、学修状況

の把握が可能になった。 

 

【評価指標②】アクティブ・ラーニングの普及を中心とした、教育効果を高める授業支援の在り方を検討し、適切な支

援体制を整備する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・LMSの効果的な利用方法の研究

を推進する。 

・「全学教育推進センター（仮称）」

が中心となり、到達目標に掲げら

れた課題に関する施策を実践す

る。 

・LMSの利用状況を把握し、2020

年度の分析に利用できるように

準備した。 

・全学教育推進センター担当教員

の要件を検討し、採用活動をし

た。 

イ ・アクティブ・ラーニング型授業

支援体制を構築する。 

・次世代 kyonet の利用に関する

推進活動を行う。 

・全学教育推進センター担当教員

を採用し、今後の授業支援体制を

構築した。 

・kyonet 利用説明会および相談

会を3回、LMS事例発表会を1回

実施した。 

ウ ・教員ニーズを把握する体制を構

築する。 

 ・全学教育推進センターのホー

ムーページを整備することによ

り、教員からの要望を受け付ける

体制を構築した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 100％ 

【評価指標③】授業外学修の支援を充実させ、学生が目指す学修成果を達成できるように支援する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・看護学部について、1年生がタ

ブレットを利活用できる環境を

構築するとともに、授業資料を次

世代 kyonet と連携して学修ツー

ルとして活用できるようにする。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）は、担当学生の授業時間外

の学修指導を適切に行い、学修成

果の質の保証を図る。 

・基礎看護技術動画をLMSで管理

するための検討を進めた。タブ

レット等で利用するためのコン

テンツの整備が完了した。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）の役割を整理し、ガイドラ

インを作成した。 

イ ・ラーニング・コモンズのShared 

iPad を 4 台の検証結果より、40

台の貸出用 iPad の運用を開始す

る。 

・看護学部について、1年次生の

タブレット利活用について支援

するとともに、タブレット端末利

用支援、授業資料の電子化、授業

成果物の電子化について支援す

る。 

・40台の授業貸出用iPadの運用

を開始し134回貸出を行った。 

・LMSなどICTツールを用いた教

材の作成と、それを用いた学修技

法の修得について看護学部授業

を中心に支援した。 

ウ  ・ラーニング・コモンズで貸出し

ているiPadの40台を更新し、利

用法を確立する。 

 ・40台の授業貸出用iPadの予約

ホームページを作成し、運用方法

を確立した。 

 

 

【評価指標④】ラーニング・コモンズの利用者数を年間 50,000 人以上、利用満足度を 90％以上、図書館利用サービス

満足度を90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・ラーニング・コモンズの利用者

数を年間 60,000 人以上、図書館

利用サービス満足度88%以上を達

成する。 

・図書館ガイダンスの依頼数の増

加に対応するため、5階のメディ

アラボにガイダンスルームを設

ける検討をする。 

・2019年度4月 1日から2月29

日までのラーニング・コモンズの

利用者数 88,801 人、図書館

111,549人、卒業時アンケート「図

書館利用サービス」の満足度91%

であった。 

・2号館5階に座席数23席、全席

に PC 常設のセミナールームを設

置した。 

イ  ・「全学教育推進センター（仮称）」

において、事前事後学修の実質化

についてラーニング・コモンズの

利用方法をチェックする。 

 ・「リブコモ満足度調査」利用目的

において「授業に関する学修」が

94.1%だった。 

ウ  ・スマホアプリの新規導入数500

件を目指し、図書館サービスの普

及を目指す。 

 ・1年次の新規導入数が619件と

なり全体ユーザー数が 1272 人と

なった。 

エ  ・図書館ガイダンスの利用状況を

教員に広報し、年間ガイダンス件

数35件以上を目指す。 

 ・ガイダンスを 41 回実施した。

セミナールーム設置により、ガイ

ダンス増加に対応することがで

きた。 

オ  ・電子図書の利用率拡大を目指

す。 

 ・授業内の多読本活用、就職進路

課との連携による就職関連本の

活用によりeBookの利用が前年度

比2.2倍になった。 

カ  ・スマホアプリ「リブコモ！」の

普及により、混雑状況や PC 利用

状況の可視化を目指す。 

 ・アプリの導入率向上により、よ

り正確に混雑状況を可視化する

ことができた。また、館内全PCの

ログイン状況の確認が可能にな

るように設定した。 
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2019年度時点 20％ 

2019年度時点 80％ 

Ⅰ－５．就業力 
   目標 

    積極的にキャリア形成支援を行い、社会を生き抜く力を育む。 

    

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学学生委員会 就職進路課 

【評価指標①】在学生向け調査および卒業生調査を活用し、体系的なキャリア教育支援プログラムを実施する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子大学・共立女子短期大

学のキャリア教育体系を、2020年

からの新しい教養教育における

キャリア教育を踏まえながら検

討・作成する。 

・キャリア教育ポリシーを策定す

る。 

・新たなキャリア教育体系の作成

までには至らなかった。 

・新たなキャリア教育ポリシーの

構築まではできなかった。 

イ ・キャリア教育体系に沿った、次

年度の就職進路支援策を策定す

る。 

・それぞれの学部・科の教員が担

任として、またゼミの担当者とし

て行っているキャリア支援をア

ンケート調査する。 

・低学年も含め、昼休みにナビ会

社を招いたインターンシップ準

備（前期）、就職活動準備（後期）

の連続講座など、集客に考慮した

タイムリーな方策を実施した。 

・共立女子大学・共立女子短期大

学のそれぞれの学部・科と就職支

援・キャリア支援について情報交

換会を実施した。 

ウ  ・キャリア教育科目で身につく

力、専門科目・全学共通教養教育

科目で身につく力を科目毎に分

かる仕組みを検討する。 

 ・学生支援ネットワークシステム

kyonetの学生カルテにより、全教

職員が情報共有し支援できる体

制を整え、運用を開始した。 

エ  ・担任（アカデミックアドバイ

ザー）、専任職員、キャリアカウ

ンセラーが全員、キャリア教育体

系を理解し、就職進路支援を行

う。 

 ・全学部・科で、学修支援だけで

なくキャリア支援を目的とした

担任による全員面談を実施した。 

【評価指標②】学生アンケート項目における、就職・進路満足度について、95％以上の学生から満足を得ることを目指

す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・卒業年次生アンケートにおけ

る、就職支援の満足度について、

「あまり満足していない」を「ま

あ満足している」に3ポイント以

上上げることを目指す。 

・個別相談、各種ガイダンス・プ

ログラム、情報提供について、満

足していない理由の背景にある

状況をアンケートの自由記述等

から把握する。 

・2019 年度卒業生アンケート集

計では、満足していると回答した

卒業生は85%だった。前年度と比

較して3ポイント増加した。 

・個別相談、各種ガイダンス・プ

ログラム、情報提供について、満

足していない理由をアンケート

の自由記述から読み解き、改善項

目を行動目標として公表した。 

イ ・卒業年次生アンケートにおけ

る、進路先の満足度について、「あ

まり満足していない」を「まあ満

足している」に1ポイント以上上

げることを目指す。 

・カウンセリングの予約待ちをな

るべく少なくする方策を検討す

る。 

・2019 年度卒業生アンケート集

計では、満足していると回答した

卒業生は93%だった。前年度と比

較して1%減少した。 

・繁忙期にキャリアカウンセラー

の増員を図り、予約待ち期間が最

大10日ほどが3日ほどになった。 

ウ  ・研修参加等で専任職員のスキル

アップを図る。 

 ・就職進路課全専任職員がさまざ

まな研修に1回以上参加した。 

エ  ・就職活動スケジュールに合わ

せ、最適な時期に効果的なガイダ

ンスやプログラムの実施を企画

する。満足度を検証する。 

 ・ガイダンス、プログラムともに、

参加者からは90%以上が満足して

いるとの回答を得た。 

オ  ・タイムリーで価値ある情報提供

を積極的に行う。 

 ・就職ガイドブックを作成し、大

学3年生は5月・短大1年生は6

月に配付した。 

カ  ・低学年向けや内定後フォローの

支援を継続的に進める。 

 ・就職活動期向けのプログラムを

低学年の学生にも周知した。 
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2019年度時点 80％ 

2019年度時点 40％ 

 

【評価指標③】都内女子大就職率Top５入りすることを目標にする。（就職率＝就職者数÷（卒業者数－大学院進学者数）

×100） 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・就職率について92％以上（前年

度90％）を目指す。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）をはじめ、教職員がそれぞ

れの立場から学生に接すること

により、協働して学生を育て、早

期から就業観、職業観を養うこと

や求職率の向上を目指す。 

・2019年度卒業生の就職率は4月

以降出次第、HPにて報告する。 

・担任（アカデミックアドバイ

ザー）の実質化を進め、学生一人

ひとりの就職活動状況を把握し

た。また、研究科長・学部長・科

長会で内定状況を適宜報告・共有

した。 

イ ・就職率について都内女子大7位

以内（前年度11位）を目指す。 

・就職支援として個別相談、各種

ガイダンス・プログラム、情報提

供を、学生の特性に応じて、実施

する。 

・2019 年度卒業生の他大学の状

況は8月以降判明する予定。 

分かり次第HPにて報告する。 

・ガイダンス、プログラムの参加

率を上げるためにサイネージの

利用などの周知方法を工夫した。 

ウ  ・キャリアカウンセラー・職員に

よる相談対応において、多様な就

業観、職業観の醸成に貢献する。 

 ・就職活動期に入る学生と 11 月

に kyonet の学生カルテを基に全

員面談を実施した。 

エ  ・早期から就業観、職業観を養う

効果的なガイダンスやプログラ

ムの実施を企画する。 

 ・1・2年生対象に、就職活動準備

講座を1・2月に実施した。 

オ  ・タイムリーで価値ある情報提供

を積極的に行う。 

 ・求人をタイムリーに kyonet 掲

示板で発信した。 

カ  ・文芸学部の就職率を向上させる

ために、教職員の連携をさらに強

めていく。 

 ・文芸学部長とメールなどで情報

共有を密に行い支援した。 

【評価指標④】学生アンケート項目における、就職に対する不安を2017年度調査より5ポイント以上減らすことを目指

す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・就職に対する不安を 2018 年度

調査より1ポイント以上減らす。 

・「就職活動」を理解する機会と

して、個別相談、各種ガイダンス・

プログラム、情報提供を、学生の

特性に応じて実施する。 

・2019 年度卒業生アンケート集

計では、45%が就職に関して不安

だと回答した（前年度42%）。 

・学生の一人ひとり異なる進路希

望や不安に対応するため、充実し

た kyonet の学生カルテを活用し

てカウンセリングを実施した。 

イ  ・不安の解消を考慮したキャリア

カウンセラー・職員による個別相

談を設定する。 

 ・就職進路課管理職とカウンセ

ラーとのミーティングを月1回実

施し、学生対応の充実に努めた。 

ウ  ・事案によっては、学生相談室や

保健室と連携し対応する。 

 ・キャリアカウンセラーを介し

て、学生相談室や保健室と連携

し、就職活動支援をした。 

エ  ・早期から「就職活動」を理解す

る機会となるようなガイダンス

やプログラムの実施を企画する。 

 ・低学年向けにインターンシップ

情報を提供した。 

オ  ・早期から就職情報に触れる機会

を設ける。 

 ・1・2年生対象に、就職活動準備

講座を1・2月に実施した。 

カ  ・就職活動をより理解してもらう

ため、全専任教員と助手に就職ガ

イドブックを配布する。 

 ・全専任教員・助手に就職ガイド

ブックを配付した。 

キ  ・担任（アカデミックアドバイ

ザー）、専任職員、キャリアカウ

ンセラー等による個別面談等を

通じて、学生の就職に対する不安

を解消する。 

 ・本年度のキャリアカウンセラー

の個別相談の延べ回数は約7,000

件だった。（昨年度約7,000件） 
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2019年度時点 40％ 

 

 

【評価指標⑤】卒業時における社会人基礎力の自己評価で、全項目の平均を3.30以上にすることを目指す。 

 

 
  

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・対人関係のスキルが身につい

たことを、90％以上の学生が卒

業年次生アンケートで自己評価

できるようになり、社会人基礎

力の全項目の平均が3.20以上に

なる。 

・新入生全員、大学3年生全員を

対象にアセスメントテスト、その

解説会、関連講座を実施する。 

・2019 年度卒業生アンケート集

計では、社会人基礎力の全項目の

平均が 3.25 だった（前年度は

3.16）。 

・1・3年生に社会人基礎力チェッ

ク（PROG）を実施し、1 年生は

99.4%、3年生は86.9%の受験率で

あった。解説会には1年生78.4%、

3 年生 37.6%が参加した。リテラ

シーは 2 年間の伸長が見られた

が、コンピテンシーの伸長はな

かった。 

  ・次世代 kyonet を活用し、自身

の弱み、強みを自己理解し、改善・

成長を目指す行動を考える機会

とする。 

 ・担任（アカデミックアドバイ

ザー）や就職進路課による全員面

談で、kyonetを活用し、学生一人

ひとりの自己分析や自己成長を

助けるアドバイスをした。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 70％ 

Ⅰ－６．地域連携 
   目標 

    地域連携活動を通じて、地域に関する教育・研究の進展を図るとともに、知の成果を広く社会に還元し、

教育的・学術的・文化的貢献を果たす。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

社会連携センター 教務課 
 

【評価指標①】本学の特徴や強みを踏まえた地域連携活動を推進するため、地域における本学の役割や地域連携の在り

方を明確化する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019年度以降は、社会連携セン

ターにおける検討結果を踏まえ

て、組織の在り方を定め、充実し

た活動を展開する。 

・2018年度中に定める社会連携活

動の枠組みに基づき、応募型の地

域社会連携活動プロジェクトを

スタートし、地域社会の具体的課

題に貢献する。 

・2019年度は、京都女子大学、

東伊豆町、南三陸町、（株）八社

会、林兼産業（株）との連携協定

に関する協定を締結し、活動を

展開した。 

・「地域連携プロジェクト」を公募

し、5 件の活動がスタートした。

地域社会と連携し、地域の問題解

決・活性化につながる活動に取り

組むことができた。 

イ  ・千代田学、東京都研究者事業提

案制度など自治体応募型の申請

に教員、職員が協働し、申請戦略

の策定をすすめる。 

 ・千代田学申請の教員と協働し、

準備・調整を重ね、2020年度千代

田学に1件申請し、採択となった。 

ウ  ・地域活動（千代田、福井など）

を実践する。 

 ・「千代田区ペアレンツサロン」

や、社会連携活動のPR・イベント

サポートに関わった神田カレー

グランプリへの出展、福井市立幼

稚園、小中学校への給食献立提

供、食育交流実施など、地域と連

携し、多様な活動を実践した。 

エ  ・共立女子大学・共立女子短期大

学における研究成果や人材等の

知的資源を、自治体やその他団体

に提供することで、地域社会に貢

献するとともに、大学の使命の一

つである「社会貢献」を果たすべ

く地域社会と密接に連携してい

く。 

 ・（株）八社会と共同開発した健康

弁当を販売した。販売累計 10 万

食達成。3 商品目「揚げないカツ

のオムカツ丼」は惣菜・べんとう

グランプリ2020「健康・ヘルシー

部門」で優秀賞を受賞。 

【評価指標②】地域における他大学、各自治体、地域経済界等で構成されるプラットフォームを形成し、教学改革を推

進する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019年度以降、共立女子大学・

短期大学のほか様々な特色を持

つ地域の大学や自治体等で構成

するプラットフォームの形成状

況を踏まえつつ、具体的な活動を

おこなっていく。 

・千代田区キャンパスコンソーシ

アムの5大学間において、単位互

換、共同IR、共同研究等を推進し

ていく。 

・千代田区キャンパスコンソ中長

期計画（2019～2024年度）に基づ

く 2019 年度事業計画に則り、千

代田区、産業界、大学間の連携事

業を実施した。 

・千代田区キャンパスコンソ運営

委員会の下、各分科会において具

体策の検討を行った。単位互換分

科会で検討した結果、単位互換を

後期より実施した。 

イ ・上記を通じて、私立大学等改革

総合支援事業タイプ 5 を取得す

る。 

・5大学の他、千代田区および千

代田区商工業連合会も参加する

千代田区キャンパスコンソ運営

委員会において、引き続き各方面

の連携強化を進めていく。 

・2019年度は、私立大学等改革総

合支援事業タイプ3となったが、

プラットフォーム型で申請し、大

学・短期大学ともに採択となっ

た。 

・毎月運営委員会を開催し、連携

具体策を実施した。また千代田区

長と各大学長などとの懇談会を

定期的に開催し、相互の意見・要

望等について確認した。 

ウ  ・共立女子大学・共立女子短期大

学の地域連携事業計画と数値目

標を達成し、タイプ5を取得する

べく、学内外の活動を活性化させ

る。 

 ・千代田区キャンパスコンソ全体

の中長期計画とそれに連動した

本学の地域連携事業計画におい

て数値目標を制定した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

【評価指標③】家政学部児童学科付設の「発達相談・支援センター」の活動を点検・評価し、地域と連携する全学的な

センターにするなど一層の充実を図る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019年度以降は、社会連携セン

ターにおける検討結果を踏まえ

て、組織の在り方を定め、より充

実した活動を展開する。本学にお

ける研究成果や人材等の知的資

源を、自治体やその他団体に提供

することで、地域社会に貢献する

とともに、大学の使命の一つであ

る「社会貢献」を果たすべく地域

社会と密接に連携していく。 

・発達相談・支援センターを全学

的なセンター等として発展させ

るための体制を検討する。 

・発達相談・支援センターは、学

科付設として円滑な運営が行わ

れているため、現行体制の維持が

望ましいと判断した。「千代田区

保育士養成学校による地域子育

て支援事業」として、千代田区よ

り委託を受けており、地域社会と

密接に連携した活動を行った。 

・発達相談・支援センターの運営

方針及び発展のための施策など

については、同運営委員会におい

て審議され、機能的かつ柔軟な運

営が行われている。そのため当面

全学的な組織への移管は行わず、

運営委員会メンバーやプログラ

ムに参加する教員を全学から選

出する等の対応で、中期計画の目

標達成を目指す。 

イ  ・「はるにれ」への学生ボランティ

アの参加を促進する。 

 ・kyonetを用いて、「はるにれ」

への学生ボランティアの募集を

行い、児童学科の2年生、3年生

を中心に延べ 94 人の参加があっ

た。 

 

【評価指標④】在学生の修学や教職員の子育て支援をより一層サポートするため、共立女子学園内託児所の活動を点検・

評価し今後の在り方を検討する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子学園内託児所が子育て

支援を必要とする学生・教職員に

対するセーフティネットの一つ

として機能する。 

・子育て支援が必要な学生・教職

員に利用案内を周知するととも

に、登録者の意見を把握するなど

利用実績の点検を行い改善に向

けた検討を行う。 

登録者16人（学内者14人・学外

者2人）に対して、97日間に523

時間開所し、前年度より65日間・

382時間増加した。（対象期間2019

年4月～2020年3月） 

・夏季休業期間中など特定期間に

おいて幼保無償化の対象となる

ため、将来の利用希望者に備え登

録申請を行った。 

イ ・発達相談・支援センターの取り

組みと連携し、地域の子育て支援

の拠点として地域に開かれた託

児所を目指す。 

・地域住民の子育て支援に貢献す

るため、千代田区と協議を進め、

区の子育て支援活動に連動して

必要なサービスを提供できる体

制を検討する。 

・2019年度は、具体的な連携を行

わなかった。 

・2019年度は、具体的な検討を行

わなかった。 
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2019年度時点 30％ 

2019年度時点 20％ 

2018年度時点 40％ 

 

Ⅰ－７．教学マネジメント 
 目標 

    ビジョンの達成に向けて、戦略的な企画立案、機動的な意思決定および執行を行う。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

全学教学改革推進委員会 教務課、総合企画室 
 

【評価指標①】学長を中心とした全学的な教学マネジメントを構築し、大学教育の改革サイクルを展開させる。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・全学的な教学マネジメントの実

質化をめざす。 

・内部質保証システムを確立する

観点から、外部評価を導入し、外

部評価を次の改善につなげられ

るようにする。 

・「教学」「入試」「学生」「広報」

の 4 領域の委員会を適宜開催し

た。また、学長・副学長と関連事

務局統括課・室長による「連絡調

整会議」を定期的（週1回）に行

い、課題を迅速に委員会の検討に

落とし込み機能させた。 

・大学・短期大学自己評価委員会

に外部組織からの委員の招聘を

実施し、委員会において本学の教

育活動について意見を聴取した。 

【評価指標②】教育課程等の見直しに合わせて、専任教員と非常勤教員との連携や責任体制を明確化し、授業科目にお

ける専任教員の担当比率を高める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・教育の質の教育内容評価指標7

における見直しと連携して、カリ

キュラムを精選することで、専任

教員の担当比率を高める。 

・カリキュラムの改編時に、専任

教員が責任もって授業を担当で

きる編成とする。 

・専任教員の担当比率は、被服学

科83%、食物栄養学科81%、建築・

デザイン学科59%、児童学科87%、

文芸学部 53%、国際学部 48%、看

護学部 84%、生活科学科 76%、文

科44%となった。 

・コマ数の削減に合わせて、カリ

キュラム変更時にできるだけ専

任教員の担当科目を増やすよう

提言を行った。 

イ ・専任教員と非常勤教員との連携

や責任体制を明確化する。  

・学部・科を越えて専任教員が担

当するなどの検討をおこなう。 

・専任教員と非常勤講師との連携

に関する全学的方針は未検討で

ある。 

・学部・科を超えた専任教員の科

目担当については未検討である。 

ウ  ・非常勤講師のみで担当する科目

については、学部・学科の専任教

員と非常勤講師とで情報共有の

場を設けるなど、学部・学科の管

理体制を明確化する。 

 ・専任教員と非常勤講師との情報

共有の場の設置については、全学

的な方針が未検討である。 

【評価指標③】共立女子大学・短期大学の教員枠数である「基本教員数」に基づき、学部・科の特性を踏まえ、教育研

究能力の高い教員を採用する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・各学部・科の教員組織の編成

方針を策定する。 

・長期的な共立女子大学・共立女

子短期大学の教育課程のあり方

を検討し、その長期的視点に立っ

た教員配置について検討を行う。 

・基本教員数の考え方を整理し、

2020 年度の教員組織の編成方針

を策定し、各学部・科においては

これをもとに枠取りを行った。 

・教員配置については、基本教員

数とともに、年度別退職者の状況

を勘案して検討を行った。 

イ  ・教育課程の再編内容、基本教員

数の枠組みを踏まえ、当該学部・

科の教育課程を実施するための

適切な教員配置について検討を

行う。 

 ・教員配置については、基本教員

数とともに、各学部・科の教育課

程の実施の観点からも検討を

行った。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 40％ 

【評価指標④】入口―中身―出口管理を一貫した流れとして、学生の成長に寄与できる、IRを実践する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「ファクトブック」と「データ

で見る共立女子大学・短期大学」

の発行を通じて、基礎的なデータ

をいつでも誰でも確認できる状

態とし、各委員会や各部署でエビ

デンスベーストの議論がしやす

い環境を整える。 

・「ファクトブック」を最新版に

更新して学内に共有する。また、

学内にどのようなデータがある

のか、どのような現状になってい

るのかを周知するために、委員会

のニーズや課題に即して「データ

で見る共立女子大学・共立女子短

期大学」を継続的に発行する。 

・「ファクトブック」「KYORITSU 

DATA BOOK」「データで見る共立女

子大学・短期大学」を発行し、学

内のイントラネットで共有する

ことで様々なデータを誰でも閲

覧できる環境を整えた。 

・「ファクトブック」を2019年度

版に更新した。「KYORITSU DATA 

BOOK」で基礎的なデータを可視化

した。「データで見る共立女子大

学・短期大学」は「GPA×○○」と

いうテーマでGPAとの相関を可視

化した。 

イ ・アセスメントポリシーに基づい

た点検・評価を行うための情報提

供を行うことで、学生の成長（学

修成果）を基点とした改善を支援

する。（内部質保証機能の強化） 

・各種委員会、学部・学科、事務

局と適切にコミュニケーション

を取りつつ、必要な情報を適切な

タイミングで提供する。またアセ

スメントポリシーに基づいた情

報提供を適切に行う。 

・リサーチクエスチョンに応じ

て、アセスメントポリシーの項目

を組み合わせながら学生の成長

（学修成果）を可視化して、意思

決定を支援する情報提供を行っ

た。 

・各種委員会、学部・科、事務局

からのリサーチクエスチョンに

応じて、横断的なデータ分析を行

い、情報提供を行った。 

【評価指標⑤】学園の経営課題や共立女子大学・短期大学の課題について教職員一人ひとりが迅速かつ正確に共有し、

魅力ある学校づくりに教職員一体となって取組む。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・中期計画に関するグットプラク

ティスを学内共有し、インナーコ

ミュニケーションを充実させる

ことで各活動の PDCA サイクルが

より円滑に回ることを目指す。 

・第二期中期計画の進捗状況を共

有し全学一致体制を構築するこ

とを目指した「Vision Letter」を

定期的に発行する。 

・2019 年度も学内のイントラ

ネットで「Vision Letter」を発行

し、インナーコミュニケーション

の一助とした。 

・「Vision Letter」を7回発行し

た。2018年度に発行した「Vision 

Letter」は「Vision Book」として

冊子化し、教職員へ配付すること

でインナーコミュニケーション

を推進した。 

イ ・KWUビジョンや第二期中期計画

が適切に進捗することを目指す。

（内部質保証機能の強化） 

・中期計画の進捗状況を「進捗管

理シート」を活用して可視化し、

「自己点検評価委員会」において

自己点検評価を行い、各評価指標

が適切に進行するように「主とな

る委員会」へフィードバックす

る。 

・第二期中期計画は計画により進

捗度が A/B/C に区分されるが、5

年計画の2年目終了時点での適切

な進捗状況となる Aが 27%、Bが

51％であり、より検討を進め、進

捗させる必要がある C が 22％で

あった。 

・「進捗管理シート」を活用し中期

計画の進捗状況を可視化した。常

務理事のもとで実施した 2020 年

度アクションプランのヒアリン

グ結果を「主となる委員会」へ

フィードバックして自己点検・評

価および改善を実施した。 

ウ ・ビジョンの達成に向けた戦略的

な企画立案、機動的な意思決定が

エビデンスに基づいて実行され

ていることを目指す。 

・BIツールを導入して、有効に活

用できるような体制を構築する。

また、BIツールを活用して、デー

タ収集やクレンジングに係る時

間を短縮し、可視化・分析を行う

時間を増やすことで、より適切な

情報提供が行えるようにする。 

・BIツール（QlikSense）の導入

により、意思決定支援のための情

報提供が、より迅速かつ美しく行

うことができるようになり、戦略

的な企画立案、機動的な意思決定

がエビデンスベーストでできる

環境が構築された。 

・BIツール（QlikSense）の導入

により、全学的な説明会を開催し

た。理事長、常務理事、学長、副

学長、専任職員は様々データをい

つでも閲覧できる環境を構築す

るとともに、全学的な説明会を開

催した。また、データの可視化・

分析に充てる時間が増加し、より

適切な情報提供が可能となった。 

エ ・社会と積極的なコミュニケー

ションを取ることで信頼を得る

ための情報公開の在り方を確立

する。 

・現在の情報公開の内容や方法を

点検評価して、積極的な情報公開

の在り方を検討する。 

・大学・短期大学ホームページで

の公表内容について、私立大学等

改革総合支援事業や教学マネジ

メント指針に基づいて精査し、必

要な内容を追加した。 

・大学・短期大学ホームページ上

の情報公開用のページへ各種情

報を追記するとももに、特設ペー

ジ「データでみる共立女子大学・

短期大学」を設け、わかりやすい

表現で掲載した。 
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2019年度時点 100％ 

2019年度時点 100％ 

2019年度時点 80％ 

Ⅱ．共立女子中学高等学校 
 

Ⅱ－１．生徒確保 
   目標 

     教育課程・教育指導の改善充実、戦略的な広報、入試制度改革等を通じて、志願者の質の向上と人数の増加

を図る。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

広報部 

教務部 

中高将来構想専門委員会 

中高事務室 

 

【評価指標①】共立女子中学校について、入学定員を確保する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・1学年定員320人を確保する。 ・2018 年度に実施した広報活動

を検証し、より効果的な企画に取

り組む。 

・333人の入学者を確保した。 ・外部イベントやオープンキャン

パスでも学校 PR 委員を中心に生

徒の行動力を前面にアピールし、

ファン拡大につながった。 

【評価指標②】実受験者数で1,000人、受験者総数で1,500人以上を目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・インタラクティブ入試の浸透を

図る。 

・英語塾や英会話スクールに通う

小学生とその保護者にインタラ

クティブ入試や帰国生入試をア

ピールするため、ダイレクトメー

ルを出す。 

・インタラクティブ入試の出願者

数は募集定員減にも関わらず昨

年度より5人多い64人であった。

首都圏の英語入試ではレベル、出

願数ともに上位である。 

・チャレンジ講座は6年生97人、

5年生19人の応募があり、実際の

受験についても講座受講者が90%

を超えていた。 

イ ・合科型入試やインタラクティブ

入試等4教科受験以外の入試形式

に活路を見出すとともに、帰国生

の入学後プログラムの充実に

よって帰国生の受験増加も図る。

実受験者を1,000人に近づけ、実

質倍率2倍以上を維持する。 

・インタラクティブ チャレンジ

および入試本番のインタラク

ティブトライアル実施に際し、ネ

イティブのファシリテーター役

を適切に確保し、綿密な打ち合わ

せを行う。  

・受験者総数は1,792名と過去10

年間で最大となった。実質倍率

は、帰国生入試は1.3倍、インタ

ラクティブ入試3.5倍、一般入試

は2/1 3.3倍、2/2 3.6倍、合科

型入試は8.1倍となり、概ね目標

は達成できた。 

・チャレンジ、本番ともにスムー

ズな展開で進行できた。 

ウ  ・公立中高一貫志願者への認知度

向上を図る。 
 ・公立中高一貫校で一番の実績を

誇る塾enaからの受験生が増加し

た。 

【評価指標③】教育理念に共感し、目的意識の高い受験者層を拡充するため、戦略的な広報計画を実施する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「多様性」「リベラルアーツ」等、

本校の教育理念への理解者をさ

らに増加する広報活動を通して、

本校志望者を増やしていく。 

・「校風調査」を利用し、本校イ

メージをリサーチすることで、今

後の広報活動戦略に活用する。 

・本命校の入試が最も集中する2

月 1日入試の受験者が 27人増加

した。また、レベルの高いミッ

ション系校が他日に移動した2日

入試でも181人増加した。 

・保護者、塾の本校へのイメージ

が上昇しており、特に弱点であっ

たグローバル教育の充実が克服

されつつあることがわかった。 

イ   ・SNS 広告や検索型広告を活用

する。 

 ・ Facebook 広告総リーチ数

32,000 人のターゲットに情報を

伝達できた。 

  ・パンフレット、チラシ、ホーム

ページなどに利用できる、小学生

が好むデザインへのデジタル素

材（生徒イメージ・施設など）を

作成し、各所で活用する。 

 ・イベントで配布するファイルに

デジタル素材を転用し、人気を得

ている。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 80％ 

 

Ⅱ－２．教育の質 
   目標 

     共立女子中学高等学校独自の学習システムを充実させ、進学面を強化し、時代に即した生徒の学力向上を図

る。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

教務部 

国際交流部 

進路指導部 

情報システム管理委員会 

中高事務室 

【評価指標①】グローバル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向上や資格試験等への対応を進める。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・中学卒業までに全員英検準2級

以上の取得を目指す。 

・ランゲージスクエア専用のパソ

コンを設置する。 

・英検準2級取得率は新型コロナ

ウイルスに伴う休校により調査

を行えなかった。 

・設置に向けて情報システム委員

会との打ち合わせを行い、パソコ

ン設置に向けて準備中。 

イ ・TEAP 等の外部検定試験のスコ

アアップを目指す。 

・校内でオンライン英会話を実施

できるようにカリキュラムを検

討する。 

・高 2 で受験した TEAP では 

Writing や Speakingの平均点が

それぞれ60点であった。Speaking

で満点をとる生徒もいた。 

・生徒用 iPad の通信フィルター

に調整が必要であり、実施可能か

どうか検討中である。 

ウ  ・ネイティブ教員と生徒との言語

活動を増やすために、ランゲージ

スクエアの企画をさらに増やし、

放課後だけでなく昼休みに開室

できる体制を摸索する。 

 ・教員の働き方改革等の影響によ

り、外国人講師に昼休みに仕事を

依頼することは困難であった。 

エ  ・ネイティブ教員による TEAP 等

の Speaking テスト対策講座を実

施する。 

 ・放課後に希望者に対して実施し

た。 

【評価指標②】グローバル人材育成の社会的要請や、海外研修希望生徒の増加傾向等を踏まえて、国際交流プログラム

を充実させる。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・英語学修の意欲向上を目指す。 ・ターム留学の研修校を増やし、

本校から派遣する生徒を増員す

る。 

・英語学習に関する様々なプログ

ラムを実施した。中高生ともに意

欲的に参加し、熱心に取り組ん

だ。 

・研修校を 1 つ増やしたことか

ら、ターム留学生を 5 人から 10

人に増員できた。 

イ ・ターム留学の研修校を複数化す

る。 

・セントマーガレットカレッジと

の交換留学についても、実施可能

にするための策を継続的に議論

し、検討を進める。 

・Sacred Heart Girls' College 

に加えて New Plymouth Girls' 

High School にもターム留学生

を派遣することができた。 

・セントマーガレットカレッジと

の交換留学実現に向けて国際交

流担当と議論し、検討を進めた

が、厳しい状況である。 

ウ ・交換留学の実現に向け、制度・

体制の見直しをする。 

・留学斡旋機関と提携し、海外留

学や研修のプログラムを紹介す

る機会をさらに増やす。 

・セントマーガレットカレッジと

の交換留学実現に向けて国際交

流担当と継続的に議論し、検討を

進めたが、厳しい状況である。 

・海外大学進学ガイダンスを実施

した。北京大学のアドミッション

担当とのテレプレゼンスミー

ティングに生徒を参加させた。共

立女子大のニュージーランド大

学フェアに生徒を参加させた。 

エ ・国際交流プログラムをさらに充

実させる。 

・各国からの留学生の短期受け入

れを行い、継続的にグローバル環

境の充実を図りながら、生徒のグ

ローバルマインドの育成を図っ

ていく。 

・2020 東京オリンピック教育プ

ログラムやEmpowerment Program

を校内実施した。春季海外研修の

研修地を増やした。研修地はオー

ストラリアとシンガポールに加

えて、韓国（パジュ英語村）、イギ

リス（コヴェントリー）である。 

・11 月に高校 1 年にコロンビア

からの留学生1人を3日間受け入

れ、高校1年生に配属した。 

オ ・2019 年度中に 1 号館に国際交

流部室を新設し、国際交流事業推

進の拠点とする。 

・グローバルアドバイザーとして

のチューターを継続・確保する。 

・1号館地下、ランゲージスクエ

ア前に新設予定。生徒にも一部開

放し、ランゲージスクエアのよう

な機能を持たせる。 

・グローバルアドバイザー兼

チューターを進路指導部を通し

て設置している。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 60％ 

【評価指標③】新中学入試（帰国生入試における定員増、英語入試の開始、インタラクティブ入試の導入等）により、

既に一定の英語力を有する入学者への英語力の向上策を検討し、確実に対応する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・英語運用スキルの高い生徒のモ

チベーションを維持・向上させ、

成績上位層の増加をさらに目指

す。 

・2018 年度入学生の習熟度的要

素を加味した英語の授業展開は、

2019 年度以降も継続的に実施す

る。 

・取り出し授業や習熟度別授業を

実施することにより、英語運用ス

キルの高い生徒のモチベーショ

ンの維持・向上に努めた。その結

果、成績上位層が増加した。 

・中学 1 年生の通常の英語授業

は、後期より習熟度授業を展開し

た。習熟度の高い生徒には、より

発展的な英語に触れさせ、英語力

が向上した。 

イ  ・2020年問題を鑑み、高2の理系

コースには必修科目として、また

高3の国公立文系コースには選択

科目として英会話の導入を図る。 

 ・高2の理系コースに必修科目と

して英会話を導入した。 

ウ  ・中1英会話で展開されているク

ラス編成を年次進行で拡大して

いく（取り出し授業の拡大）。 

 ・次年度の取り出し授業の希望調

査を行った結果、数人申し出が

あった。 

【評価指標④】新学習指導要領を踏まえつつ、「4+2システム」と「4つの力の育成プログラム」の点検・評価を行い、

各教科指導の質を高める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「道徳」を含めて中学校学修指

導要領の移行措置の実施状況を

確認する。 

・学年や関係教科への聞き取りを

して、必要に応じて指導・助言を

する。 

・関係各教科で移行措置の実施状

況を確認してもらい、問題ないこ

とを確認した。 

・教科会での確認や中学「道徳」

の聞き取りをし、「道徳」所見の記

載方法について周知した。 

イ ・高等学校新学修指導要領の周知

を図る。 

・専任教員全員に高等学校新学修

指導要領を配付するとともに、移

行措置等についての情報提供を

していく。 

・新カリキュラム策定に向けて、

教員から質問が出るようになっ

た。 

・高校教員全員分の学習指導要領

を配布した。その他はPDFで対応

した。移行措置の確認も行った。 

ウ ・中学の「総合的な学修の時間」

および高校の「総合的な探究の時

間」の内容について見直しをす

る。 

・学校ルーブリックの検討と並行

して、6年間の探究活動の概要を

作り、一部学年での 2020 年度か

らの実施に向けて準備をする。 

・夏季職員研修で取り上げ、6年

間を通した総合的な時間のあり

方を検討し、3つの視点からまと

めた。 

・学校ルーブリックについての進

展はなかった。探究の方法につい

て具体的な検討もできたが 2020

年度開始には間に合わなかった。 

エ ・学校ルーブリックおよび教科

ルーブリックを作成する。 

・各教科に教科ルーブリックの作

成方法について助言し、初版の作

成を後押しする。 

・教科ルーブリックはできていな

い。 

・学校ルーブリック作成に向けて

アドバイスを受けた。教科ルーブ

リックの段階には入れなかった。 

オ ・学修の新たな評価方法について

検討する。 

･定期試験の結果を重視する従来

型評価方法とは違う評価方法に

ついて情報収集し、その共有化を

する。 

・ポートフォリオ評価や生徒の到

達度ではない評価の仕方を検討

した。 

・ポートフォリオ評価の下地をつ

くるため、Classi を多く利用し

た。 

カ ・各教科に対してシラバスの見直

しを促すとともに、学校全体とし

ての教育活動を見直していく。 

 ・中学入試のあり方（入口）から

入学後の教育指導のあり方を見

直した。 

 

キ ・日常の学びと実社会のつながり

を意識させる活動を取り入れる。 

 ・企業インターンワークや会社訪

問などの機会で意識化を図った。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 60％ 

【評価指標⑤】思考力・判断力・表現力を高める時代に即した教育の展開として、主体的・対話的な深き学びを図り、

その実施方法の研究を進める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新中 3 生が、企業インターン

ワークを経験する中で、日常の学

修が社会とつながっていること

を意識させる。 

・企業インターンワークや公的機

関の出張講義等を利用して、生徒

に社会を意識させる。 

・企業インターンワーク意欲的に

取り組ませることが出来た。 

・中学 3 年生に企業インターン

ワークを実施した。中学2年生～

高校2年生の希望者を対象に、か

のや100チャレへの参加やバンク

オブアメリカ訪問などを実施し

た。 

イ ・生徒の自主的で自由な活動の範

囲を増やすとともに、責任と秩序

の意識を育てていく。 

・学年行事や生徒会活動や学級活

動などの場面を利用するなどし

て、学校活動の中で生徒に考えさ

せ、解決させる場面を意識的に多

く作る。 

・学校行事や校内におけるルール

などで生徒自身に考えさせる機

会を多く作った。 

・生徒アンケートでも学習面・生

活面で肯定的な反応があり、自己

決定感の醸成ができてきている。 

ウ ・アクティブ・ラーニングのため

に必要なファシリテーターとし

てのスキルを教員が身に付け、そ

れを伸ばす。 

・Webで他校の授業研究を行える

「Find!アクティブラーナー」サ

イトの利用を促すため、必視聴コ

ンテンツを指定する等の活用が

できる、学校法人向けサービスを

導入する。 

・アクティブラーニングについて

は、日常の授業の中では珍しいこ

とではなくなった。OJTで日々ス

キルアップが出来ている。 

・学校法人向けサービスを導入

し、研修に代わるものとしての利

活用を進めるため、講座コンテン

ツの紹介などを行った。 

エ ・カリキュラムマネジメントの手

法について、知識と経験を増やし

ていく。 

・アクティブ・ラーニングやグ

ループワークに活用しやすい、可

動式の机・椅子が利用できる複数

の教室を確保する。 

・総合探究の検討を通して、カリ

キュラムマネジメントの考え方

に触れた。 

・4号館に新たに中教室を設けて

授業場所を増やした。新たな多目

的室も確保した。 

オ ・研修に参加する教員の数を増や

し、教員間での情報共有を活発に

する。 

・カリキュラムマネジメントに関

わる研修をはじめ、教育に資する

講演・研修等への積極的参加を促

す。 

・研修参加への呼びかけを増や

し、また研修に参加した教員から

のレポートが共有されることが

多くなった。 

・教員のスキルアップのための研

修を紹介し、研修に行く機会をよ

り多く作った。安心して研修参加

できるように予算を考えた。 

【評価指標⑥】ICT教育の充実策を検討し、実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・中 1・高 1・高 2にタブレット

（iPad）を導入し、学校生活の

様々な場面でICTの活用を図る。 

・一人1台のタブレットを持つ学

年（中1・高1・高2）では、学修

活動や部活動での利用など、日常

の学校生活の様々な場面でICT機

器を利用させる。 

・高1・高2は4月、中1は5月

に生徒全員に iPad を配布した。

授業だけでなく、委員会や部活動

でその利用が始まった。 

・iPadを導入した学年では、iPad

を利用して教材の提示や回収、発

表資料の作成などを行った。委員

会や部活動でも利用が進んだ。 

イ ・全学年・全生徒に Classi を導

入し、学校活動のさまざまな場面

での活用を図る。 

・高1・高2では、ポートフォリ

オの入力について Classi を用い

て日常的に行っていく。  

・4月に全学年・全生徒にClassi

を導入した。 

・全学で Classi を利用して連絡

事項の伝達を行った。iPadを導入

した学年では、学校行事や試験の

振り返りをポートフォリオにま

とめさせた。 

ウ ・教員がICTを活用した教材の作

成や授業への工夫を十分にでき

るようにする。 

・教員に対する研修を充実させ、

実践例などの情報共有の場を設

けることで教員のスキルアップ

を図り、授業等でタブレットをよ

り効果的に活用できるようにす

る。教員研修は2ヵ月に1回程度

開催する予定である。 

・ICTを活用した教材や授業方法

の共有化を行った。 

・iPad初心者に対して、長期休暇

中にワークショップを数回行っ

た。教員全体に対する研修は十分

に行えなかった。 

エ ・Classi を活用した保護者への

情報伝達体制を確立する。 

・Classi を活用して保護者への

連絡を密に行い、学校活動への理

解を深めるように努める。 

・4月に全学年の保護者にClassi

のアカウントを2つ提供し、学校

からの情報伝達の１つとして利

用を開始した。 

・保護者に対して、紙での連絡に

加え、Classiでも同様の連絡を開

始した。保護者会等の出欠や各種

アンケートでも利用した。 

オ ・ICT支援員を2名体制にする。  ・4月より週 5日、2人体制での

ICT支援を開始した。 

・ICT支援員が2人常駐し、様々

なトラブル対応や学習教材のサ

ポートを行った。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 80％ 

Ⅱ－３．教育力 
   目標 

     生徒の学力向上・進学実績の向上を図るため、教育力を向上させる。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

教務部 

進路指導部 

生活指導部 

中高事務室 

【評価指標①】教員の相互評価や研究授業・教員研修を充実させ、確固とした教員の育成システムを構築する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・教員の相互評価システムの構築

の検討方法の具体化を図る。 

・相互評価システムの資料収集・

研究担当を明確化する。 

・学校評価委員会での検討にとど

まった。 

・学校評価委員会での検討を進

め、相互評価システムの資料を収

集した。 

イ ・研修成果の共有化のシステムに

ついてさらなる検討をする。 

・紀要等での報告の充実、研修成

果の共有化を一層進める。 

・ガルーンやロイロノート（タブ

レット）の活用が進んだ。 

・ガルーンやロイロノートを活用

した研修成果の共有化が進んだ。 

ウ ・アクティブ・ラーニング等研究

授業と成果との関連を分析する。 

・図書室等アクティブ・ラーニン

グ実施の環境整備とともに成果

の基礎データを収集する。 

・分析を始めた段階で、まだ分析

結果は出せていない。 

・アクティブ・ラーニング実施環

境は整ってきたが､教科間の実施

状況が異なり、成果の分析も不十

分である。 

エ ・ペーパーレス化への要望もあ

り、紀要だけに限らない形で、成

果の共有化の方策を検討する。 

・授業参観アンケートの有効な分

析手法と、その結果からのPDCAサ

イクルの構築を模索する。 

・ロイロノート（タブレット）の

活用などにより、ペーパーレス化

が進んだ。 

・授業参観アンケートの結果は

フィードバックし、学校改善およ

び授業改善に活かした。 

オ ・業務の見直しをしつつ、教員の

充実した研修時間を確保する。 

・業務の見直しをしつつ、教員の

充実した研修時間を確保する。業

務ごとの労働時間のデータを経

年で調査し、業務の優先順位を明

確化してゆく。 

・業務の見直しを始め、いくつか

の業務について軽減や削除を行

い研修時間を確保した。 

・業務の見直しを進めた。助手を

2名増員した。業務内容によって

は助手に業務をシフトし、教員の

本来業務にあてる時間を確保し

た。 

【評価指標②】学校評価に関わる生徒アンケートの「学力を伸ばすよう熱心に指導している」の設問について、「おおむ

ねあてはまる」以上を90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学校評価に関わる生徒アンケー

トの「学力を伸ばすよう熱心に指

導している」の設問について、「お

おむねあてはまる」以上を90％以

上にする。 

・デジタル教材（Classi・スタディ

サプリ・駿台サテネット21）を有

効利用し、生徒に自ら学ぶ習慣を

つけさせる。特にボリュームゾー

ンである中位層のボトムアップ

を目指す。 

・学校評価の生徒アンケートにお

いて、「学校の先生は、授業などを

通じて学力を伸ばすよう熱心に

指導している」の項目で、中高全

体で肯定的な回答が90.4%となっ

た。 

・デジタル教材（スタディサプリ・

駿台サテネット）の活用は限定的

であったが、ICTを活用した授業、

補習・補講の充実、質問への丁寧

な対応が生徒の満足感につな

がった。 

イ ・教員の授業優先・生徒優先の職

務意識を高め、そうしたことが可

能な労働環境を確保する。 

・成績管理ツール（進研デジタル

サービス・FINESYSTEM）を利活用

して生徒の学修状況を把握し、効

果的な指導を行えるようにする。 

・校務と補習・補講がバッティン

グした場合には、影響がない範囲

で補習・補講を優先して実施する

ことができた。 

・成績管理ツールを活用し、生徒

の状況を把握し、適切な指導やア

ドバイスを行った。 

ウ ・教材や資料のペーパーレス化を

進めて効率化を図り、教材の見直

しも行う。 

・中 1・高 1・高 2へのタブレッ

ト導入を機に教材や資料のペー

パーレス化を進め、授業や作業の

効率化だけでなく、生徒の理解が

深まるように教材の見直しも検

討する。 

・授業教材でデジタルで配付可能

なものについては、紙と置き換え

て配布を行った。 

・iPadでClassiやロイロノート

を利用し、教材の提示や解答の配

付などを積極的に行った。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 100％ 

【評価指標③】学校評価に関わる保護者アンケートの「学力を伸ばすよう熱心に指導している」の設問について、「おお

むねあてはまる」以上を 90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「学修」の意味と、「自ら学ぶ」

主体的な学修者を育成するとい

う目標を、教職員・生徒・保護者

で共有化し、その育成課程や方法

を検討する。 

・スタディサプリ等を活用しつ

つ、学力・進路向上の具体的方策

を探る。 

・「真理がわれらを自由にする」と

いう言葉をキーワードとして、学

ぶことの大切さを共有し、学力向

上のための新しい方法を探った。 

・ICT を活用した学習ツール

（キュビナなど）の導入に向けた

活動をした。 

イ ・保護者の学校活動への十分な理

解と、共に生徒を育ててゆくとい

う協力体制の構築を進めていく。 

・受験生を持つ親のあり方等に関

する講演会実施の可能性を模索

する。 

・授業参観では肯定的なコメント

を多くもらえた。94%以上の保護

者に教育方針が理解されている。 

・保護者も参加できる後援会や進

路企画の充実が図られた。 

ウ ・どのような指導を学校が行って

いるかを、保護者にとって可視化

できる状況を作る。 

・卒業生チューターの拡充と、よ

り効果的な活動内容を模索する。 

・Classi を利用した発信を数多

く行った。 

・卒業生による講演会など、在校

生との距離を小さくする取り組

みをした。 

エ  ・「自習サポートセンター」

「Classi」「スタディサプリ」な

どの具体的効果の可視化を模索

する。 

 ・「自習サポートセンター」で

「atama+（プラス）」を導入し、

Classi 上でも継続的に学習の後

押しをした。 

【評価指標④】学校評価に関わる生徒アンケートに、「学校生活を通して、校訓である誠実・勤勉・友愛を意識し、行動

ができるようになった」の設問を新たに設け、「おおむねあてはまる」以上を 80％以上にすることを目指す。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・情操教育の柱の一つとして、校

訓である「誠実・勤勉・友愛」や

本校が大切にしている「4つの力」

を、日常的に生徒が意識できるよ

うにする。 

・学年通信などを使って、日常活

動での「4つの力」の育成につい

て、教職員、生徒、保護者の理解

を深める。 

・学校行事など機会あるごとに、

校訓の「誠実・勤勉・友愛」や本

校が大切にしている「4つの力」

との関連づけで働きかけを行っ

てきた。 

・学年通信の発行は各学年とも定

期的に行われており、徐々に浸透

している実感はある。 

イ ・生徒自身の自己評価の中で、「4

つの力」がより意識化され、その

到達度を認識し、さらにそれを言

語化できる手がかりを持たせる

ようにする。 

・総合的な学修の時間（探究の時

間）や道徳の見直しに合わせて発

足させた研究会で、より具体的な

内容の検討を進める。 

・「学校評価に関わる生徒アン

ケートに、「学校生活を通して、校

訓である誠実・勤勉・友愛を意識

し、行動ができるようになった」

の設問への肯定的評価が過去三

年で最高の87.0%となった。 

・探究の時間の見直しは幾分進展

はしたが、研究会の活動は、模索

中である。 

ウ  ・各能力の達成度を測定する指標

として、ルーブリックの研究・作

成を進め、「4つの力の育成プロ

グラム」の点検、更なる充実を図

る。 

 ・「ルーブリックの研究」につい

て、資料作成の段階にとどまって

いる。ただ行事などの教育的効果

測定の為の評価ツールを導入し

た。 
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2019年度時点 80％ 

 

Ⅱ－４．進路 
   目標 

     大学進学等進路実績を踏まえた課題と対策について徹底した調査分析を行い、その結果に基づいて進路指導

を充実させて、生徒一人ひとりに相応しい進路選択の機会を提供する。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

進路指導部 

教務部 

中高事務室 

 

【評価指標①】国公立大学への現役進学率を毎年 10％以上（東京大学3名以上）にすることを目標にする。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・国公立大学進学率を10%に近づ

ける。 

・大学受験対応のコースやカリ

キュラムの見直しを図る。 

・国公立大学への進学者は 30 名

で、10％に近づけることができ

た。なお、国公立大学合格者は延

べ34名であった。 

・大学受験対応のコースやカリ

キュラムの見直しを図れていな

い。 

イ ・受験に対応したコースごとのカ

リキュラムの見直しを行い、数学

Bまで履修する生徒数を増やす。 

・私大定員厳格化の中にあって

も、国公立文系コースの生徒は減

少傾向にあるため、より積極的な

啓蒙活動を進めていく。 

・生徒全員が数学Bまで履修して

いる。 

・地方大学出身者とその保護者に

よる説明会の実施など新しい企

画を進めることが出来た。 

ウ ・通期で国公立大学の受験を意識

した講座の設置についても検討

する。 

・現在5日間で行っている前・後

期の夏季講座の内容充実を図る

とともに、3日を単位とした講座

を2連続させることで、事実上6

日間の開講も可能となるよう、講

座開設方法について検討を進め

る。 

・講座設置については教務部と連

携のうえ、季節ごとの講習を充実

した。 

・活動概要に示す夏季講座を実施

した。 

エ ・夏季講座や冬季講習の充実を図

るとともに、通期で国公立大学の

受験を意識した講座を設ける。 

 ・校長、教頭および各学年の教務

部副主任と情報共有を行った。 
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2019年度時点 30％ 

2019年度時点 60％ 

【評価指標②】難関私立大学（早稲田大学、慶應義塾大学、上智大学、東京理科大学、国際基督教大学）の現役進学率

を毎年30％以上に、またGMARCH以上の大学への現役進学率を 60％以上にすることを目標にする。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・早急にできる教育環境を整備

し、教育サービスの充実を図ると

ともに、生徒一人ひとりが自らの

目標を達成するために必要な学

力・人間力の向上を図る指導を強

化する。 

・イングリッシュサプリの導入を

検討する。 

・校内出張授業、伊藤忠CTCなど

の企業ワークショップやPBLとし

てのNPO活動の紹介、キャンパス

ツアー、通信の発行などを実施し

た。 

・目標設定時とは入試をめぐる状

況が変化したため、幅広く可能性

を探った。不確定要素も多いため

試験的にイングリッシュサプリ

を導入した。 

イ ・下校時間後に活用できる本格的

な自習室を稼動させ、さらにス

クールTOMAS派遣のチューターに

質問できる場所や体制の整備を

図る。 

・各学年の必要性に応じて、TEAP

対策講座、駿台サテネット21、ス

タディサプリの継続実施を図る。 

・AI による学習サポートの模索

についてトーマススタッフとの

意見交換などを行った。 

・十分に活用出来たとは言えな

い。学校の日常の学びと連動しな

い企画の難しさがあった。 

ウ  ・自習室および質問対応室の整備

とその効果的な運用を、スクール

TOMASと提携して図っていく。ま

たタブレットを生徒が所持・使用

する中で、自習室における無線

LANの整備を図る。 

 ・校内無線LANの充実により生徒

の情報収集環境は改善した。 

エ  ・卒業生のチューター10 人体制

は継続し、可能ならば 12 人体制

が採れるようにする。 

 ・12人体制が一部実現した。 

【評価指標③】共立女子大学・短期大学の教学面での魅力を伝え、志望者をサポートする。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子大学・短期大学の情報

をいつでも分かりやすく生徒へ

伝えられる環境整備を図る。 

・進路指導室において、共立女子

大学・短期大学の情報を得られる

スペースを用意し、常に新しい情

報をいつでも閲覧できる環境を

整える。 

・進路通信では共立女子大学の特

集号などを発行した。来年度に向

けて出張授業など共立女子大が

との連携を高めるコンテンツの

充実を検討した。 

・卒業展示の見学や公開授業の参

加、出張授業企画など大学入試事

務室と連携しつつ充実を検討し

た。 

イ ・現在実施している高2生対象の

説明会に加え、中学3年生対象の

共立女子大･短大の魅力を伝える

機会の設置を検討する。 

・進路指導部より、共立女子大学・

短期大学の情報について、進路通

信等を用いて生徒や保護者へ情

報発信する。 

・進路通信で発信するレベルまで

は到達した。 

・進路指導部通信で共立女子大学

特集をテーマに扱った。 

ウ  ・進路説明会等の機会を活用し、

中学段階からの共立女子大学・短

期大学に関する一層の情報提供

を進める。 

 ・入試事務室と連携し、共立女子

大学からの発信の場を作ること

が出来た。 

エ  ・共立女子大学・短期大学との連

携をさらに深め、大学の公開授業

参加等を通じて大学の情報を肌

で感じ取れる機会の提供を模索

する。 

 ・機会を設けて公開授業等への参

加を促した。 
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2019年度時点 80％ 

2019年度時点 100％ 

2019年度時点 80％ 

【評価指標④】2021年度入試からの新基準に沿った新入試制度対策を実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新入試制度に関する情報をさら

に収集し、随時生徒および保護者

に提供する。 

・高2～高3のライティング添削

指導を拡充する。 

・新入試制度に関する情報を随時

生徒および保護者に提供した。 

・専門業者のプログラムを導入し

て、高2・高3のライティング添

削指導を充実させた。 

イ ・新入試制度対策の十分な環境を

整える。 

・中2における英会話の本格的取

り出し授業を実施する。 

・中学全学年において、英会話の

取り出し授業を実施した。 

・中学全学年において、英会話の

取り出し授業を実施した。 

ウ ・各教科で連携して、思考力・判

断力・表現力の育成を図る。 

・中学所属のネイティブ常勤教員

の採用を図る。 

・中学所属のネイティブ常勤講師

を確保し、英会話の授業や課外活

動を充実させた。 

・中学所属のネイティブ常勤講師

1人を確保し、英会話の授業や課

外活動が充実した。 

エ ・特に英語の4技能に関しては、

受験に対応できるレベルまでの

底上げを図る。 

・基礎学力を定着させ、思考力・

判断力・表現力の育成を図るため

の取り組みを一層充実させる。 

・個人差はあるが、多くの生徒に

ついて、英語の 4 技能のレベル

アップができた。 

・基礎学力の定着および思考力・

判断力・表現力の育成を図るた

め、コンピテンシーを測定するシ

ステムを導入した。 

オ  ・教科間の連携を密にして、各教

科で学んだことが有機的につな

がるような工夫をする。 

 ・いくつかの教科では連携を図

り、合科的な授業実践も行われ

た。 

【評価指標⑤】学校評価に関わる生徒アンケートの「大学進学に向けての相談・指導体制が整っている」の設問につい

て、「おおむねあてはまる」以上を高校平均で 90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学校評価に関わる生徒アンケー

トの「大学進学に向けての相談・

進路指導体制が整っている」の設

問において、「おおむねあてはま

る」以上を高校平均で90％に近づ

ける。 

・進路指導部のサポート要員

（チューター、事務員あるいは助

手の応援等）を確保すること等

で、生徒へのサービスの向上を図

る。 

・生徒アンケートで初めて90%を

超える評価を得た。 

・チューターが大学のキャンパス

ツアーでは大学院研究室の見学

を実施した。 

イ ・進路指導室の生徒用パソコンを

6 台（4 台増設）確保し、加えて

教員用パソコンをスペックの高

いものに入れ替え、業務の効率化

を図る。  

・デジタル教材等の使用が可能と

なる環境をできる限り整える。 

・教員用パソコンの一部入れ替え

を行い効率化を図った。 

・各教科と情報交換などを行い検

討した。 

ウ  ・チューターの数を 10 人体制か

ら12人体制に拡充する。 

 ・12人体制が一部実現した。 

エ  ・進路指導室の教員用パソコン5

台は動作が遅く、業務に支障をき

たしており、新規の機種への変更

で業務を効率化させる。 

 ・教員用パソコンの一部入れ替え

を行った。 

【評価指標⑥】学校評価に関わる保護者アンケートの「大学進学に向けての相談・指導体制が整っている」の設問につ

いて、「おおむねあてはまる」以上を高校平均で 85％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学校評価に関わる保護者アン

ケートの「大学進学に向けての相

談・進路指導体制が整っている」

の設問において、「おおむねあて

はまる」以上を高校平均で85％に

近づける。 

・中学段階での保護者への進路説

明会を充実させる。 

・「おおむねあてはまる」以上を高

校平均で 75.8%と過去最高値で

あった、 

・駿台予備校、進路指導部主任か

ら中学3年生向けの講演会を行っ

た。 

イ ・中学生やその保護者に対しても

進路指導とその情報提供を進め

る。 

・具体的な進路指導方法や情報提

供について、教育用グループウェ

ア Classi を利用して、保護者の

理解を促すとともに協力を仰ぐ。 

・Classiを駆使し、年間30回前

後の通信発行を行った。 

・キャンパスツアー・職業体験・

出張授業などについても Classi

によって保護者全員に情報共有

することが出来た。 

ウ  ・進路指導部からの通信もできる

限り発行し、また授業参観日には

積極的に進路指導室を見学して

もらう。 

 ・進路通信は過去に例を見ない発

行部数となった。 
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2019年度時点 60％ 

2019年度時点 40％ 

Ⅱ－５．管理運営 
   目標 

     ビジョンの達成に向けて、戦略的な企画立案、機動的な意思決定および執行をおこなう。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

中高・二中高・幼稚園将来構想専門委員会 中高事務室 
 

【評価指標①】学園の経営課題や共立女子中学高等学校の課題について教職員一人ひとりが迅速かつ正確に共有し、魅

力ある学校づくりに教職員一体となって取組む。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学費を踏まえた教育環境の整備

や拡充、教育環境の充実を、保護

者や生徒が実感できるようにす

る。 

・海外研修の機会拡充や英会話の

取出し授業の拡大を推進し、さら

に専属のネイティブ教員を増員

する中で、グローバル人材の育成

を一層図っていく。 

・新「礼法室」「茶道室」の改築な

ど、生徒保護者に、伝統ある私学

の魅力の一部を実感してもらえ

た。その調度品の一部を卒業生の

父母から寄贈していただいた。 

・高校生対象の1年間の長期ター

ムカナダ留学のプログラムも加

わった。英会話の取り出し授業を

中3まで拡大し、専属のネイティ

ブ教員を1人増員して2人となっ

た。 

イ ・魅力ある学校作りのため、教育

改革、大学入試改革、高大接続改

革、進路指導、国際交流、ICT教

育の推進等、中高の課題を教職員

が共有し、法人の経営課題ともバ

ランスを取りながら、より効果的

な教育の内容と体制を創成して

いく。 

・ICTについては、中1・高1・高

2の全生徒にはタブレットを購入

してもらい、その活用を図る。高

1・高 2 では、授業のみならず

Classi を用いたポートフォリオ

の作成等でも活用する体制を確

立する。 

・職員会議等で、共立女子学園の

「第二期中期計画 マスタープ

ラン」を紹介し、共立女子学園・

共立女子中学高等学校の目指す

ものの共有化を図った。 

・中 1・高 1・高 2の全生徒にタ

ブレットを導入した。なお、生徒

はポートフォリオの作成などを

日常的に行った。 

ウ  ・HotConPass の保護者専用サイ

トである「欠席・遅刻・早退申請」

を導入・活用することで、事務室

での電話による連絡・確認方法の

改善を図る。 

 ・保護者世代も若くなるにつれ、

電話での連絡よりも HotConPass

の保護者専用サイトの活用が多

くなっている。 

エ  ・2019 年度中には 1 号館に国際

交流部室を新設し、什器（パソコ

ンを含む）や資料を整え、グロー

バル情報発信の拠点とする。ま

た、一部施設の配置変更や新設を

行い、機能的で充実した環境の整

備を進める。 

 ・2月に国際交流部室の新設改築

が開始された。 

【評価指標②】併設校間の教員の人事交流を活発にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・長期的展望に立った人事のあり

方を検討する。 

・併設校における入学者確保の実

情や教育内容等を踏まえつつ、国

の設置基準等を参考にして、教職

員組織の維持と活性化を図るこ

とができる人事を検討する。 

・長期的な視点に立ち、共立女子

中学高等学校と共立女子第二中

学校高等学校の人事について検

討した。 

・共立女子中学高等学校と共立女

子第二中学校高等学校それぞれ

の退職者状況および教科運営を

分析した。 

イ ・必要に応じて、長期的な視野に

立った人事交流を行う。 

 ・2020 年度は上記の理由により

人事交流は行わなかった。 

 

 

 

 

 

 

  



- 50 - 
 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 30％ 

Ⅲ．共立女子第二中学校高等学校 
Ⅲ－１．生徒確保 

   目標 

     教育課程・教育指導の改善充実、戦略的な広報、入試制度改革等を通じて、志願者を増加させる。 

主となる委員会・会議 主となる事務局 

入試広報部 

入試制度検討委員会 

二中高将来構想委員会 

八王子事務室 

【評価指標①】共立女子第二中学校高等学校について、入学者数の増加に努める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子第二中学校では、70人

を目標とする。 

・競合校分析から本校の強み・弱

み・機会・脅威を客観的に把握し

た上で、入学者数増加に努める。 

・共立女子第二中学校の入学生数

は 75人であり、昨年度より 9人

増加した。その内訳は、私立型64

人、適性検査型8人、英語2人、

サイエンス1人であった。 

・約 1500 の塾にアクセスし、う

ち300程度へは年2回の直接訪問

を行った。校内イベントは説明会

以外にも接触の機会を設け、ほぼ

昨年並みの来訪があった。 

イ ・共立女子第二高等学校では、高

校からの入学者について 135 人

（推薦 100人・一般 35人）を目

標とする。 

・中学受験においては、2018年度

の歩留まり43％に対し、50％を目

標に校長や在校生保護者との個

別相談の機会を増やす。 

・共立女子第二高等学校の入学生

数は 103人で、昨年度より 21人

減少した。内訳は第一志望型の推

薦入試の入学者は 77 人、一般入

試は 25 人、海外帰国生入試は 1

人であった。 

・中学入試の歩留まり（手続数/合

格者実数）は、54%でほぼ昨年並み

であった（昨年は56%）。 

ウ  ・高校受験においては、併設大学

への優遇進学制度を前面に出し、

本校第1志望の受験生を増やすと

ともに、一般入試での 2018 年度

の歩留まり30％に対し、35％を目

標とする。 

 ・高校一般入試の歩留まり（手続

数/合格者実数）は、40%であった

（昨年は 48%）。2月 12日の手続

き率の低下が歩留まりの低下の

原因である（今年度35%、昨年度

59%）。 

エ  ・これまでの給付制奨学金対象生

徒の入学後の成績状況、進学実績

等のデータを踏まえつつ、入学効

果が期待され、かつ公立校との競

合に対応し得る内申基準を設定

する。 

 ・高校入試対象の給付奨学金制度

の成績基準を変更し、奨学生33人

（S27人、A4人、B2人）を確保で

き、成績優秀者を確保する点にお

いて一定の成果を得た。 

【評価指標②】共立女子第二中学校については、実受験者数 200人、受験者総数で 400人以上を目標とする。共立女子

第二高等学校については、実受験者数 350人、受験者総数で380人以上を目標にする。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子第二中学校では、受験

者総数390人を目標とする。 

・中学受験指導における塾の効果

を重視し、塾訪問（中高受験合わ

せて約200か所）を継続し、連携

を強化する。 

・共立女子第二中学校では、受験

者総数は394人（昨年比107%）と

なり、目標値を4人上回った。実

受験者数は223人（昨年比117%）

であった。 

・中学受験指導における塾の効果

を重視し、塾訪問（中高受験合わ

せて約200か所）を継続し、連携

を強化した。 

イ ・共立女子第二高等学校では、高

校からの受験者について、220人

を目標とする。 

・高校受験においては中学校訪問

（多摩地区を中心に約250校）を

継続し、連携を強化する 

・共立女子第二高等学校では、受

験者総数は153人（昨年比80%）

となり、目標値を約 70 名下回っ

た。実受験者数は143人（昨年比

82%）であった。 

・東京市部を中心に300校程度の

公立中学校へ学校訪問を行い、本

校の魅力発信、認知度の強化に努

めた。また年2回の塾対象説明会

を開催した。 

ウ  ・説明会での在校生・保護者によ

る校内案内・学校紹介は 10 回実

施しているが、今後はその機会を

さらに増やす。 

 ・説明会での在校生・保護者によ

る校内案内・学校紹介を生徒活動

ができる回には実施した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 30％ 

【評価指標③】定員に満たない年次は、海外からの帰国子女を含め、積極的に転編入を受け入れる。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・海外からの帰国子女を含め

て、転編入の生徒について、

学期末毎に受け入れることを

目標にする。 

・2018年度は、海外からの帰国子

女を含めて、転編入の生徒は1名

であったが、2019年度はより多く

の生徒を受け入れるため、情報収

集を積極的に行い、実施可能なこ

とを把握する。 

・2019年度は、海外からの帰国子

女を含めて、転編入の生徒は6人

（1学期3名、2学期2名、3学期

1名）であった。 

・海外帰国子女向け広報媒体への

出稿の機会を増やした。海外の教

育事情についての情報収集も継

続的に行っている。 

イ  ・ホームページ等を活用して、転

編入試験について発信する。 

 ・公式ホームページに、海外帰国

生専用ページを新設し、転編入試

験についても発信した。 

【評価指標④】スポーツ・芸術活動等に優れている、また卒業生子女であることに配慮した入試制度を積極的に活用す

る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・スポーツ・芸術活動等に優れて

いる、また卒業生子女で入学する

生徒について、10名受け入れるこ

とを目標にする。 

・今後、ゴルフ部等、指導を強化

するクラブにおいて、全国レベル

の選手の獲得をめざす。 

・ゴルフの給付奨学生が4人（中

学 2人・高校 2人）が 2020年度

に入学することになった。 

・ゴルフ部・フェンシング部など

において、選手獲得の活動が行わ

れた。 

イ  ・同窓会と連携し、同窓会会報、

同窓会総会、文化祭における卒業

生企画等を通して、卒業生子女に

対する優遇制度の認知度を向上

させる。 

 ・同窓会通信「桜の友」を通じて、

卒業生子女の優遇制度を広報し、

子女に関する入試相談も増えた。 

【評価指標⑤】教育理念に共感し、目的意識の高い受験者層を拡充するため、戦略的な広報計画を実施する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「英語教育」「国際教育」等、本

校の教育理念をより多くの機会

に発信し、本校志望者を増やして

いく。 

・受験生およびその保護者に本校

に直接来校していただけるよう、

オープンキャンパスや部活体験、

塾のバスツアー等の企画を実践

する。 

・英語4技能統合型授業や国際交

流・ターム留学の広報を強化する

とともに、高校では英語コースの

新設に向けた準備を行った。 

・オープンキャンパスは中学100

組（昨年同数）、高校75組（昨年

比79%）が参加した。塾共催のバ

スツアーは台風 19 号の影響によ

り中止となった。 

イ  ・「安心の進学システム」「高大

連携」等、大学併設校としてのメ

リットを前面に打ち出す内容の

広報活動を展開する。 

 ・「安心の進学システム」「高大連

携」など、大学併設校としてのメ

リットを前面に打ち出す内容の

広報活動を展開した。 

ウ  ・これまでのデータをもとに、受

験者数の多いエリアや塾・学校等

に重点を置いた広報活動を展開

する。 

 ・受験者数の多いエリア、塾・学

校などに重点を置いた効果的か

つ戦略的な広報を実施した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 40％ 

 

Ⅲ－２．教育の質 
   目標 

     新学習指導要領・高大接続改革等、新たな教育体制に対応し得る教育課程やシラバスの充実、国際化の進展

を図り、生徒の学力および21世紀に求められる力（思考力・実践力）の向上に努める。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

英語科 

二中高国際交流委員会 

教務部 

進路指導部 

八王子事務室 

【評価指標①】グローバル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向上は極めて重要であることから、英語教育改

革を実行する。具体的には、徹底した英語教育を展開するシラバスに抜本的に変更する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・本学オリジナルの英語教育グラ

ンドデザインの完成を目指す。 

・英語教育グランドデザインの基

盤を構築するため、外部有識者

（アドバイザー）の協力の下、校

内研修を継続する。 

・4 技能統合型授業を中学英語

（中 1～中 3）と Communication 

English（高1～高3）の授業で導

入した。（中学はラウンド型、高校

はTANABU Modelをアレンジ。） 

・外部有識者を迎え、年間5回校

内研修を実施した。 

イ  ・「レイヤードメソッド」の活動

の一環としての全員参加型プロ

グラムを実施する。 

 ・MLSドラマメソッド研修を3日

間実施し、ブリティッシュヒルズ

研修も3日間に実施した。 

ウ  ・ニュージーランドでの中期ター

ム留学を推進し、人数枠を2018年

度の2倍の10名に広げる。 

 ・ニュージーランドにて 1 月 11

日から 3月 28日のターム留学を

実施し11人が参加した。 

エ  ・1号館地下の「Global Language 

Square」の活用を促す。 

 ・Global Language Squareでネ

イティブ教員によるワーク

ショップを実施した。 

オ  ・国際理解・英語強化を目的とし

た新コース(クラス）の導入（2021

年度目標）に向けた準備をする。 

 ・高校に英語コ―スを新設するこ

とを目指した検討を進捗させた。 

【評価指標②】全生徒の英語力を確実に飛躍させるため、4技能統合型の英語授業を展開し、実用英語技能検定（英検）

における数値目標（下記）を達成することを目指す。 

 中学APクラス…卒業までに全員準2級以上取得 

 中学Sクラス…卒業までに全員3級以上取得 

 高校特別進学コース…卒業までに全員2級以上取得 

 高校総合進学コース…卒業までに全員が準2級以上を、うち25％が2級以上取得 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・中学 AP クラスは中学卒業まで

に全員準2級以上を取得する。 

朝学習を利用しての毎日音読タ

イム等の教科書反復活動につい

て、2018年度は中学3年を対象に

実施しているが、2019年度からは

中学全学年で実施する。 

・中学 3年 APクラスの英検取得

率は準2級は58%（昨年度52％）、

2級が12%（昨年度16％）となっ

た。 

・朝学習での音読タイムの実施は

できなかった。 

イ ・中学Sクラスは中学卒業までに

全員3級以上を取得する。 

・長期休暇中の英検対策ゼミにつ

いて、各級別ゼミを実施し、学年

を問わず受講可とする等、充実さ

せていく。 

・中学3年Sクラスの英検取得率

は 3 級が 40%（昨年度 69％）と

なった。 

・サマーゼミにおいて、英検対策

講座（準2級・2級）を、中高オー

プン形式で開講した。 

ウ ・高校特別進学コースは卒業まで

に全員2級以上を取得する。 

 ・高校特別進学コースの高3卒業

時の英検2級取得率は87%（昨年

度40％）となった。 

 

エ ・高校総合進学コースは高校卒業

までに全員準2級以上を、内25％

が2級以上を取得する。 

 ・高校総合進学コースの高3卒業

時の英検準2級取得率は49%（昨

年度30％）、2級取得率は8%（昨

年度10％）となった。 
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2019年度時点 40％ 

【評価指標③】新学習指導要領を踏まえた「針路プログラム」の点検・評価を実施し、より一層充実させることで、各

学年の外部模試における数値目標（進研模試判定で B1以上、学年の30％）を達成することを目指す。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新学習指導要領を踏まえて点検

した「針路プログラム」を各学年

と共有し、外部模試における数値

目標（進研模試判定 B1 以上、学

年の30％）を達成することを目指

す。 

・模試結果の検討とともに、思考

力・判断力・表現力を育成するた

めの授業研究をすすめていく。 

進研模試判定 B1 以上は、高校 1

年で15%（昨年度13％）、高校2年

で 16%（昨年度 24％）、高校 3年

で14%（18％）であった。 

・模試結果をもとに、各教科にて

検討を進めた。 

イ  ・競合校の分析を行い、成功事例

を本校に合う方法で実施するた

めの研究をする。 

 ・研究の実施には至らなかった。 

ウ  ・学力の底上げのために、スタ

ディサプリの導入を検討する。ま

た、サテライト授業の導入や土曜

講座の拡大などを検討する。 

 ・各社から資料を取り寄せ検討

中、予算と照らし合わせながら本

校にとって最も効果の上がる方

策を検討した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 20％ 

 

Ⅲ－３．教育力 
   目標 

     生徒の学力向上・進学実績の向上を図るため、教育力を向上させる。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

情報システム委員会 

二中高将来構想委員会 

八王子事務室 

 

【評価指標①】教員の相互評価や研究授業・教員研修を充実させ、確固とした教員の育成システムを構築する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・年2回の公開授業を利用した教

員の相互授業見学等による評価

システムの構築を目指す。 

・学内グループウェアを利用した

研修成果の共有化のシステムを

構築する。 

・6 月と 11 月に設置した公開授

業期間に教員間の授業見学を義

務化した。また、評価システムの

構築に関して検討した。 

・情報システム委員会を中心に研

修成果を職員会議で報告しても

らい、それをもとにしたシステム

づくりを進めることができた。 

イ  ・授業公開を年2回実施（6月・

11月）し、教科会で相互評価し授

業スキルの向上に努める。 

 ・6 月と 11 月に教員間の授業見

学を実施し、各教科会で意見交換

を行った。 

ウ  ・非常勤講師を含めた拡大職員会

議を年2回実施（4月・8月）し、

研修参加をシステム化する。 

 ・4月と8月に非常勤講師を含め

た拡大職員会議を実施し、情報を

共有することができた。 

エ  ・教員の充実した研修時間を確保

するとともに、外部研修への参加

を促す。 

 ・教員のスキルアップのための研

修を発信し、研修に参加する機会

をより多くつくった。 

【評価指標②】学校評価に関わる生徒アンケートによる「学力を伸ばすよう熱心に指導している」の設問について、「そ

う思う」以上を90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・生徒アンケートによる「学力を

伸ばすよう熱心に指導している」

の設問について、「そう思う」以上

を90％以上にすることを目指す。 

・2019 年度は 90％（2017 年度

80％、2018 年度 70.1％）にする

ために、日常のきめ細かい学習指

導の実践とともに、家庭学習時間

の定着、高い進路目的意識の維持

を促し、生徒が自発的に学習に向

かう姿勢を強化する。 

・生徒アンケートの「そう思う」

以上の評価は1.4%下がり、68.6%

になった。 

・学習記録をとらせ、HRや面談を

通じて指導をしているが、十分な

効果は表れていない。中 3 は

86.9%、高2は58.2%と学年格差が

あった。 

イ  ・放課後も校内で学習が可能な場

として、1号館地下に全学年が使

用できる自習室を増設する。 

 ・1号館地下に自習室を2室増設

した。 

ウ  ・学年別に模試データを比較する

ことにより課題を把握し、改善策

を実施する。 

 ・各学年で模試データの経年変化

や学年比較ができるシステムを

導入している。業者による検討会

も行い、課題を把握している。 

エ  ・他校のICT教育の研究と調査、

設備の検討をしつつ、導入を進め

る。 

 ・他校の実践例を基に、教育機器

の検討を行った。 
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2019年度時点 20％ 

2019年度時点 90％ 

【評価指標③】学校評価に関わる保護者アンケートによる「学力を伸ばすよう熱心に指導している」の設問について、

「そう思う」以上を90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・保護者アンケートによる「学力

を伸ばすよう熱心に指導してい

る」の設問について、「そう思う」

以上を 90％以上にすることを目

指す。 

・2019 年度は 90％（2017 年度

87％、2018 年度 87.2％）にする

ために、日常のきめ細かい学習指

導の実践とともに、家庭学習時間

の定着、高い進路目的意識の維持

を促し、生徒が自発的に学習に向

かう姿勢を強化する。 

・保護者アンケートの「そう思う」

以上の評価は2.2%下がり、84.9%

になった。 

・学習記録をとらせ、HRや面談を

通じて指導をしているが、十分な

効果は表れていない。中 2 は

76.2％、高１は89.2％と生徒の結

果との差は見られない。また、高

1は60.5％であり、生徒との差が

大きかった。 

イ  ・学年別に模試データを比較する

ことにより課題を把握し、改善策

を実施する。 

 ・各学年で模試データの経年変化

や学年比較ができるシステムを

導入した。 

ウ  ・保護者会・保護者面談等を通じ

て、課題を把握し、改善策を実施

する。 

 ・保護者会、保護者面談では、共

通した要望は上がってこなかっ

た。 

【評価指標④】学校評価に関わる保護者アンケートによる「わが子をこの学校に入学させてよかった」の設問につい

て、「そう思う」以上を 90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・保護者アンケートによる「わが

子をこの学校に入学させてよ

かった」の設問について、「そう思

う」以上を92％以上にすることを

目指す。 

・2019 年度は 92％（2017 年度

91％、2018 年度 92.8％）以上に

するために、保護者会・保護者面

談等を通じて、課題を把握し、改

善策を実施する。 

・保護者アンケートの「そう思う」

以上の評価は0.1%下がり、92.7%

になった。目標の数値を達成し

た。 

・保護者会、保護者面談では、共

通した要望は上がってこなかっ

た。 

イ  ・学年通信、保護者会、進路通信

等を利用して、保護者に教科教育

の状況を適切に説明する。 

 ・学年からは年間 10 回以上の学

年通信、進路指導部からは中高別

の進路通信を発行し、学習状況や

進路情報を伝えた。 
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2019年度時点 10％ 

2019年度時点 40％ 

Ⅲ－４．進路 
   目標 

     共立女子第二中学校高等学校独自の進路システム「針路プログラム」を充実させ、大学進学等進路実績を踏

まえた課題と対策について徹底した調査分析を行い、その結果に基づいて進路指導を充実させて、生徒一人ひ

とりに相応しい進路選択の機会を提供する。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

進路指導部 

教務部 

八王子事務室 

【評価指標①】特別進学コースにおける国公立大学および難関私立大学（早稲田大学、慶應義塾大学、上智大学、東京

理科大学、国際基督教大学）の現役進学率を 30％以上に、GMARCH および理工系・医療系への現役進学率を 60％以上

にすることを目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・特別進学コースにおける国公立

大学および難関私立大学（早稲田

大学、慶應義塾大学、上智大学、

東京理科大学、国際基督教大学）

の現役進学率を 30％以上に、

GMARCHおよび理工系・医療系への

現役進学率を 60％以上にするこ

とを目標にする。 

・高3主任・特進クラス担任・進

路指導部主任副主任からなる外

部大学合格サポートチームを組

み、模試結果の分析から受験校の

決定まで様々な支援にあたる。 

・特別進学コースにおける進学者

は国公立1人（2%）、早慶上理ICU0

人、GMARCH6人（13%）と非常に厳

しい結果となった。 

・予定通り実施し、受験生個々の

出願に対し、複数の観点でサポー

トした。 

イ  ・長期休暇中においては、生徒の

学力に則したグレード別のゼミ

を実施する等、充実させていく。 

 ・スプリング・サマーゼミに加え

ウィンターゼミも新設し、直前ま

で受験をサポートした。 

ウ  ・4回（希望者には6回）の模試

の自己分析をもとに、面談等を通

じて改善点・伸長点を明らかに

し、生徒を成長させていく。 

 ・毎回の模試でデータを分析し、

振り返り指導を行った。 

エ  ・外部講師特別ゼミを継続するこ

とで、受験対応力をさらに強化す

る。 

 ・受講生徒は最後まで取り組んで

いた。受講者数が 15 人ほど減っ

た為、参加を促す必要がある。 

オ  ・下校時間を延長しての自習室利

用（アフター6）を継続すること

で、学校に軸足を置いた受験勉強

を促す。 

 ・多くの生徒が入試直前まで利用

していた。 

【評価指標②】総合進学コースにおける共立女子大学・短期大学への現役進学率を60％に、外部大学への現役進学率を

40％にすることを目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・総合進学コースにおける共立女

子大学への現役進学率を60％に、

外部大学への現役進学率を 40％

にすることを目標にする。 

・長期休暇中のゼミについて、生

徒の学力に則したグレード別の

ゼミを実施する等、充実させてい

く。 

・総合進学コース110名において

は、共立女子大学が63名（57%）、

外部大学が41名（37%）の進学率

となった。 

・スプリング・サマーゼミに加え

ウィンターゼミも新設し、直前ま

で受験をサポートした。 

イ  ・4回（希望者には6回）の模試

の自己分析をもとに、面談等を通

じて改善点・伸長点を明らかに

し、生徒の成長を支援する。 

 ・毎回の模試で振り返り指導を

行った。 

ウ  ・共立女子大学・短大個別相談会

を実施する。 

 ・予定通り実施し、特にビジネス

学部の内容説明に力を入れた。 

エ  ・特に推薦・AO入試を志望する生

徒には、小論文・面接指導、大学

入学前教育を実施する。 

 ・予定通り実施した。特に面接指

導は、進路指導部、高校3年教員

のみならず多くの先生方の協力

を仰ぐことができた。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 20％ 

【評価指標③】共立女子大学・短期大学の教学面での魅力を伝え、志望者をサポートする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・共立女子大学・短期大学の教学

面での魅力を伝え、志望者をサ

ポートする。 

・高校2年次において、学部別説

明会（講演会）を開催し、生徒及

び保護者に魅力を伝える。 

・共立女子大学個別説明会、共立

女子大学講演会を通して概要や

魅力を伝えた。90人の生徒が個々

にオープンキャンパスに出向き、

デモ講義にも参加している。 

・予定通り実施した。特に新設の

ビジネス学部の内容が具体化さ

れたことにより、関心を示す生徒

が増えた。 

イ  ・2018年度は、共立女子大学・短

期大学のオープンキャンパスへ

の参加は 99 人であったが、2019

年度は、100名以上となるように、

促していく。 

 ・オープンキャンパスには約 90

人の生徒が参加した。 

ウ  ・共立女子大学・短期大学での学

びに円滑に移行できるよう、推薦

で入学をする生徒を中心に、アド

ミッション・ポリシーを踏まえた

事前学習を実施する等、高大連携

を強化する。 

 ・推薦入試入学者を対象に入学前

学習を課し、大学入学後の学習が

スムーズに進められるように指

導した。 

【評価指標④】2021年度入試からの新基準に沿った新入試制度対策を実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2021 年度入試からの新基準に

沿った新入試制度対策を実施す

る。 

・現在の針路プログラムを見直

し、2020年高大接続改革に効果的

に対応できるよう改善する。 

・新システムの中心となる部分は

見送りとなったが、生徒には動揺

することがないよう指導した。 

・大きな見直しを行うことはでき

なかった。 

イ  ・小論文模試を体系的に実施し、

書く力、表現する力を養成する。 

 ・高校1年1回、高校2年2回、

高校3年1回実施した。添削指導

者による講演会を高校1年、高校

2年で実施した。 

ウ  ・内外の研修・セミナーに積極的

に参加し、最新の情報をいち早く

把握するとともに、教員・生徒・

保護者へ情報の提供・共有に努め

る。 

 ・進路指導部主任、副主任、高校

3 年担任を中心に約 20 回の研修

に参加した。 

エ  ・学習の努力目標として各種検定

（英語検定、漢字検定、数学検定、

歴史検定等）の受験を勧め、基礎

学力の定着を促す。 

 ・例年以上に多くの生徒が各種検

定を受験した。 

【評価指標⑤】学校評価に関わる生徒アンケートによる「大学進学に向けての相談・指導体制が整っている」の設問に

ついて、「そう思う」以上を 90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・生徒アンケートによる「大学進

学に向けての相談・指導体制が

整っている」の設問について、「そ

う思う」以上を90％以上にするこ

とを目指す。 

・2019 年度は 90％（2017 年度

77％、2018 年度 72.5％）にする

ため、学年集会における進路説明

会・講演会を積極的に実施する。 

・「そう思う」以上が65.3%と大幅

に下がった。入試改革の変更・見

送りに関する説明対応が不十分

であった。 

・新高校2年3学期に、受験への

意識改革を目指して外部から講

師を招いて講演会を実施した。 

イ  ・面談等には、生徒の相談に丁寧

に向き合いながら、進路状況冊子

を活用し、卒業生の詳細な進路状

況を伝える等、きめ細やかに指導

する。 

 ・各担任が年間複数回面談を実施

している。 

ウ  ・学年主任・担任・進路指導部主

任副主任からなる大学合格サ

ポートチームを組み、複数の目で

個々の生徒の出願指導を行う。 

 ・高校3年次、2学期に2回実施

した。 
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2019年度時点 40％ 

【評価指標⑥】学校評価に関わる保護者アンケートによる「大学進学に向けての相談・指導体制が整っている」の設問

について、「そう思う」以上を90％以上にすることを目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・保護者アンケートによる「大学

進学に向けての相談・指導体制が

整っている」の設問について、「そ

う思う」以上を90％以上にする。 

・2019 年度は 90％（2017 年度

87％、2018 年度 87.2％）にする

ため、保護者会における進路説明

会、保護者面談を通じて各学年に

応じた最新の情報を的確に発信

する。 

・保護者アンケートによる「大学

進学に向けての相談・指導体制が

整っている」の設問について、「そ

う思う」以上を87.3％であった。 

・英語民間試験、共通テストにお

ける記述問題の導入について、タ

イムリーに情報を提供した。 

イ  ・進路状況冊子や進路通信を通じ

て、これまでの卒業生の進路デー

タをより分かりやすく説明・提供

する。 

 ・保護者会を通して例年通り実施

した。 

ウ  ・保護者からの要望などをできる

限り取り入れ、より的確な進路情

報を提供する。 

 ・今後の流動的な進学システムを

考え、高校1年の保護者には直接

進路指導部あてに連絡をとるこ

とができるようにした。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 60％ 

2019年度時点 40％ 

Ⅲ－５．管理運営 
   目標 

     ビジョンの達成に向けて、戦略的な企画立案、機動的な意思決定および執行をおこなう。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

中高・二中高・幼稚園将来構想専門委員会 八王子事務室 

【評価指標①】学園の経営課題や共立女子第二中学校高等学校の課題について教職員一人ひとりが迅速かつ正確に共有

し、魅力ある学校づくりに教職員一体となって取組む。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・校長のリーダーシップにより、

共立女子第二中学校高等学校に

おける諸課題を解決するため全

教職員が一体となって取り組む。 

・拡大職員会議（非常勤講師を含

めた全体会）を年度の中間（夏休

みの最終日）にも組み込み、学習

指導・生活指導等現状の問題点に

ついて情報を共有する。 

・主任会・職員会議を通じて常に

周辺地域・学園財政の状況など最

新情報を共有した。広報関連で

は、教員全員で分担し、約300の

中学校を訪問した。 

・4月 4日と 8月 30日に拡大職

員会議を実施し、運営方針の確

認、生徒に関する情報の共有、教

科研修を行った。 

イ  ・中学各学年における学期ごとの

学習状況を把握するため、教科担

当者の連絡会議を開催し、よりき

め細かな指導が可能となるよう

情報を共有する。 

 ・年間3回実施の成績会議に合わ

せ、学年・教科間の連携を学年会

を通じて実践した。 

【評価指標②】入学者数に則したカリキュラム改革を実施し、人件費の抑制に努める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2018 年より刷新した高校カリ

キュラムに基づき、人件費の抑制

に努める。 

・教育の質を保証しつつ、カリ

キュラムの合理化に努め、適切に

人事計画を進めていく。 

・高校2年生（在籍150人）にお

いて、内進生と高入生を混合しク

ラス数を5クラスとした。また、

2018年度と比較し、4千万円ほど

教員人件費を抑制した。 

・先取り教育から基礎固めを重視

するシラバスに転換し、授業の合

理化を行った。 

【評価指標③】併設校間の教員の人事交流を促進する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2019 年度の併設校間の教員人

事交流計画を実行する。 

・教員の人事交流を適切に行うた

めの体制を整える。 

・共立女子中学高等学校と共立女

子第二中学校高等学校それぞれ

の退職者状況および教科運営の

観点から、2020年度に向けては人

事交流を行わないこととした。 

・アンケートや面接を通じ、教員

個々の意向を把握し、人事面の基

礎資料とした。 
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2019年度時点 100％ 

2019年度時点 100％ 

2019年度時点 80％ 

 

Ⅳ．共立大日坂幼稚園 
 

Ⅳ－１．園児確保 
   目標 

     教育課程・教育指導の改善充実、入園者選考方法の改善等を通じて、志願者を増加させる。 

   

主となる委員会・会議 主となる事務局 

入園考査関連委員会 ― 

【評価指標①】共立大日坂幼稚園について、入学定員を確保する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・入園定員を確保する。 ・園児募集のための効果的な広報

（幼稚園案内パンフレット作成、

ホームページをリニューアルし

定期的にトピックス更新）を行

う。 

・入園定員を確保した。 ・幼稚園案内パンフレットをリ

ニューアルし、ホームページト

ピックスの更新を51回実施した。 

イ  ・地域の未就園児を取り込んだ活

動（園庭開放を年 12 回、絵本の

読み聞かせを年8回、体験入園2

回）を実施する。 

 ・園庭開放は 9 回実施し(雨天中

止 3回)延べ参加組数は 210組、

絵本の読み聞かせは8回実施し延

べ参加組数は169組、体験入園は

2 回実施し参加組数は 117 組で

あった。 

ウ  ・卒園生やその保護者も取り込ん

だ募集活動（説明会や保育見学

会）を5回実施する。 

 ・卒園生保護者 10 人が案内係を

務めた説明見学会を7回実施し延

べ参加組数は156組であった。。 

【評価指標②】定員に満たない年次は、積極的に転編入を受け入れることを目標にする。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・園児数が定員に満たない年次は

積極的に転編入を受け入れる。 

・情報をホームページで明らかに

する他、文京区の園児募集状況

（文京区私立幼稚園連合会の

ページ）を活用し、募集している

ことを明らかにしていく。 

・定員数であったが、近隣転居者

を受け入れた。 

・近隣に転居してきた編入者3人

を受け入れた。 

【評価指標③】教育理念に共感する志願者を獲得するために効果的な広報計画を実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・ホームページ、案内パンフレッ

トを用いた効果的な広報、特に春

から夏にかけての広報を充実さ

せる。 

・幼稚園案内パンフレットや広報

紙で教育について掲載し効果的

に広報する。 

・幼稚園案内パンフレットを夏に

作成し、夏の説明見学会で配布し

た。 

・幼稚園案内パンフレットの写真

を差し替え、作成したものを説明

会で配布した。 

イ ・未就園児用の活動の認知度を高

め、志願者に結び付ける。 

・ホームページのトピックスを年

50回あげる。 

・未就園児の活動についてホーム

ページ上での申し込み受け付け

を開始した。 

・ホームページ上でトピックスを

51回あげ、未就園児活動申し込み

登録が330組あった。 

ウ ・ホームページのページビュー

数、ページ別訪問数、平均ページ

滞在時間を 2018 年度より増加さ

せる。 

・ホームページ閲覧数を元に検証

を行い、リニューアルする。 

・ホームページのビュー数、滞在

時間共に約5%増加した。 

・ホームページリニューアルのた

めに改善点を示し、分かりやすい

ものとした。 

エ  ・未就園児活動のチラシ配布等で

情報発信する。 

 ・未就園児活動についてのチラシ

を120枚配布した。 

オ  ・地域の未就園児のための園庭開

放や絵本の読み聞かせを通し園

児の姿や活動について、園内ボー

ドに掲出する。 

 ・園児の活動 35 項目について、

写真と共に活動紹介文を園内

ボードに掲示した。 
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2019年度時点 100％ 

2019年度時点 90％ 

2019年度時点 90％ 

Ⅳ－２．教育の質 
   目標 

     新幼稚園教育要領を踏まえ園児が生きていくための力を育む。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

幼稚園教員会 ― 

【評価指標①】新幼稚園教育要領を踏まえ、「遊び」を通しての指導や就学前教育を取り入れた教育を徹底する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・教育力を上げ、保護者からの支

持を獲得する。 

・保護者との懇談会を実施し教育

について意見交換し、検証する。 

・学校評価アンケートを実施し

た。 

・保護者会懇談会では、園の教育

活動や家庭教育について意見交

換した。 

イ ・学校評価アンケートを実施し、

「教育方針や目標がしっかりし

ている」については、「そう思う」

以上を98％で維持し、「教育方針

にそって保育実践がなされてい

る」については、「そう思う」以

上を90％以上で維持していく。 

・カリキュラムに沿った日々の保

育についての意見交換、日常的な

保育内容研究を継続する。 

・「教育方針や目標がしっかりし

ている」については、「そう思う」

以上は 98%であり、「教育方針に

そって保育実践がなされている」

については、「そう思う」以上が

94%であった。 

・保育について学年での意見交換

会を行い、保育研究を継続した。 

ウ  ・保護者アンケートを実施し教育

についての評価を検証する。 

 ・教育についての評価を検証し

た。 

【評価指標②】園児の活動・行事・生活それぞれについて幼稚園教育要領の中の「幼稚園教育の基本」が推進されてい

るのかを検証する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学校評価のアンケート、「教師

は、遊びを大切にし、発展させ、

豊かな学びを促している」につい

て、「そう思う」以上を96％以上

で維持する。 

・計画的に教員会を実施し、行事

や活動について検証を重ねる。 

・学校評価のアンケート、「教師

は、遊びを大切にし、発展させ、

豊かな学びを促している」につい

て、「そう思う」以上は、97%であっ

た。 

・教員会を 32 回実施し、学期ご

との反省会では、行事と活動につ

いて取り上げ検証した。 

イ  ・各学年の保育参観を実施し、感

想を集約する。 

 ・各学年で保育参観を実施しアン

ケートの提出率は100%であり、感

想を集約した。 

ウ  ・アンケートの検証結果をホーム

ページ上で公表する。 

 ・学校評価保護者アンケート結果

を今後ホームページにて示す。 

【評価指標③】教育活動との関係性を配慮しつつ、社会の動向、文京区の要請等を把握し、地域・社会との連携策を実

施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・園庭開放、絵本の読み聞かせ

の内容充実を図り、各活動の参

加者数を増加させ、定着させ

る。 

・「文京区子育てフェスティバ

ル」に参加し、共立大日坂幼稚

園の教育について展示する。 

・地域の未就園児へ内容が充実

し参加者増加に繋げた。 

・9月1日の「子どもフェスティ

バル」に参加し、園情報を展示

した。 

イ  ・園庭開放を年11回、絵本の読

み聞かせを年6回実施し、内容

について検証する。 

 ・園庭開放は9回、絵本の読み

聞かせを8回実施した。 

ウ  ・夏休み中に園庭開放1回、教

員による絵本の読み聞かせを2

回ずつ実施し、内容についても

検証する。 

 ・夏の園庭開放は猛暑で実施せ

ず、教員による絵本の読み聞か

せを2回実施した。 

エ  ・地域の文京福祉センター内子

育て広場と活動予定を共有し情

報提供する。 

 ・地域の文京福祉センター内子

育て広場と活動予定を共有し、

情報提供した。 

 
  



- 62 - 
 

2019年度時点 80％ 

2019年度時点 90％ 

2019年度時点 90％ 

 
Ⅳ－３．教育力 

   目標 

     教育力を向上させて、園児一人ひとりの健やかな成長を促す。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

園内研修検討委員会 ― 

【評価指標①】様々な領域を踏まえた計画的な園内研修システムや教員相互が評価し合う研究保育や学外での教員研修

の充実を図る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・計画的に園内研修を実施する。 ・年間テーマに沿った園内研修を

年5回実施する。 

・計画的に園内研修を実施した。 ・園内研修を4回実施し、成果を

まとめ、実践学会で発表した。 

イ ・共立女子大学家政学部児童学科

と事例研究を実施し教員間の教

育力を共有する。 

・研究保育を年１回実施する。 ・共立女子大学家政学部児童学科

と連携し園内研修についてまと

めた。 

・園内事例発表研究会を 12 月に

実施し、共立女子大学児童学科教

員7人が参加した。 

ウ  ・様々な分野の外部研修会に参加

する。 

 ・外部の研修会には述べ8回の研

修会に参加した。 

 

Ⅳ－４．保護者との連携・協力 
   目標 

     共立大日坂幼稚園で園児が心から安心して過ごすために、保護者と温かな関係を築き絆を深める。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

幼稚園教員会 ― 

【評価指標①】保護者懇談会や保護者アンケートを実施し、改善点や検討課題を保護者会で共有することを通じて、保

護者からの高い支持の獲得を目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学校評価の中で保護者アンケー

トの提出率を88%以上にする。 

・園長懇談会を年1回実施し、意

見集約し改善点を検討する。 

・学校評価アンケートの提出率は

80%であった。 

・園長懇談会を 6月 20日に実施

し、意見集約した。 

イ ・園で行う教育全般について満足

度調査を実施し、「おおむね満足

している」以上を85％以上にする

ことを目指す。 

・各学年保護者会を実施し、意見

集約し改善点を検討する。 

・満足度については、「おおむね満

足している」が、100%であった。 

・保護者会を各学年で実施し、出

された意見について職員会で話

し合った。 

ウ  ・学校評価の中で保護者アンケー

トを実施し、保護者からの意見を

集約し改善点を検討する。 

 ・学校評価保護者アンケートを実

施し、自由記述欄で挙げられた意

見について改善点を話し合う。 

エ  ・園で行う教育全般について満足

度調査を実施する。 

 ・学校評価保護者アンケートを実

施し、「幼稚園の生活に満足して

いる」について「そう思う」以上

が100%であった。 

【評価指標②】個人面談やグループ面談などの場を設け、子育て支援に努める。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・子育てに関する情報を共有す

る。 

・保護者会を学年毎に年 2回実施

する。 

・計画的な実施の他、常に要望が

あればその都度受け入れた。 

・学年保護者会、親睦会を年間5

回ずつ実施した。 

イ ・個人面談を実施し、各保護者の

考え方を享受しながら子育て支

援に繋げる。 

・個人面談を年 3回、新入園児に

ついては年4回実施する。 

・個人面談を計画的に実施し、各

保護者と子育てについて共有し

た。 

・個人面談は、年に各学年4回ず

つ実施した。 

ウ  ・個人的に面談の要望があれば、

その都度受け入れ対応する。 

 ・個人的な面談の要望に応じ各教

員が対応した。 
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2019年度時点 80％ 

 
Ⅳ－５．管理運営 

   目標 

     ビジョンの達成に向けて、戦略的かつ機動的な管理運営をおこなう。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

中高・二中高・幼稚園将来構想専門委員会 ― 

【評価指標①】学園の経営課題や共立大日坂幼稚園の課題について教職員一人ひとりが迅速かつ正確に共有し、魅力あ

る幼稚園づくりに教職員一体となって取組む。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・全専任教員が情報共有できる環

境を整える。 

・各委員会に出席し課題を検討

し、学園と連携しながら改善を図

る。 

・全教員が情報共有できる環境を

整えた。 

・安全について共立女子学園管財

課とも連携を図り、ブロック塀の

更新、学校110番増設に繋げた。 

イ  ・必要があれば年１回～2回の意

見交換会を実施する。 

 ・併設校の情報交換会に出席し、

課題について検討した。 

ウ  ・幼児教育無償化について公定価

格が定まった後、幼稚園の保育料

について検討していく。 

 ・幼児教育無償化が開始された

が、検討には至らなかった。 
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2019年度時点 50％ 

2019年度時点 50％ 

2019年度時点 100％ 

Ⅴ．共立女子学園 
 

Ⅴ－１．財政 
   目標 

     堅実な経営基盤を維持・向上させるために必要な財務戦略を立案・実行する。 

    

主となる委員会・会議 主となる事務局 

財政運営会議 財務課 

【評価指標①】マスタープラン達成に必要な資源を確保し、財政的な支援を行う。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・サポーターズ募金の個人からの

寄付金額 1,000 万円を目標とす

る。 

・寄付金における税制優遇措置と

して税額控除制度を導入する。 

・101件、52,558,009円の寄付金

があった。そのうち個人からの寄

付は、97 件、10,608,009 円で目

標額を達成した。 

・税額控除対象法人の証明を受け

るための基準を満たした。 

イ ・サポーターズ募金期間が、2020

年 8 月までとなっているため、

2019 年度内に新たな募金事業を

策定する。 

・効果的な広告を追及する。（刊

行物、ホームページの更新） 

・他大学の募金制度の情報収集な

どを行い、立案検討を行っている

が、委員会などに諮るまでには至

らなかった。 

・ホームページおよび学園報で案

内、更にパンフレットを作成し、

櫻友会・高校同窓会を通して郵

送、また家族懇談会で配布した。 

ウ  ・使途を明確にした新たな募金事

業を策定し、2020年から立ち上げ

る。手法の一つとして、クラウド

ファンディングの応用可能性を

調査する。 

 ・他大学の事例を調査した。 

【評価指標②】適切に収入を確保し、必要な支出について検証し、収支均衡を目指した予算を策定する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・補助金、寄付金収入は 2018 年

度実績以上を目指す。 

・ビジネス学部（仮称）を踏まえ

た収入予測を再試算し、財政年次

計画を策定する。 

・補助金収入は、2018年度比 約

0.7%増の1,838,293,243円であっ

た。寄付金収入は、2018年度比 約

5.8%減の82,134,376円であった。 

・ビジネス学部を含めた学納金収

入予測を示し、2020年度予算編成

を行った。 

イ ・収入規模に応じた適正な支出規

模となる収支均衡予算を策定し、

管理・遂行する。具体的には、事

業活動収支における収支差額比

率0％以上の予算を策定する。 

・情報機器を含む施設設備計画に

おいては、2022年度までの資金計

画を立案し、投入資金の平準化を

行う。 

・事業活動収支における収支差額

比率0.4%の予算を策定した。 

・立案した5年間の資金計画に基

づき、予算を策定した。 

ウ  ・人事評価制度・給与制度導入に

よる人件費シミュレーションを

行う。 

 ・人事評価制度の試行を実施した

が給与制度は未着手のため、人件

費シミュレーション策定には至

らなかった。 

エ  ・上記を踏まえ、財務指標（経常

収支差額比率）数値目標の見直し

を行う。 

 ・人件費シミュレーションを策定

できなかったため、見直しを行わ

なかった。 

【評価指標③】学園の永続維持を果たすために、基本金組入前当年度収支差額を収入超過にする。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・決算において、基本金組入前当

年度収支差額を収入超過とする。 

・評価指標②を確実に履行し、到

達目標を達成する。 

・決算において、基本金組入前当

年度収支差額が311,545,716円収

入超過となった。 

・評価指標②を確実に履行し、到

達目標を達成した。 
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2019年度時点 30％ 

【評価指標④】共立女子第二中学校高等学校の財政状況を踏まえて、収支改善方策を検討する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・学園の運営方針を共有し、共立

女子第二中学校高等学校予算の

縮減につとめ収支改善を図る。 

・共立女子第二中学校高等学校の

収支改善を実施するため、経費節

減による支出のスリム化を行い、

引き続き今後のあり方について

学園としての方針検討を進める。 

・入学者数増加を目標に、第二高

校で新たな給付奨学金制度を策

定し、2020 年度は 153 人の入学

（うち奨学生は33人）となった。

奨学生の入学は 28 人増であった

が、入学者数合計は前年比 27 人

減であった。 

・共立女子第二中学校高等学校の

財政状況を分析した。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 60％ 

2019年度時点 80％ 

Ⅴ－２．人事 
   目標 

     学園の発展や中期計画の達成のため、教職員がやり甲斐を持ちながら能力を生かし活躍できる人事施策を推

進する。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

学園将来基本構想委員会 人事課 

【評価指標①】教職員が意欲と能力を十分発揮できるよう、財政状況を踏まえた新しい人事・給与制度を導入する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・事務局職員において人事評価制

度を試行実施し、評価制度を確立

する。 

・評価結果を任用や給与等の人事

管理に活用する本格実施に向け

て、制度の修正や評価者のスキル

向上研修を実施し制度の共通理

解を図る。 

・事務局職員において人事評価制

度の試行を実施し、年間フローの

確認を行った。 

・人事評価制度の全体概要に関す

る説明会及び評価者研修を実施

し制度の共通理解を図った。結果

を踏まえ、課題の抽出を行い、

2020年度の本格運用に備えた。 

イ ・2020 年度の実施を目指して事

務局職員の給与制度（昇給・昇任、

基本給、手当、賞与等）の改善案

を策定する。 

・人事制度検討委員会において、

外部コンサルタントと連携して

給与制度の見直しを検討する。 

・事務局職員において、評価制度

に連動した給与制度項目の検討

を行った。 

・人事評価制度を通して職員の役

割を明確にし、役職・資格に応じ

た業務内容を明らかにした。給

与・処遇制度の検討に着手した。 

ウ ・事務局の人事異動時期を変更す

る。 

 ・管理職は4月1日、一般職員は

5月1日異動を実施した。 

 

【評価指標②】多様な雇用・就労形態による人材活用、高い専門性を持つ専任職員の採用、働き方改革等、新たな職員

の採用を含んだ職員採用計画を策定し、実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新卒・既卒合わせて5名程度の

採用を確保する。 

・次年度以降の退職者予定者や職

員の年齢構成を踏まえて職員採

用計画を策定する。 

・新卒5人、経験者3人の採用に

至った。 

・退職者および職員の年齢構成、

さらに新たな業務などを考慮し、

職員採用計画を策定した。 

イ ・専門業務人材の採用方針及び嘱

託職員採用や登用方針を定める。 

・採用予定人員を確実に確保する

ため、新卒採用活動内容の充実を

図る。 

・職務と責任を限定し、特定業務

で専門知識や経験を生かす「職務

限定職員」制度を新設した。 

・新たな求人サイトを利用すると

ともに、説明会の内容の充実を図

り、新卒者5人の採用に至った。 

ウ ・多様な働き方を支援するため、

フレキシブル・ワークの導入を検

討する。 

・既卒求人は、求める業務や能力

を明確にして採用活動を行う。 

・フレキシブルワーク導入の検討

は未着手である。 

・担当業務を明確にし、経験者採

用を実施した。結果3人の採用と

なった。 

エ  ・専門業務人材及び嘱託職員の職

務要件の整理や採用後の評価、専

任職員への登用制度の導入など

の検討を行う。 

 ・厚生労働省の基準をもとに嘱託

職員の職務評価を実施し、職務内

容の現状把握を行った。「職務限

定職員」制度を新設した。 

オ  ・フレキシブル・ワークの先進事

例について調査を行う。 

 ・他大学の状況のヒアリングを

行った。 

【評価指標③】資質向上と組織力強化のため、全専任教職員を対象とした FD・SD研修会等を実施し、全専任教職員の参

加を目指す。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・全専任教職員を対象としたFD・

SD研修会等を実施し、全専任教職

員の参加を目指す。 

・職員研修に関する規程に基づき

職員研修を実施する。 

・職員研修に関する規程に基づ

き、体系的な研修を実施し、全職

員はいずれかの研修に参加した。 

・階層別・業務遂行関連・能力開

発など職員研修に関する規程に

基づき、体系的な研修を実施し

た。 

イ  ・2020 年度からの評価制度に連

動した研修計画を策定する。 

 ・目標管理を実質化するために規

程に添った 2019 年度の研修計画

を策定した。中堅職員を対象に

リーダーシップ研修を実施した。 

ウ  ・自発的な能力開発を促進するた

め自学型研修を実施する。 

 ・自学型研修を実施し、業務関連

資格取得を目指した研修に5人、

業務遂行における研鑽を図るた

めの研修に1人の参加があった。 

エ  ・FD委員会との連携を図り、FD・

SD研修を確実に実施する。 

 ・FD委員会と連携したFD・SD研

修の実施には至らなかった。 
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2019年度時点 50％ 

2019年度時点 40％ 

2019年度時点 30％ 

2019年度時点 40％ 

【評価指標④】事務局の業務を業務委託の活用も含めて見直し・整理し、事務局組織の最適化を図る。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・2020 年度に事務局再編を目指

し再編案を決定する。 

・2015 年に検討した事務局再編

案に基づいて人事制度検討委員

会で検討する。 

・事務局再編案を検討中である。 ・事務組織改編検討ワーキング

チームを組織し、改編案フレーム

を策定した。 

イ ・全学教育推進センター（仮称）

設置（1－4．学修支援授業支援と

連動） 

・事務局再編に合わせ業務の効率

化を図るため、専任職員と非専任

職員の業務役割の見直しや外部

委託可能な業務の検討を行う 

・全学教育推進センターと事務組

織の関連について検討し、当該セ

ンターの事務業務を担当する部

署を明確にした。 

・専任職員と有期職員の業務役割

を整理するため、厚生労働省の職

務評価を行い、専任職員と有期職

員の業務役割の見直しを行った。 

ウ ・アドミッションオフィスの設置

（1－1学生確保に連動） 

・全学教育推進センター（仮称）

及びアドミッションオフィスを

設置するため、関係部局と協議を

行い、職務内容や人員配置につい

て検討する。 

・アドミッション・オフィスの設

置に向けた検討を行っている。 

・事務局改編ワーキングチームで

改編案を策定する上で、将来的に

アドミッションオフィスが設置

された場合を見越した検討と確

認を行った。 

【評価指標⑤】共立女子大学・短期大学の教育課程等を踏まえ、新しい基本教員数を定める。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新たな基本教員数を検討する。 ・各学部の教員組織の状況と財政

状況を踏まえ、新たな基本教員数

の検討を進める。 

・学長執行部および関係部署と基

本教員数についての確認を行っ

た。 

・学長執行部および関係部署と基

本教員数についての確認を行っ

た。 

【評価指標⑥】共立女子大学・短期大学の学部・科の特性や助手の業務実態を踏まえて、助手の適正人数を定める。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・各学部別の助手枠を新たに検討

する。 

・助手業務のあり方および財政状

況を踏まえ、各学部別に適正人数

の検討を行う。 

・各学部・科の特性を踏まえ、学

長執行部と関連部署と検討を開

始した。 

・各学部・科ごとに現状を把握す

るため、助手業務の洗い出しを

行った。 

【評価指標⑦】共立女子第二中学校高等学校の生徒数の減少を踏まえ、カリキュラム編成の見直しに則した教員数にし、

共立女子中学高等学校との人事交流を促進する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・新カリキュラムの年次進行に即

して共立女子中学高等学校との

人事交流を行い、教員数の適正化

を図る。 

・共立女子第二中学校高等学校の

生徒数の動向及び退職者の状況

を踏まえ、次年度の人事交流を検

討する。 

・共立女子第二中学校高等学校の

現状と教育力の維持を考慮し、両

校長と人事交流についての検討

を行った。 

・退職者の状況と、第二中学校高

等学校の生徒数および教科運営

の状況を踏まえ、今年度は人事交

流を行わなかった。 
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2019年度時点 40％ 

2019年度時点 60％ 

2019年度時点 40％ 

Ⅴ－３．施設設備 
   目標 

     教育研究の維持向上と学生・生徒・園児の安全を確保するため、計画的に施設設備を整備し、環境整備を図

る。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

学園キャンパス整備検討委員会 管財課、情報センター事務室 

【評価指標①】神田一ツ橋キャンパスの施設設備について、長期的視点に立ったグランドデザインを策定する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・キャンパスグランドデザインの

原案を作成する。 

・「神田一ツ橋キャンパスグラン

ドデザイン検討委員会」で原案を

まとめるにあたり、専門業者に依

頼をし、プランの検証および学内

の意見の取り纏めを行う。 

・キャンパスグランドデザインの

原案を作成した。 

・神田一ツ橋キャンパスグランド

デザイン検討委員会のもとに

ワーキンググループを編成して

中長期的な視点での教育計画と

施設設備の課題について検討し、

専門業者の検討・検証結果と合わ

せて報告書にまとめた。 

【評価指標②】神田一ツ橋キャンパスの各号館について、中期的視点に立って毎年の設備更新計画（情報インフラ含む）

を策定し、適切に実施する。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・「情報機器更新ガイドライン」

を策定する。 

・ICT機器の更新計画時における

「情報機器更新ガイドライン

（案）」を策定し情報センター運

営委員会で検討を行う。 

・「情報機器更新ガイドライン」を

策定した。 

・「情報機器更新ガイドライン」に

おける原案の作成を行った。 

イ ・更新計画に基づき、ICT機器の

更新、アクティブ・ラーニングに

対応した机、椅子を更新する。 

・老朽化したＡＶ機器および机イ

ス等の什器を順次更新する。 

・更新計画に基づき、ICT機器の

更新、アクティブ・ラーニングに

対応した机、椅子を更新した。 

・神田1号館中高セミナールーム

の老朽化したAV機器などを更新。

神田 4号館図書室の AV機器の新

設と演習用什器を整備。新設した

中高自習室の机、椅子などの什器

を整備した。 

ウ ・ビジネス学部（仮称）開設に向

け、研究室等の整備および4号館

耐震補強工事を完了する。 

・ビジネス学部（仮称）設置に伴

う4号館耐震補強工事等、各種工

事を計画通りに進める。 

・ビジネス学部開設に向け、研究

室などの整備および4号館耐震補

強工事を完了した。 

・ビジネス学部設置に伴う4号館

耐震補強工事など、各種工事を計

画通りに進め、ビジネス学部を受

け入れるための施設設備整備を

完了した。 

【評価指標③】八王子キャンパスについて、必要不可欠な施設設備を確認し、今後の施設設備利用計画を策定する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・八王子キャンパスにおけるコン

ピュータ教室（2教室）の管理運

営方針を決定する。 

・八王子キャンパスにおけるコン

ピュータ教室（2教室）の統一化

の可能性について、情報センター

運営委員会で検討を行う。 

・八王子キャンパスにおけるコン

ピュータ教室の管理運営方針を

決定した。 

・八王子キャンパスにおけるコン

ピュータ教室の利用実態を調査

し、担当教員とヒアリングを行っ

た。 

イ ・把握した活用状況に基づき教育

活動および行事の優先順位で、施

設の使用範囲をまとめる。  

・2020 年以降の施設の使用範囲

について検討を行う。 

・把握した活用状況に基づき教育

活動および行事の優先順位で、施

設の使用範囲をまとめた。   

・2020 年以降の施設の使用範囲

について八王子事務室と連携し、

検討を行なった。 
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2019年度時点 20％ 

2019年度時点 40％ 

【評価指標④】八王子キャンパスの土地の売却処分を推進する。 

 事業計画 事業報告 

 到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・引き続きコンサルタント会社に

自治体や仲介業者への対応等を

委託し、売却を進める。 

・活用状況等を把握し、売却対象

となる土地の洗い出しを行いそ

の可否を検証する。 

・今年度は売却に至らなかった。 ・売却可能な土地について、価格

意見書を作成した。それぞれの土

地について、売却した場合の試算

をした。 

【評価指標⑤】各研修センターについて、今後の利用計画を策定する。特に、軽井沢・河口湖の研修センターについて

は、利用実態を把握し利用率の向上を図る。 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・軽井沢寮、河口湖寮の今後の在

り方と赤字削減のための施策を

策定する。 

・軽井沢寮、河口湖寮の運用につ

いて、委託業者や学内利用者への

ヒアリング等を行い赤字削減の

施策を検討し、次年度からの実施

に向け調整する。 

・軽井沢寮、河口湖寮の今後の在

り方を次年度に決めることに

なった。 

・軽井沢寮、河口湖寮について、

団体利用の状況を確認し、次年度

以降の運用について検証するた

めのデータをまとめた。 

イ ・杉並苑を解体し、その用地につ

いて教育目的での活用計画を策

定する。 

・杉並苑を解体し、その用地につ

いて、教育目的での活用を検討す

る。 

・杉並苑の解体を次年度に実施す

ることになった。 

・杉並苑解体後の活用について、

さまざまな角度から検討した。 
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2019年度時点 50％ 

2019年度時点 50％ 

Ⅴ－４．櫻友会・後援会・地域等との連携 
   目標 

     櫻友会・後援会・地域等との連携を通じて、各設置校の発展に寄与し、活動を支援する。 

  

主となる委員会・会議 主となる事務局 

― 総務課 

【評価指標①】学園と櫻友会・後援会・地域等との連携方策の点検・評価を行い、組織・運営の充実を図る。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・コスト削減を重視したアンケー

ト方法を策定、実行する。 

・櫻友会との事務連絡会を継続

し、アンケートの収集と分析を相

互に行う。 

・櫻友会や学園行事開催時に参加

者に対してアンケートを実施す

ることで、コストの削減を図っ

た。 

・櫻友会の要望に沿って事務連絡

会を実施し、相互の行事で実施し

たアンケート分析結果の共有を

行った。主に今後の行事に対する

要望を得た。 

イ ・催事に卒業生の参加協力を促

す。 

・学内で保有する卒業生のアン

ケート情報の確認や利用を図る。  

・櫻友会との連携強化を図り、学

内行事への卒業生参加が実現し

た。 

・学内のアンケート情報を確認し

た結果、年度ごとの対象者に偏り

があり、今後の利用は困難である

と判断した。 

【評価指標②】櫻友会との連携により卒業生ニーズを把握し、卒業生の満足度を高める施策を実施する。 

 

 事業計画 事業報告 

到達目標 活動概要 到達目標の結果報告 活動概要の結果報告 

ア ・櫻友会との務連絡会を継続し、

コスト削減アンケート方法を策

定、実行する。 

・学内関連部署と連携し学校施設

の利用を調整する。 

・櫻友会や学園行事開催時に参加

者に対してアンケートを実施す

ることで、コストの削減を図っ

た。 

・各関連部署との連絡調整を図

り、同窓会等の学校施設利用を櫻

友会ホームページから広報した。 

イ ・卒業生から要望の学校施設利用

（同窓会等）の実施システムを構

築する。 

・ホームカミングデイは、2019年

度学年暦の検討と合わせて計画

する。 

・卒業生の学校施設利用に係る申

請から使用するまでのプロセス

とその管理体制を明確化したシ

ステムを構築した。 

・開催日を共立祭初日である 10

月 19 日（土）に変更、そのほか

学部・科の希望により別日にも開

催した。内容の決定と広報が遅れ

たことにより、参加者は減少し、

140名であった。 

ウ ・ホームカミングデイは、過去2

年間の開催内容を総合的に分析

し、新しい開催方法を考え実施す

る。 

 ・これまでの日曜開催から、共立

祭（学園祭）初日である10月19

日（土）に変更し、記念講演を中

心に開催した。 

 

 

 

 

 

  



- 71 - 
 

３．財務の概要 
（１）決算の概要 
①貸借対照表関係 
ア）貸借対照表の状況と経年比較 

   

 

（単位：千円）

増減額 増減率(%)
① ② ②－① ②／①

資産の部

固定資産 48,498,011 49,049,356 551,346 101.1%
有形固定資産 33,681,780 32,798,855 △ 882,925 97.4%

土地 11,269,562 11,269,562 0 100.0%
建物 17,967,210 17,407,230 △ 559,981 96.9%
構築物 359,747 327,315 △ 32,432 91.0%
教育研究用機器備品 1,901,379 1,695,579 △ 205,800 89.2%
管理用機器備品 114,926 105,656 △ 9,270 91.9%
図書 1,977,660 1,988,712 11,053 100.6%
車輌 3,684 3,684 0 100.0%
舟艇 1,274 1,116 △ 158 87.6%
建設仮勘定 86,336 0 △ 86,336

特定資産 14,748,981 16,183,283 1,434,302 109.7%
第３号基本金引当特定資産 1,101,770 1,101,770 0 100.0%
退職給与引当特定資産 2,600,000 2,600,000 0 100.0%
減価償却引当特定資産 5,553,700 6,593,700 1,040,000 118.7%
施設拡充引当特定資産 3,667,900 3,934,341 266,441 107.3%
教育活動充実引当特定資産 1,556,400 1,675,400 119,000 107.6%
奨学基金引当特定資産 269,211 278,072 8,861 103.3%

その他の固定資産 67,250 67,218 △ 31 100.0%
保証金 499 499 0 100.0%
電話加入権 6,126 6,126 0 100.0%
有価証券 60,000 60,000 0 100.0%
長期貸付金 625 594 △ 31 95.0%

流動資産 4,119,347 4,064,453 △ 54,894 98.7%
現金預金 3,598,422 3,495,309 △ 103,112 97.1%
未収入金 467,861 485,326 17,465 103.7%
短期貸付金 110 338 228 307.3%
有価証券 48,070 77,189 29,118 160.6%
前払金 4,883 6,173 1,289 126.4%

資産の部合計 52,617,357 53,113,809 496,452 100.9%
負債の部／純資産の部

固定負債 4,296,477 4,188,683 △ 107,794 97.5%
長期借入金 249,990 166,660 △ 83,330 66.7%
退職給与引当金 3,966,187 3,941,723 △ 24,464 99.4%
預り保証金 300 300 0 100.0%
土地長期預り保証金 80,000 80,000 0 100.0%

流動負債 1,580,229 1,872,929 292,700 118.5%
短期借入金 83,330 83,330 0 100.0%
未払金 94,785 81,695 △ 13,090 86.2%
前受金 1,286,476 1,598,767 312,291 124.3%
預り金 115,637 109,137 △ 6,500 94.4%

負債の部合計 5,876,706 6,061,612 184,906 103.1%
基本金 51,441,300 51,780,417 339,117 100.7%

第１号基本金 49,584,530 49,923,647 339,117 100.7%
第３号基本金 1,101,770 1,101,770 0 100.0%
第４号基本金 755,000 755,000 0 100.0%

繰越収支差額 △ 4,700,649 △ 4,728,220 △ 27,571 100.6%
翌年度繰越収支差額 △ 4,700,649 △ 4,728,220 △ 27,571 100.6%

純資産の部合計 46,740,651 47,052,197 311,546 100.7%
負債及び純資産の部合計 52,617,357 53,113,809 496,452 100.9%
注） 千円単位で表示するに当たり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が

生じる場合がある。

科 目 名
前年度末 本年度末
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イ）財務比率の経年比較 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貸借対照表経年比較表

資産の部

    有形固定資産

　　特定資産

負債の部

純資産の部

純資産の部合計

※ 千円単位で表示するに当たり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合がある。

53,113,809
47,277,079 47,013,995 47,007,777 46,740,651 47,052,197

負債及び純資産の部合計 53,859,307 53,437,095 53,064,869 52,617,357

繰越収支差額 △ 1,042,264 △ 5,088,123 △ 4,766,781 △ 4,700,649 △ 4,728,220

基本金 48,319,343 52,102,118 51,774,558 51,441,300 51,780,417

科目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

負債の部合計 6,582,228 6,423,099 6,057,092 5,876,706 6,061,612

流動負債 1,787,893 1,786,872 1,608,703 1,580,229 1,872,929

固定負債 4,794,335 4,636,228 4,448,390 4,296,477 4,188,683

科目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

資産の部合計 53,859,307 53,437,095 53,064,869 52,617,357 53,113,809

流動資産 5,163,826 5,059,125 4,401,284 4,119,347 4,064,453

    その他の固定資産 69,484 67,574 67,110 67,250 67,218

34,582,227 37,127,626 35,411,277 33,681,780 32,798,855

14,043,770 11,182,770 13,185,199 14,748,981 16,183,283

2019年度

固定資産 48,695,480 48,377,969 48,663,585 48,498,011 49,049,356

(単位 千円）

科目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

全国
平均

純資産
総負債＋純資産

繰越収支差額
総負債＋純資産

基本金
基本金要組入額

固定資産
総資産

流動資産
総資産

総負債
総資産

固定負債
総負債＋純資産

流動負債
総負債＋純資産

固定資産
純資産

固定資産
純資産＋固定負債

運用資産※2－外部負債 ※3

経常支出

流動資産
流動負債

現金預金
前受金

運用資産
要積立額 ※4

※1　運用資産余裕比率の単位は（年）である。 ※2　運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券。

※3　外部負債＝借入金+学校債+未払金+手形債務。 ※4　要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第2号基本金＋第3号基本金。

2015 2016 2017 2019

87.8%

繰越収支差額構成比率 △ -1.9%

87.8% 88.0% 88.6% 88.6%

自己資金は
充実させているか

純資産構成比率 △

-9.5% -9.0% -8.9%

基本金比率 △

90.4% 90.5% 91.7% 92.3% 86.8%

97.3%

資産構成は
どうなっているか

固定資産構成比率 ▼

98.8% 99.0% 99.2% 99.5%

流動資産構成比率 △

8.7% 8.4% 7.9% 6.8%固定負債構成比率 ▼ 8.9%

9.6% 9.5% 8.3%

総負債比率 ▼ 12.2% 11.4%

流動負債構成比率 ▼

長期資金で固定資産は
賄われているか

固定比率 ▼

3.3% 3.3% 3.0% 3.5%3.0%

103.0% 102.9% 103.6% 104.2% 98.8%103.8%

△ 288.8%

93.5% 93.7% 94.5% 95.7%95.0%固定長期適合率 ▼

283.1% 273.6% 217.0%
負債に備える資産が

蓄積されているか

運用資産余裕比率※1 △ 1.6 1.3 1.5 1.6 1.8

『今日の私学財政：2019年度版』（医歯系法人を除く）から引用。

348.7%

積立率 △ 66.4% 53.7% 56.8%

285.9% 284.2% 294.1% 218.6%

58.8%

前受金保有率 △

61.2% 79.3%
運用資産の保有状況は

どうなっているか

2018

88.8%

-8.9%

99.4%

92.2%

7.8%

8.2%

（注）算出式は新基準（2015～）の財務比率算出式になっている。

全国平均、△は高い値が望ましい、▼は低い値が望ましい、については日本私立学校振興・共済事業団発行の

7.7% 13.2%

-14.3%

12.0% 11.4% 11.2% 12.2%

負債の割合はどうか

流動比率 260.7%

279.7%

91.7%

246.6%

5.4%

1.9
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図１ 貸借対照表の構成比率の経年推移 

 
 

【補足説明】 

貸借対照表の左側（借方）には、学校が有する固定資産、預金などの資産が表示される。学校法人が持っ

ているプラスの財産の一覧である。右側（貸方）には、財産の支払方法、言い換えれば資金調達方法が表

示される。負債は借入金等の「他人資本」、純資産は「自己資本」を表している。この貸借対照表は、会計

年度末時点での残高を示している。資金収支計算書、事業活動収支計算書が単年度の活動の集計であるの

に対し、貸借対照表は学校法人設立以来累計された資産、負債、純資産の残高を表している。 
グラフでは、各年度末時点の資産の合計を左の棒に、負債と純資産の合計を右の棒にて表示している。

この2本の積上げ棒グラフの高さの差が、毎年度累積された「繰越収支差額」となる。「資産の部」＜「負

債、純資産の部」となると翌年度への繰越収支差額がマイナスであるということになる。貸借対照表の翌

年度繰越収支差額は、事業活動収支計算書における翌年度繰越収支差額と一致する。 
 

（百万円）

（資産の部） 流動資産 その他の固定資産 特定資産 有形固定資産

基本金 流動負債 固定負債 繰越収支差額（負債、純資産の部）

33,682

51,441

14,749

△4,701

2018年度

34,582 37,128 35,411

△4,728

-10,000

2015年度 2016年度 2017年度 2019年度

10,000

0

△1,042

△5,088 △4,767

51,780
30,000

20,000

14,044
11,183 13,185 16,183

32,799

48,319 52,102 51,775

70,000

60,000

50,000

40,000

（資産の部）

（負債、純資産の部）
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 ②資金収支計算書関係 

 

ア）資金収支の状況と経年比較 

  
 

 

当年度の活動を通して、支払資金は1億3百万円減少し、翌年度への繰越支払資金は、34億95百万円となった。主な

科目における説明は、次の通りである、なお、説明文の順番は表中の説明番号と対応している。 
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【収入の部】 

1．学生生徒等納付金収入 

   予算比 99.9 ％の 82億 13百万円 

   （前年度決算比 △2億 22百万円） 

5 月 1 日現在の学生生徒園児数は、 7,851 名(前年
度比 228名減)であった。 

 
2 ．手数料収入 

   予算比 105.4％の 3億 2百万円 

   （前年度決算比 +7百万円） 

2020年度の志願者数は 11,314名(前年度比 443増)
であった。 

 
3．寄付金収入 

   予算比 85.9 ％の 82百万円 

   （前年度決算比 △5百万円） 

一般寄付金は28百万円、特別寄付金は54百万円で

あった。その内訳は、サポーターズ募金53百万円、

櫻友会1百万円、古本募金9万円となった。 
 
4．補助金収入 

   予算比 103.5 ％の18億38百万円 

   （前年度決算比 +12百万円） 

国庫補助金は、予算 6億 99百万円に対して、決算 
7億 12百万円であった。共立女子大学・短期大学で

は、私立大学等改革総合支援事業タイプ3に選定さ

れた。 
地方公共団体補助金は、予算 10 億 77 百万円に対

して、決算 11億27百万円であった。このうち併設

校の経常費補助金は、9億82百万円である。 
 

5．受取利息・配当金収入 

 予算比 101.6 ％の 1億43百万円 

   （前年度決算比 +10万円） 

第 3 号基本金引当特定資産運用収入は 39 百万円で

あった。 
 

6．雑収入 

   予算比 101.5 ％の3億 50百万円 

   （前年度決算比 △1億 37百万円） 

私立大学退職金財団交付金 2 億 13 百万円、私学財

団退職交付金97百万円を含む。 
 

7．その他収入 

   予算比 99.8 ％の 13億 45百万円 

（前年度決算比 △1億65百万円） 
特定資産 8 億 77 百万円を取崩し当年度の収入とし
た。その内訳は減価償却引当特定資産取崩収入2億
60 百万円、施設拡充引当特定資産取崩収入5億 36
百万円、教育活動充実引当特定資産取崩収入 81 百
万円である。 

 
特定資産により、神田4号館耐震補強工事、ビジネ
ス学部設置に伴う改修工事、神田本館水冷式パッ
ケージエアコン更新工事、神田本館中央監視装置更
新、その他ビジネス学部設置に伴う備品等整備、共
立女子中学高等学校職員室 PC のリプレース等を
行った。 
 

 
【支出の部】 

8．人件費支出 

 予算比 98.9 ％の 62億6百万円 

   （前年度決算比 △2億 64百万円） 

教員人件費45億 4百万円、職員人件費11億 78百

万円、退職金 4 億 94 百万円となり、前年度比較で

教員人件費は34百万円減、職員人件費は37百万円

減となった。 
 

9．教育研究経費支出 

   予算比 98.1 ％の 24億 53百万円 

   （前年度決算比 +33百万円） 

主な支出は、消耗品費、光熱水費、印刷費等各設置

校および事務局の経常的な教育研究経費である。 
 
10．管理経費支出 

 予算比 92.6 ％の 5億 92百万円 

   （前年度決算比 △74百万円） 

教育研究経費同様の経常的な管理経費である。 
 
11．施設関係支出 

   予算比 99.7 ％の 4億 31百万円 

  （前年度決算比 +1億89百万円） 

主な支出は、神田4号館耐震補強工事、神田本館水

冷式パッケージエアコン更新工事、神田4号館ビジ

ネス学部設置に伴う改修工事他である。 
 
12．設備関係支出 

   予算比 59.7 ％の 97百万円 

   （前年度決算比 △62百万円） 

教育研究用機器備品支出は、神田1号館・4号館の

教育環境充実のための機器備品他である。管理用機

器備品支出は、神田4号館ネットワーク構築費用他

である。 
 
13．資産運用支出 

   予算比 100.4 ％の23億40百万円 

   （前年度決算比 △1億 95百万円） 

特定資産へ 23 億 9 百万円を組み入れた。その内訳

は、減価償却引当特定資産へ 13 億円、施設拡充引

当特定資産へ8億円、教育活動充実引当特定資産へ

2億円、奨学基金引当特定資産へ9百万円等である。 
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イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 
 

活動区分資金収支計算書とは、資金収支計算書に記載される資金収入および資金支出の決算額を、教育活動（Ａ）、

施設整備等活動（Ｂ）、その他の活動（Ｃ）（主に財務活動）に区分して記載している。 

この区分経理は、企業会計のキャッシュ・フロー計算書に相当するもので、区分ごとの資金の増加や減少を明確

に表示する。教育活動資金収支差額（Ａ）は、学校の本来活動における収支差額でプラスになることが望ましい

と言われている。 

 

2019年度の主な施設設備等事項 
① 神田４号館耐震補強工事 
② 神田４号館ビジネス学部設置に伴う改修工事等 
③ 神田本館水冷式パッケージエアコン更新工事 
④ 神田本館14階文芸学部個人研究室化工事 
⑤ 神田本館中央監視装置更新工事 
⑥ 神田本館特別高圧電気設備消耗品交換工事 

 

資金収支経年比較表

（収入の部） (単位 千円）

（支出の部）

※ 千円単位で表示するに当たり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合がある。

科目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

手数料収入 231,688 256,359 275,116 295,390 302,170

学生生徒等納付金収入 8,334,621 8,640,911 8,660,248 8,434,620 8,212,920

補助金収入 1,991,949 1,670,526 1,779,189 1,826,367 1,838,293

寄付金収入 116,504 141,833 110,381 87,203 82,134

付随事業・収益事業収入 20,918 19,374 24,224 29,533 26,510

資産売却収入 30,000 0 201,374 54,000 0

雑収入 521,872 497,229 576,474 486,154 349,584

受取利息・配当金収入 143,648 94,036 128,640 142,465 142,561

前受金収入 1,489,680 1,487,962 1,295,305 1,286,476 1,598,767

借入金等収入 0 0 0 0 0

資金収入調整勘定 △ 2,342,432 △ 1,937,012 △ 2,057,477 △ 1,763,212 △ 1,771,803

その他の収入 2,991,701 5,378,626 1,626,481 1,510,026 1,344,971

収入の部合計 17,150,178 20,508,206 16,849,410 16,198,963 15,724,531

前年度繰越支払資金 3,620,028 4,258,362 4,229,457 3,809,942 3,598,422

人件費支出 6,956,092 6,764,849 6,702,731 6,469,243 6,205,538

科目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

管理経費支出 509,200 565,237 490,231 666,211 591,832

教育研究経費支出 2,453,708 2,705,398 2,499,263 2,420,052 2,453,252

借入金等返済支出 83,330 83,330 83,330 83,330 83,330

借入金等利息支出 13,333 11,666 10,000 8,333 6,666

設備関係支出 138,992 1,015,072 265,484 158,449 96,838

施設関係支出 1,864,624 3,134,315 182,270 241,629 430,862

その他の支出 155,348 91,024 90,445 120,001 107,882

資産運用支出 800,000 2,000,000 2,820,889 2,534,955 2,339,599

翌年度繰越支払資金 4,258,362 4,229,457 3,809,942 3,598,422 3,495,309

資金支出調整勘定 △ 82,811 △ 92,143 △ 105,173 △ 101,662 △ 86,578

支出の部合計 17,150,178 20,508,206 16,849,410 16,198,963 15,724,531
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活動区分資金収支計算書の経年比較 

 

 

(単位：千円)

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

学生生徒等納付金収入 8,334,621 8,640,911 8,660,248 8,434,620 8,212,920
手数料収入 231,688 256,359 275,116 295,390 302,170
特別寄付金収入 69,004 99,733 74,781 58,448 53,894
一般寄付金収入 47,500 42,100 35,600 28,755 28,240
経常費等補助金収入 1,599,151 1,670,526 1,745,185 1,738,527 1,662,150
付随事業収入 20,918 19,374 24,224 29,533 26,510
雑収入 521,872 497,229 576,474 486,154 349,584
教育活動資金収入計 10,824,755 11,226,232 11,391,627 11,071,427 10,635,470
人件費支出 6,956,092 6,764,849 6,702,731 6,469,243 6,205,538
教育研究経費支出 2,453,708 2,705,398 2,499,263 2,420,052 2,453,252
管理経費支出 502,582 565,237 490,231 665,437 591,832
教育活動資金支出計 9,912,382 10,035,484 9,692,224 9,554,732 9,250,622

912,373 1,190,748 1,699,402 1,516,695 1,384,848
△ 4,570 65,903 △ 276,251 65,717 454,780
907,803 1,256,651 1,423,152 1,582,412 1,839,628

施設設備補助金収入 392,798 0 34,004 87,840 176,143
施設設備売却収入 30,000 0 201,374 54,000 0
施設拡充引当特定資産取崩収入 176,000 675,000 382,669 532,000 536,000
減価償却引当特定資産取崩収入 1,617,000 2,717,000 328,000 349,000 260,000
教育活動充実引当特定資産取崩収入 658,000 1,469,000 93,000 59,000 81,000
施設整備等活動資金収入計 2,873,798 4,861,000 1,039,047 1,081,840 1,053,143
施設関係支出 1,864,624 3,134,315 182,270 241,629 430,862
設備関係支出 138,992 1,015,072 265,484 158,449 96,838
施設拡充引当特定資産繰入支出 400,000 800,000 1,100,000 1,100,000 800,000
減価償却引当特定資産繰入支出 400,000 1,000,000 1,300,000 1,200,000 1,300,000
教育活動充実引当特定資産繰入支出 0 200,000 200,000 200,000 200,000
施設整備等活動資金支出計 2,803,616 6,149,387 3,047,754 2,900,078 2,827,700

70,182 △ 1,288,387 △ 2,008,707 △ 1,818,238 △ 1,774,557
△ 375,487 12,057 350,016 23,735 △ 174,334
△ 305,305 △ 1,276,330 △ 1,658,692 △ 1,794,503 △ 1,948,891

602,498 △ 19,679 △ 235,540 △ 212,091 △ 109,263
奨学基金引当特定資産取崩収入 0 0 104 0 0
貸付金回収収入 1,310 510 1,710 510 110
特別寄付預り金受入収入 0 30 0 0 0
保証金受入収入 0 0 61 0 0
小計 1,310 540 1,875 510 110
受取利息・配当金収入 143,648 94,036 128,640 142,465 142,561
その他の活動資金収入計 144,958 94,576 130,515 142,975 142,671
借入金等返済支出 83,330 83,330 83,330 83,330 83,330
有価証券購入支出 0 0 15,460 31,173 31,090
奨学基金引当特定資産繰入支出 0 0 205,429 3,782 8,509
貸付金支払支出 600 0 0 250 307
預り金支払支出 5,241 8,807 135 14,762 6,500
保証金支払支出 0 0 107 0 0
特別寄付預り金支払支出 0 0 30 0 0
立替金支払支出 0 0 0 0 118
小計 89,171 92,137 304,491 133,297 129,854
借入金等利息支出 13,333 11,666 10,000 8,333 6,666
過年度修正支出 6,618 0 0 773 0
その他の活動資金支出計 109,121 103,803 314,490 142,404 136,520

35,836 △ 9,227 △ 183,975 571 6,150
35,836 △ 9,227 △ 183,975 571 6,150

支払資金の増減額(A)+(B)+(C) 638,335 △ 28,905 △ 419,516 △ 211,520 △ 103,112
前年度繰越支払資金 3,620,028 4,258,362 4,229,457 3,809,942 3,598,422
翌年度繰越支払資金 4,258,362 4,229,457 3,809,942 3,598,422 3,495,309

注） 千円単位で表示するに当たり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合がある。

科　　　目
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ウ）財務比率の経年比較 

 
 
 
 
 
 
図２．支払資金の増減額と活動区分ごとの収支差額経年比較 

 
【補足説明】 

その会計年度の事業活動によって生じたすべての収入と支出とその年度末時点における支払資金の増減事由を

説明する計算書が「資金収支計算書」である。資金収支計算書を組み替えて、資金の収入と支出を①教育活動、②

施設設備等活動、③その他の活動の 3つに区分した「活動区分資金収支計算書」では、学校法人経営において、①

教育活動でどのくらいの余剰資金を生み出しているかが重要であるとされている。 

このグラフでは、各年度の支払資金の増減額を左の棒グラフ（黒色）で表示し、その内訳として3つの区分それ

ぞれの収支差額をその右側①②③の棒グラフ（グレー）で表示している。 
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 ③事業活動収支計算書関係 
 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 
 

 
 

○基本金組み入れ額の内訳 

第1号基本金 3億39百万円の組入 (当年度取得に伴う組入) 

第2号基本金 当年度組入額なし  (将来取得する固定資産の取得に充てる預金等の資産の組入額) 

第3号基本金 当年度組入額なし  (学校法人共立女子学園国際交流基金) 

第4号基本金 当年度組入額なし  (恒常的に保持すべき資金として定められた額の組入額) 
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※事業活動収支計算書特有の科目について説明は以下のとおりである。 

 

【教育活動収支】 

 

＜収入＞ 

１．寄付金 

   予算比 91.5％の 88百万円 

   （前年度決算比 △5百万円） 

   寄付金には、現物寄付用品 541万円を含む。 

 

＜支出＞ 

２．人件費 

   予算比 99.0％の 61億 81百万円 

   （前年度決算比 △2億 20百万円） 

   人件費には、退職給与引当金繰入額 4億 67百万円 

   を含む。 

 

３．教育研究経費 

   予算比 98.8％の 38億 10百万円 

   （前年度決算比 △79百万円） 

   教育研究経費には減価償却額 13億 51百万円含む。 

 

４．管理経費 

   予算比 93.1％の 6億 23百万円 

   （前年度決算比 △68百万円） 

   管理経費には、減価償却額 32百万円を含む。  

【特別収支】 

 

＜収入＞ 

５．その他の特別収入 

   予算比 138.1％の 1億 80百万円 

   （前年度決算比 +85百万円） 

  現物寄付教育研究用備品368万円を、施設設備補助 

  金 1億 76百万円を含む。 

 

＜支出＞ 

６．資産処分差額 

   予算比 100.0％の 31百万円 

   （前年度決算比 △5億 62百万円） 

資産処分差額は、神田一ツ橋キャンパス各所改修等に

伴う建物処分差額 15百万円、機器備品、機械装置等

の更新による教育研究用機器備品処分差額 14百万円

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業活動収支は、事業活動収入計 109億64百万円、事業活動支出計 106億53百万円となった。基本金組入前当年

度収支差額は、3億12百万円の収入超過となった。また、基本金は 3億39百万円組入となり、翌年度への繰越収

支差額は、47億28百万円の支出超過となっている。 
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イ）財務比率の経年比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業活動収支経年比較表 (単位 千円）

科目

  学生生徒等納付金

  手数料

  寄付金

  経常費等補助金

  付随事業収入

  雑収入

    教育活動収入計

  人件費

  教育研究経費

  管理経費

  徴収不能額等

    教育活動支出計

教育活動収支差額

  受取利息・配当金
   その他の教育活動外収入

  教育活動外収入計

  借入金等利息
   その他の教育活動外支出

  教育活動外支出計

教育活動外収支差額

経常収支差額

  資産売却差額

  その他の特別収入

  特別収入計

  資産処分差額

  その他の特別支出

  特別支出計

特別収支差額

　基本金組入前当年度収支差額

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

　前年度繰越収支差額

　基本金取崩額

　翌年度繰越収支差額

(参考)

※ 千円単位で表示するに当たり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合がある。

事業活動支出計 12,198,638 11,600,557 11,581,460 11,582,166 10,652,723

事業活動収入計 11,368,245 11,337,473 11,575,241 11,315,040 10,964,269

△ 1,042,264 △ 5,088,123 △ 4,766,781 △ 4,700,649 △ 4,728,220
3,928,993 74,000 327,560 333,258 0

△ 4,140,864 △ 1,042,264 △ 5,088,123 △ 4,766,781 △ 4,700,649
△ 830,393 △ 4,119,859 △ 6,218 △ 267,126 △ 27,571

△ 830,393 △ 263,084 △ 6,218 △ 267,126 311,546
0 △ 3,856,775 0 0 △ 339,117

△ 548,089 △ 183,191 △ 352,117 △ 498,771 148,338
946,221 193,414 404,417 593,343 31,487

0

6,991 0 0 0

179,825
10,222 51,252 94,572 179,825

31,487

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

0 0 1,049 0

398,132 10,222 52,301 94,572
事
業
活
動

支
出
の
部

939,603 186,423 404,417 593,343
6,618

398,132

6,845
130,315 82,370 118,795 135,415 136,715

△ 282,304 △ 79,892 345,899 231,645 163,208

0 0 619 0 178

143,560
0 0 0 263 0

6,666

143,560教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

143,648 94,036 129,413 143,485

143,648 94,036 129,413 143,748
事
業
活
動

支
出
の
部

13,333 11,666 10,000 8,333

13,333 11,666 10,618 8,333

△ 412,619 △ 162,263 227,104 96,230 26,492
11,239,084 11,395,477 11,166,424 10,980,490 10,614,391

3,888,438 3,809,898
529,718 585,013 518,077 691,201 623,419

事
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動
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部

6,890,513 6,690,072 6,598,223 6,400,660 6,181,074
3,818,853 4,120,392 4,049,925

10,826,465 11,233,215 11,393,527 11,076,720 10,640,884

0 0 200 192 0

521,872 497,229 576,474 486,154 349,584
20,918 19,374 24,224 29,533 26,510

231,688 256,359 275,116 295,495 302,170
112,281 92,391

1,599,151 1,670,526 1,745,185 1,738,527 1,662,150

事
業
活
動
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部

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

87,549

教
育
活
動
収
支

8,334,621 8,640,911 8,660,248 8,434,620 8,212,920

118,214 148,816

全国
平均

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

学生生徒等納付金
経常収入

補助金
事業活動収入

寄付金
事業活動収入

人件費
経常収入

教育研究経費
経常収入

管理経費
経常収入

借入金等利息
経常収入

人件費
学生生徒等納付金

事業活動支出
事業活動収入-基本金組入額

経常収支差額
経常収入

収入と支出の
バランスは

とれているか

経常収支差額比率 △ -2.6% -0.7% 3.0% 2.1% 1.5%

（注）算出式は新基準（2015～）の財務比率算出式になっている。

2018

102.4%107.3% 153.6% 100.1% 100.3% 107.0%

0.2%

59.0%

基本金組入後収支比率 ▼

82.7% 77.4% 76.2% 75.3% 70.9%人件費依存率 ▼ 75.9%

借入金等利息比率 ▼

33.4%

4.5%

0.1%0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

5.2% 4.5% 5.8% 8.8%管理経費比率 ▼ 6.2%4.8%

34.7%34.8% 36.3% 35.1% 35.3%教育研究経費比率 △
支出構成は

適切であるか

人件費比率 ▼ 57.0%62.8%

0.8%1.1% 1.3% 1.0% 0.8% 2.1%
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学生生徒等納付金比率 ～

-2.4%-7.3% -2.3% -0.1%

15.4% 16.8% 12.6%

寄付金比率 △

補助金比率 △ 16.1%

全国平均、△は高い値が望ましい、▼は低い値が望ましい、〜はどちらともいえない、については日本私立学校振興・共済事業団発行の

『今日の私学財政：2019年度版』（医歯系法人を除く）から引用。

2015 2016 2017 2019

経営状況は
どうか

事業活動収支差額比率 △ 2.8% 4.6%

17.5% 14.7%

75.2%76.0% 76.3% 75.2% 76.2% 74.8%

57.3% 57.3% 53.0%
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図３ 事業活動収支と事業活動収支差額比率の推移 

 
 

【補足説明】 

 事業活動収支計算書の役割は、1年間の 3つの活動区分（教育活動、教育活動以外の経常的な活動、その他の活動）

に集計される事業活動収入と事業活動支出の内容を明らかにすることにある。それに加え、基本金組入後の収支均衡の

状態を明らかにする。この事業活動収支計算書は、一般企業の会計でいえば損益計算書に相当する。ただし、学校法人

は収支均衡を目指す非営利法人であり、本来は儲けを追及していないため、利益や損失という言葉は使わず「収支差額」

と表示する。 

 棒グラフは、事業活動収支計算書の収入と支出を経年で表示している。黒色部分の基本金組入額（取崩額）を除いた

収支差額が、毎年度の事業活動における収支状況を表す（＝基本金組入前当年度収支差額）。この収支差額から基本金

を組み入れた（黒色部分を含む）収支差額が、最終的な当年度の収支状況となり、学校法人の永続維持の観点からは収

支均衡が求められる。折れ線グラフは、事業活動収入における（基本金組入前の）収支差額の比率を示している。学校

法人経営では、基本金組入額を確保するためにこの比率をプラスにする必要がある。 

（百万円） （％）

（収入） 学生生徒等納付金 補助金 その他の事業活動収入

（支出） 人件費 教育研究経費 管理経費 その他の事業活動支出

基本金組入額（取崩額） ※組入額は支出に、取崩額は収入に配置
（2016年度は組入額と取崩額を合算して支出に配置している）

△2.3 △2.4

339

（支出）
（収入）

3,783

333

20,000 4

18,000 0

△0.1
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12,000 -12
328 （支出） （支出）

（収入） （収入）

10,000

1,779
1,671 1,826

1,992

4,050
3,888

8,000

6,000

8,335 8,641 8,660 8,435

3,819 4,120

4,000

6,891 6,690 6,598 6,401

2,000

0

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

1,838

3,810

8,213

6,181

2019年度

事業活動収支差額比率（右目盛り）
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（２）その他 
 
 ①有価証券の状況 

総括表                                                                （単位 円） 
 当年度（2020年3月 31日） 
 貸借対照表計上額 時  価 差  額 
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 0 0 0 
（うち満期保有目的の債券） (0） (0） (0） 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 3,276,634,559 3,015,584,967 △261,049,592 
（うち満期保有目的の債券） （3,199,445,732） （2,938,396,140） （△261,049,592） 

合    計 3,276,634,559 3,015,584,967 △261,049,592 
（うち満期保有目的の債券） （3,199,445,732） （2,938,396,140） （△261,049,592） 

時価のない有価証券 60,000,000  
有価証券合計 3,336,634,559  

明細表                                                                 （単位 円） 
 当年度（2020年3月 31日） 
 貸借対照表計上額 時  価 差  額 
債券 3,199,445,732 2,938,396,140 △261,049,592 
株式 ― ― ― 
投資信託 77,188,827 77,188,827 0 
貸付信託 ― ― ― 
その他 ― ― ― 

合    計 3,276,634,559 3,015,584,967 △261,049,592 
時価のない有価証券 60,000,000  

有価証券合計 3,336,634,559  
 
 
 ②借入金の状況 
   日本私立学校振興・共済事業団より  期末残高 長期借入金166,660,000円 
                          短期借入金 83,330,000円 
 
 ③学校債の状況  該当なし 

 
 
 ④寄付金の状況                         （単位 円） 

 当年度（2019年4月1日～2020年3月31日） 
一般寄付金 28,240,000 28,240,000 

 
特別寄付金 

サポーターズ募金 52,558,009  
53,894,376 櫻友会 1,250,000 

古本募金 86,367 
合計 82,134,376 
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 ⑤補助金の状況                              （単位 円） 
国庫補助金収入 経常費補助金収入 589,492,000 

施設設備費補助金収入 122,180,000 
地方公共団体補助金収入 経常費補助金収入 981,722,500 

結核予防費補助金収入 588,845 
幼稚園就園奨励費等補助金収入 783,330 
特別奨学金補助金収入 79,158,668 
その他の地方公共団体等補助金収入 62,294,000 
都内生就学促進補助金収入 2,073,900 

 

 

 ⑥収益事業の状況  該当なし 
 

 

 ⑦関連当事者等との取引状況 
 

ア）関連当事者  該当なし 
 

イ）出資会社 

 当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。 

 

 株式会社 ウィズ・ケイ 

① 事業内容 人材派遣事業、施設総合管理事業、消耗品等調達、学生サービス事業 

アウトソーシング事業、その他 

② 資本金  10,000,000円 （200株） 

③ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日 

      平成13年3月16日  10,000,000円 200株 100％ 

④ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びに 

その他の取引の額 

（単位：円） 

 期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高 

当該会社への出資金等 10,000,000 0 0 10,000,000 
当該会社への未払金 1,328,206 1,328,206 1,113,119 1,113,119 

（単位：円） 

当該会社からの受入額 寄付金 40,000,000 
 自動販売機電気料 1,476,000 
当該会社への支払額 施設設備管理保守委託料 他 672,536,444 
 業務委託、人材派遣委託料 他 263,905,984 
 備品消耗品等購入額 173,799,543 

      ⑤ 保証債務 なし 

 

 

 ⑧学校法人間財務取引  該当なし 
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（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

 

本学では、学校法人として永続的な維持存続を果たすことを目的として、第二期中期計画(2018年～2022年)で

は、2022年度までに事業活動収支の経常収支差額比率を 5％とすることを目標にしている。 

これまでの経常収支差額比率は、表１のとおり３年前までマイナスポイントが続いていたが、この３年間はプラ

スポイントを続けることができている。しかし、最終目標である 5％の達成はまだ未達であることから、達成する

ためには、入学定員割れが続いている第二中学校高等学校の入学者数の増加が最重要課題であると捉えている。そ

のため、第二中学校高等学校では、グローバル化に対応した英語教育の強化、進学指導体制の充実化等の施策を講

じて魅力のある学校環境を構築し学生数増加を目指していく。 

 

表１ 経常収支差額比率の経年推移 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 

経常収支 

差額比率 
△2.57% △0.71% 3.00% 2.06% 1.51% 

 

また、2019 年度においては基本金組入前当年度収支差額を収入超過にすることを重点目標としてきた。基本金

組入前当年度収支差額の推移は、表２のとおり 2011年度から2018年度まで7年連続して支出超過であった。2019

年度においては、各部門による経費削減効果により８年ぶりに収入超過とすることができた。今後は、基本金組入

前当年度収支差額の収入超過を、維持継続していき学園経営のさらなる安定を図ることを目標とする。 

 

表２ 基本金組入前当年度収支差額の経年推移 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

基本金組入前 

当年度収支差額 
186,627 △1,344,548 △474,802 △446,828 △830,393 △263,084 △6,218 △267,126 311,546 

（注）2011～2014年度は帰属収支差額                                      （千円） 

 

 

  



- 86 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の自立と自活 

共立女子学園 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒101-8437 
東京都千代田区一ツ橋2-2-1 
 


	１．法人の概要
	（１）基本情報
	①法人の名称
	②主たる事務所の住所、電話番号、FAX番号、ホームページアドレス

	（２）建学の精神
	（３）共立女子学園の沿革
	（４）設置する学校・学部・学科等
	（５）学校・学部・学科等の学生数の状況
	（６）収容定員充足率
	（７）役員の概要
	（８）評議員の概要
	（９）教職員の概要

	２．事業の概要
	（１）主な教育・研究の概要
	（２）中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況
	①進捗度の評価に関する基本的な考え方
	②2019年度事業報告ダイジェスト
	②－１．第二期中期計画の進捗状況自己点検・評価（2022年度完了予定の計画の2019年度時点の進捗状況）
	②－２．2019年度事業報告トピックス
	②－３．2019年度事業報告（詳細）


	Ⅰ．共立女子大学・短期大学
	Ⅰ－１．学生確保
	Ⅰ－２．教育の質
	Ⅰ－３．学生生活
	Ⅰ－４．学修支援・授業支援
	Ⅰ－５．就業力
	Ⅰ－６．地域連携
	Ⅰ－７．教学マネジメント
	Ⅱ．共立女子中学高等学校
	Ⅱ－１．生徒確保
	Ⅱ－２．教育の質
	Ⅱ－３．教育力
	Ⅱ－４．進路
	Ⅱ－５．管理運営
	Ⅲ．共立女子第二中学校高等学校
	Ⅲ－１．生徒確保
	Ⅲ－２．教育の質
	Ⅲ－３．教育力
	Ⅲ－４．進路
	Ⅲ－５．管理運営
	Ⅳ．共立大日坂幼稚園
	Ⅳ－１．園児確保
	Ⅳ－２．教育の質
	Ⅳ－３．教育力
	Ⅳ－４．保護者との連携・協力
	Ⅳ－５．管理運営
	Ⅴ．共立女子学園
	Ⅴ－１．財政
	Ⅴ－２．人事
	Ⅴ－３．施設設備
	Ⅴ－４．櫻友会・後援会・地域等との連携

	３．財務の概要
	（１）決算の概要
	①貸借対照表関係
	ア）貸借対照表の状況と経年比較
	イ）財務比率の経年比較

	②資金収支計算書関係
	ア）資金収支の状況と経年比較
	イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較
	ウ）財務比率の経年比較

	③事業活動収支計算書関係
	ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較
	イ）財務比率の経年比較


	（２）その他
	①有価証券の状況
	②借入金の状況
	③学校債の状況　　該当なし
	④寄付金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
	⑤補助金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
	⑥収益事業の状況　　該当なし
	⑦関連当事者等との取引状況
	ア）関連当事者　　該当なし
	イ）出資会社

	⑧学校法人間財務取引　　該当なし

	（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策


